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Ⅰ 検討事項 
新世代モバイル通信システム委員会（以下「委員会」という。）は、情報通信審議会諮問

第 2038号「新世代モバイル通信システムの技術的条件」（平成 28年 10月 12日諮問）のう

ち「LTE-Advanced等の高度化に関する技術的条件」について検討を行った。 

 

Ⅱ 委員会、作業班の構成 
委員会の構成は別表１のとおりである。 

委員会の下に、委員会の調査を促進することを目的とした、基本コンセプト作業班及び技術

検討作業班を設置した。基本コンセプト作業班の構成は別表２、技術検討作業班の構成は別表

３のとおりである。 

 

Ⅲ 検討経過 
１ 委員会での検討 

① 第１回委員会（平成 28年 10月 25日） 

委員会の運営方針、調査の進め方及び新世代モバイル通信システムの技術的条件の検

討課題に関する提案募集について検討を行ったほか、検討の促進を図るため、委員会の

下に基本コンセプト作業班を設置した。 

また、構成員から、第５世代移動通信システム（５Ｇ）のサービスイメージ、技術的

条件の検討を進めるにあたり留意すべき事項等についてプレゼンテーションが行われた。 

② 第２回委員会（平成 29年１月 27日） 

提案募集の結果について事務局から報告を受けた後、基本コンセプト作業班における

主な論点等について検討を行った。 

③ 第３回委員会（平成 29年３月２日から同年３月９日までメール審議） 

eMTC及び NB-IoTに係る LTE-Advanced等の高度化に関する委員会報告案及び報告の概

要案のとりまとめを行った。 

④ 第４回委員会（平成 29年５月 12日） 

  基本コンセプト作業班における検討状況及び第 5世代モバイル推進フォーラム（５Ｇ

MF）における活動状況についての報告、検討の促進を図るため、委員会の下に技術検討

作業班を設置した。 

⑤ 第５回委員会（平成 29年○月○日） 

  LTE-Advanced 等の高度化に関する委員会報告案及び報告の概要案のとりまとめを行

った（Ｐ）。 

 

２ 基本コンセプト作業班での検討 
① 第１回基本コンセプト作業班（平成 28年 11月 15日） 

作業班の運営方針及び調査の進め方について検討を行ったほか、検討の促進を図るた

め、作業班の下にアドホックを設置した。 
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また、構成員から、５Ｇに関する国際標準化動向、ネットワーク構成、IoTの実現に向

けた検討等についてプレゼンテーションが行われた。 

② 第２回基本コンセプト作業班（平成 28年 12月６日） 

提案募集の結果概要について検討を行ったほか、構成員等から、５Ｇへの期待等につ

いてプレゼンテーションが行われた。 

③ 第３回基本コンセプト作業班（平成 28年 12月 16日） 

構成員等から、５Ｇを導入する周波数、５Ｇのネットワーク構成、サービスイメージ 

等についてプレゼンテーションが行われた。 

④ 第４回基本コンセプト作業班（平成 29年１月 23日） 

アドホックより、eMTC 及び NB-IoT に関する技術的条件の検討状況について報告が行

われた。 

また、構成員等から、５Ｇの活用イメージ等についてのプレゼンテーションが行われ

た。 

⑤ 第５回基本コンセプト作業班（平成 29年２月 10日） 

LTE-Advanced等の高度化に関する委員会報告案及び報告の概要案について検討を行 

った。 

⑥ 第６回基本コンセプト作業班（平成 29年３月９日） 

構成員等から、５Ｇ実現に向けた国際的な動向、５Ｇ時代のアプリケーション開発等

についての説明が行われた。 

⑦ 第７回基本コンセプト作業班（平成 29年４月 27日） 

構成員等から、５Ｇ実現に向けた国際的な調査結果の報告、国際的な動向等について

の説明が行われた。 

⑧ 第８回基本コンセプト作業班・第３回技術検討作業班 合同会合（平成 29年７月６日） 

周波数割当ロードマップ、LTE-Advanced等の高度化に関する委員会報告案及び報告の

概要案等について検討を行った。 

 

 

３ 技術検討作業班での検討 
① 第１回技術検討作業班（平成 29年５月 31日） 

委員会における検討状況、携帯電話用周波数確保に向けた検討状況について説明があ

ったほか、構成員から高出力移動局（HPUE）及び上り 256QAMについてプレゼンテーショ

ンが行われた。 

② 第２回技術検討作業班（平成 29年６月 21日）（非公開） 

携帯電話用周波数確保に向け 1.7GHz帯の共用検討等について検討を行ったほか、高出

力移動局（HPUE）及び上り 256QAMの技術的条件、共用検討及び電波防護指針について検

討を行った。 

③ 第８回基本コンセプト作業班・第３回技術検討作業班 合同会合（平成 29年７月６日） 

LTE-Advanced等の高度化に関する委員会報告案及び報告の概要案について検討を行っ

た。 
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Ⅳ 検討概要 

第１章 調査検討の背景等 

１．１ 移動通信システムの進化と５Ｇへの期待 

近年、電波の利用は、日常生活に不可欠となっている携帯電話などの無線通信ネットワー

クはもとより、交通、スマートシティ、医療など様々な分野に広がっている。さらに、あら

ゆる「モノ」がネットワークにつながる IoT時代の本格的な到来が予測されており、電波利

用ニーズの更なる増加や IoT時代に対応可能な新たな無線システムの実現が期待されている。 

移動通信システム、いわゆる携帯電話システムもアナログ方式である第１世代の導入以降、

小型軽量化はもとより、デジタル化、インターネット対応など移動通信システムの進化が進

んでいる。近年、LTE などの高速通信サービスの加入数の増加、大容量通信プランの導入、

高精細映像配信サービスの普及などにより、移動通信トラヒックの増加（月間平均トラヒッ

クは、直近１年で 492.4Gbps（約１．４倍）増加）が進んでいる状況であり、こうした傾向

は当面続くものと予測されている。 

こうした状況に対応するため、移動通信システムの高速化も進んでおり、現在普及進んで

いる LTE-Adanced では、1Gbps に迫る高速通信サービスの提供も始まっているが、抜本的な

周波数逼迫対策を行うためには、国際的に広く利用されている周波数帯の追加割当を行うこ

とが重要である。 

 
図１．１－１：携帯電話等契約数の推移 
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図１．１－２：移動通信トラヒックの推移（過去３年間） 

 

移動通信システムは、およそ 10年毎に世代交代が行われており、過去 30年間で通信速度

は、約 10,000 万倍に高速化した。現在、世界各国・地域で、2020 年に第５世代移動通信シ

ステム（以下「 ５Ｇ
ファイブジー

」という。）を実現すべく、新たな無線技術に関する研究開発や具体的

なサービスを想定した実証試験が行われている。 

 

図１．１－３：移動通信システムの進化と５Ｇの要求条件 

 

５Ｇは、３Ｇ
スリージー

や ４Ｇ
フォージー

を発展させた「超高速」だけでなく、「多数接続」、「超低遅延」と

いった新たな機能を持つ次世代の移動通信システムであり、人と人がコミュニケーションを
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行うことを想定したツールから、身のまわりのあらゆるモノがネットワークにつながる IoT

時代の ICT基盤として期待されている。 

2015年 9月に ITUがとりまとめた「ITU-R IMTビジョン勧告（M.2083）」では、５Ｇの通

信速度は、従来 LTE の 100 倍、４Ｇの 10倍となる 10Gbps、接続機器数は、従来 LTE の 100

倍、４Ｇの 10倍となる 100万台/km²、遅延時間は、従来 LTE、４Ｇの 1/10となる 1msなど

が要求条件とされ、自動車や農業などの応用分野での利用が期待されている。 

このように５Ｇは、従来のスマートフォンや携帯電話といった利用形態の枠を超える次世

代の移動通信システムであることから、５Ｇの導入に向けた技術的な検討を行う前に、５Ｇ

の基本コンセプト、サービスイメージ、ネットワーク構成等を明確にすることが重要である。 

 
１．２ 国際標準化動向 

 
１．２．１ ITUにおける検討状況 
 

５Ｇの早期実現に向けて、ＩＴＵ（国際電気通信連合）における標準化活動が本格化さ

れており、2015年９月、５Ｇの主要な能力やコンセプトをまとめた「IMTビジョン勧告

（M.2083）1」が策定され、５Ｇ実現に向けた本格的な活動が開始された。 

 

図１．２．１－１ ５Ｇ仕様策定に関する国際標準化スケジュール 

 

同勧告では、5Gの利用シナリオとして、①モバイルブロードバンドの高度化（eMBB：

enhanced Mobile Broadand）、大量のマシーンタイプ通信（mMTC：massive Machine Type 

Communication）、超高信頼・低遅延通信（URLLC：Ultra Reliable and Low Latency 

Communication）の３つの利用シナリオが提示され、５Ｇは、単一のネットワークでこれら

の全てのシナリオに対応する必要はなく、それぞれの利用シーンに応じて必要な性能を提

供すればよいとされた（図１．２．１－２）。 

                                                
 
1 Recommendation ITU-R M.2083 IMT Vision – Framework and overall objectives of the 
future development of IMT for 2020 and beyond 

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

ITU

3GPP

リリース13
（～2016.3）

・超高速（eMBB）/超低遅延
（URLLC）が対象。

・2017年12月までに、LTEと連携
するNSAの仕様を策定。2018年
6月までに、SAの仕様を策定

・全ての技術性能要件
に対応した5Gの仕様

を策定

・ 5Gの基本調査（要求
条件等）

・ IoT技術の高度化
（feMTC、eNB-IoT）

5G無線インターフェース
提案受付

5G技術性能要件
IMT

ビジョン勧告
5G無線ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ

勧告の策定

世界無線
通信会議
（WRC-15）

世界無線
通信会議
（WRC-19）

5Gワークショップ

・ 4Gの高度化

・ IoT技術の拡張
（eMTC、NB-IoT）

リリース16
（～2019.12）

リリース15
（～2018.6）

5Gでの利用を

想定したミリ波等
の周波数がIMT用
に特定される予定周波数共用検討

リリース14
（～2017.3）

NSA
策定

SA
策定

※NSA: Non-Standalone
SA: Standalone
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また、同勧告において、５Ｇが実現すべき要求条件も提示されており、主な要件として

は、最高伝送速度20Gbps（一定の条件下において）、100万台/km2の接続機器数、1ミリ秒程

度の遅延時間などがあり、いずれも４Ｇよりも高い性能が目標値とされた。 

 

図１．２．１－２ IMTビジョン勧告における５Ｇの利用シナリオ及び要求条件 

 

 IMT-2020無線インタフェースに関し、13の技術性能要件の項目と要求値、評価環境をま

とめたITU-R報告案が2017年2月のITU会合(SG5/WP5D)において、また、IMT-2020無線インタ

ーフェースの評価方法をまとめたITU-R報告案が2017年6月のITU会合（SG5/WP5D)で合意さ

れた（図１．２．１－３）。 

 

図１．２．１－３ ５Ｇ技術性能要件・評価方法 

ユーザ体感伝送速度
(Mbps)

周波数
効率

遅延（ms）

移動性能
（km/h）

＜５Ｇの主な要求条件＞
✓ 最高伝送速度 20Gbps ※一定の条件下

✓ 100万台/km²の接続機器数
✓ 1ミリ秒程度の遅延

システム
通信容量

（Mbps/m²）

エネルギー
効率

接続端末密度
（端末数/km²）

最高伝送速度
(Gbps)

モバイルブロードバンドの高度化
（Enhanced mobile broadband）

大量のマシーンタイプ
通信（Massive Machine 
Type Communications）

超高信頼・低遅延
通信(Ultra reliable and 

low latency communications)

＜5Gの利用シナリオ＞
✓ モバイルブロードバンドの高度化（Enhanced 

moible broadband）
✓ 大量のマシーンタイプ通信（Massive Machine Type 

Communications）
✓ 超高信頼・低遅延通信(Ultra reliable and low 

latency communications)

屋内ホットスポット
（超高速/eMBB）

人口密集都市
（超高速/eMBB）

郊外
（超高速/eMBB）

都市部広域
（多数接続/mMTC）

都市部広域
（超低遅延/URLLC）

評価方法

1 最高伝送速度 下り：20Gbit/s、上り：10Gbit/s － － Analytical

2 最高周波数効率 下り：30bit/s/Hz、上り：15bit/s/Hz － － Analytical

3 ユーザ体感伝送速度 －
下り：100Mbit/s
上り：50Mbit/s

－ － －
Analytical for single band and 

single user
Simulation for multi-layer

4 5%ユーザ周波数利用効率
下り：0.3bit/s/Hz
上り：0. 21bit/s/Hz

下り：0.225bit/s/Hz
上り：0.15bit/s/Hz

下り：0.12bit/s/Hz
上り：0. 045bit/s/Hz 

－ － Simulation

5 平均周波数効率
下り：9bit/s/Hz/TRxP

上り：6.75bit/s/Hz/TRxP
下り：7.8bit/s/Hz/TRxP
上り：5.4bit/s/Hz/TRxP

下り：3.3bit/s/Hz/TRxP
上り：1.6bit/s/Hz/TRxP

－ － Simulation

6 エリア当たりの通信容量 10Mbit/s/m2 － － － － Analytical

7
遅延（U-Plane） 4ms － 1ms Analytical

遅延（C-Plane） 20ms － 20ms Analytical

8 端末接続密度 － － － 1,000,000台/km2 － Simulation

9 エネルギー効率
稼動時の効率データ伝送（平均周波数効率）

休止時の低消費電力（高いスリープ率及び長いスリープ区間）
－ － Inspection

10 信頼性 － － － －
伝送成功確率 1-10-5

（L2 PDUサイズ32byte）
Simulation

11 移動性能 1.5bit/s/Hz (10km/h) 1.12bit/s/Hz (30km/h) 
0.8bit/s/Hz（120km/h) 
0.45bit/s/Hz（500km/h) 

－ － Simulation

12 移動時中断時間 0ms － 0ms Analytical

13 帯域幅
100MHz以上

高周波数帯（例えば、6GHz以上）では、最大1GHzまでの帯域幅に対応
Inspection

※新報告案ITU-R M.[IMT-2020.TECH PERF REQ] (Document 5/40)、ITU-R M.[IMT-2020.EVAL]より作成

評価環境
要求条件
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今後、ITUから3GPP等の外部国際標準化機関・国等に対して、IMT-2020無線インタフェース

の提案募集を行ない、ITUにおいて当該技術性能要件に基づき評価を行った後、2020年には、

IMT-2020無線インタフェースが勧告化される予定となっている。 

WRC-19の議題1.13の候補周波数帯（24.25-86GHzの11バンド）については、2017年2月のITU

会合（SG5/WP5D）において、WRC-19議題1.13の検討で求められている他の無線システムとの

共用検討を行うためのパラメータがとりまとめられた（図１．２．１－４）。共用検討パラメ

ータは、5Gの展開シナリオを想定したものとなっており、議題1.13の周波数帯毎2に共用検討

パラメータが策定されている。議題1.13の候補周波数帯については、SG5/TG5/1において、周

波数共用検討等を行った上で、2019年のWRC-19においてIMT用周波数の特定が行われる予定

である。 

なお、ITU-Rでは、IMT-Advancedの検討以降、「第＊世代携帯電話」という名称の利用を避

けており、2015年10月のITU-R無線通信総会（RA-15）において、ITUにおけるIMT-Advancedの

後継・発展システムの名称が「IMT-2020」となることが決定された。現実には、IMT-2020無

線インタフェースの標準化は、５Ｇの国際標準化を念頭に置いた作業となっている。 

 

 
図１．２．１－４ ５Ｇの共用検討パラメータ 

 

 
１．２．２ 3GPPにおける検討状況 
 

3GPPにおいても５Ｇ早期実現に向けた議論が加速している。 

2017年３月に策定されたリリース14では、５Ｇの新たな無線技術（NR：New Radio）に関

                                                
 
2 24.25-33.4GHz、37-43.5GHz、45.5-52.6GHz、66-86GHz 

5G （※24.25-33.4GHzの場合） 4G

隣接チャネル漏えい電力 -17dBc -33dBc

スプリアス領域の不要発射強度 -13dBm/MHz -30dBm/MHz
屋外の郊外地のホット
スポット（オープン空間）

屋外の郊外地の
ホットスポット

屋外の都市部の
ホットスポット

屋内 －

移動局密度 30台/km2 30台/km2 100台/km2 基地局当たり３台 －

アンテナ構成 アレーアンテナ（4×4 素子） オムニアンテナ

最大送信電力 22dBm 22dBm 22dBm 22dBm 23dBm

5G 4G

複信方式 TDD FDD, TDD

基本チャネル帯域幅 200MHz 5, 10, 15, 20MHz

（注）周波数帯により、アレーアンテナ構成の素子数、アンテナ素子当たりの電力等が異なる

5G （※24.25-33.4GHzの場合） 4G

隣接チャネル漏えい電力 -27.5dBc -44.2dBc

スプリアス領域の不要発射強度 -13dBm/MHz -13dBm/MHz
屋外の郊外地のホット
スポット（オープン空間）

屋外の郊外地の
ホットスポット

屋外の都市部の
ホットスポット

屋内
マクロセル基地局

スモールセル基地局

基地局密度 0-1局/km2 10局/km2 30局/km2 3局 －

アンテナ高 15m 6m 6m 3m 40m, 10m

チルト角 15度 10度 10度 90度 6度, 0度

アンテナ構成 アレーアンテナ（8×8 素子） セクタアンテナ等

（基地局）

（移動局）
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する基本調査が行われ、要求条件(TR38.913)、チャネルモデル（TR38.901）、主な無線アクセ

ス技術（TR38.912）が合意された。 

TR.38.913に規定されている 5G NRの主な要求条件を図１．２．２－１に示す。 

 

 

図１．２．２．－１ 5G NRに対する主な要求条件（TR38.913） 

 

今後の5G NR仕様策定に向けたスケジュールは以下のとおり。なお、3GPPでは、リリース

15以降の仕様を「５Ｇ」と呼ぶことで合意（2016年10月PCG会合）している。 

 

＜５Ｇ NR仕様策定に向けたスケジュール＞ 

 2018年6月： リリース15（高速大容量eMBB、高信頼・低遅延URLLCへの対応） 

2017年12月： 5G NR NSA(Non Stand-Alone)仕様完了 

2018年6月：  5G NR SA(Stand-Alone)仕様完了 

 2019年12月： リリース16（5Gの全ての要求条件に対応） 
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Ｕ-ｐｌａｎｅ ｌａｔｅｎｃｙ ０．５ ｍｓ - -

Ｒｅｌｉａｂｉｌｉｔｙ
１０－５ ｆｏｒ ３２ Ｂｙｔｅｓ

ｗｉｔｈ Ｕ-ｐｌａｎｅ ｌａｔｅｎｃｙ ｏｆ １ ｍｓ
- -

ｍＭＴＣ

Ｃｏｖｅｒａｇｅ Ｍａｘ ｃｏｕｐｌｉｎｇ ｌｏｓｓ １６４ ｄＢ
Ｍａｘ ｃｏｕｐｌｉｎｇ ｌｏｓｓ １６４ ｄＢ

（ＮＢ１）
-

ＵＥ ｂａｔｔｅｒｙ ｌｉｆｅ Ｂｅｙｏｎｄ １０ ｙｅａｒｓ Ｕｐ ｔｏ １０ ｙｅａｒｓ -

Ｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ ｄｅｎｓｉｔｙ １,０００,０００ ｄｅｖｉｃｅｓ/ｋｍ２ 60,680 ｄｅｖｉｃｅｓ/ｋｍ２ -
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第２章 ５Ｇの基本コンセプト 

２．１ ５Ｇとは 

無線通信技術の急速な進展と人々のワイヤレスサービスに対する利用ニーズの高度化、多

様化に伴い、携帯電話・スマートフォンについては、3.9 世代移動通信システム（LTE）や第

４世代移動通信システム（LTE-Advanced）の導入による通信速度の高速化と情報量の大容量

化が進んでいるところである。  

一方、2020 年代においては、５Ｇの出現により、上記のような従来のモバイルサービス

の高速化、大容量化の方向性に加えて、５Ｇが有する多数接続性や超低遅延性といった特徴

を踏まえ、自動車、産業機器、スマートメータなど新たな分野におけるモバイルサービスの

利活用が進むことが期待されている。  

すなわち、５Ｇとは、単に４Ｇを発展させた「超高速」だけでなく、「多数接続」、「超低

遅延」といった新たな機能を持つ次世代の移動通信システムであり、IoT 時代に、多種多様

なネットワークを包含する総合的な ICT基盤を提供するものと捉えることができる。 

 

 

図２．１－１ IoT時代の ICT基盤である５Ｇの特徴 

  

膨大な数の
センサー・端末

スマートメータ―

カメラ

２Ｇ ３Ｇ ４Ｇ

超低遅延

多数同時接続

移動体無線技術の
高速・大容量化路線

超高速
現在の移動通信システム
より100倍速いブロードバ
ンドサービスを提供

多数同時接続
スマホ、PCをはじめ、身の

回りのあらゆる機器がネッ
トに接続

超低遅延
利用者が遅延（タイムラ
グ）を意識することなく、リ
アルタイムに遠隔地のロ
ボット等を操作・制御５Ｇ

社
会
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
大

⇒ ２時間の映画を３秒でダウンロード

⇒ロボット等の精緻な操作をリアルタイム通信で実現

⇒自宅部屋内の約100個の端末・センサーがネットに接続
（現行技術では、スマホ、PCなど数個）

ロボットを遠隔制御

５Ｇは、ＩｏＴ時代のICT基盤
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２．２ ５Ｇの基本コンセプト 

５Ｇは、あらゆる利用シナリオでユーザが満足できるエンド・ツー・エンドの品質を提供

するものとされているが、超高速、多数接続、超低遅延といった５Ｇの要求条件を１つのネ

ットワークで全て満たすことは、技術的、コスト的にハードルが高く、また、現実の利用シ

ーンを想定した場合、これらの要求条件を同時に満たさなければならないような状況は多く

ないと考えられる。 

このため、５Ｇでは、全ての要求条件に対応するネットワークを整備する必要はなく、ユ

ースケース、利用シナリオ等に応じて、「超高速」、「多数接続」といった機能、品質を提供す

るネットワークとなる。また、５Ｇでは、有無線が一体となって、「超高速」、「多数接続」、

「超低遅延」といった様々な要求条件に対応することが可能な優れた柔軟性を持つネットワ

ークである。 

 

あらゆる要望に柔軟に対応 （超柔軟性） 
 ４Ｇまで：最大限のスループットを確保し、高速・大容量通信の提供を目指し

たシステム。通信速度、遅延時間、カバレッジなどに限界があり、

全てのユースケースへの対応は困難 

 ５Ｇ以降：有無線が一体となり、通信速度、接続数、遅延時間など、あらゆる

ユーザの要望やアプリケーションの要求条件に対応可能な優れた

柔軟性を持つ 

 

 
図２．２－１：５Ｇの基本コンセプト「超柔軟性」 

 

これを実現するため、技術面では、新たな無線技術（5G NR）の採用、既存の周波数帯に

加え、ミリ波などの高い周波数帯など様々な周波数帯を活用すること、様々な無線技術から

構成されるヘテロジニアス・ネットワークを基本としてネットワークを構築することなどが

考えられている。 

一方、事業として５Ｇを成立させるためには、従来のモバイル産業における営みとは異な

るアプローチが必要であることが指摘されている。５Ｇでは、通信事業者等がバーティカル

産業などのパートナー企業と連携しながら、B2B2X モデルでサービスを提供することが想定

〜4G : ベストエフォート

5G : それぞれのコンセプトに適した品質を提供
拡張モバイルブロードバンド

enhanced 
Mobile BroadBand

大規模マシンタイプ通信
massive Machine Type 

Communication

超高信頼・低遅延通信
Ultra Reliable and 

Low Latency Communication
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されており、新たに、どのような者と組み、どのようなビジネスモデルを構築できるかが、

事業成功のポイントとなる。このため、新たなビジネス創出に向けた、業界を超えたエコシ

ステムの構築が必要不可欠となる。 

 

 

図２．２－２ ５Ｇの基本コンセプト「ヘテロジニアス・ネットワーク」、「B2B2Xモデル」 

  

ヘテロジニアス・ネットワーク
●周波数帯：800MHz、2GHzなど既存の周波数帯に加え、

6GHz以下の周波数帯やミリ波などの6GHz以
上の周波数帯など、これまでよりも高い周波数
帯など様々な周波数帯を活用

●無線技術：NR、LTE、WiFiなど様々な無線技術で構成

✓ 通信事業者等が、バーティカル産業のサービス提供者などと
連携し、Ｂ２Ｂ２Ｘモデルでサービスを提供

✓バーティカル産業、ビジネスモデルなどによって、様々な
B2B2Xモデル形態が想定

✓ 2020年の5G実現に向けて、バーティカル産業との連携を念頭
に、B2B2Xモデルを意識した実証を行うことが重要

B2B2Xモデル

マクロセル

スモールセル
スポットセル

図：ヘテロジニアス・ネットワークの構成イメージ

ユーザエクス
ペリエンス
の進化

社会的課題
の解決

異業種連携
から創り出す
新サービス

サービス
提供者等

個人

企業

通信事業者等 「中央のＢ」は、サービ
ス提供者、バーティカル
産業など、様々な者と
なる可能性

（※）

（※）
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２．３ ５Ｇのサービスイメージ 

前述したように、５Ｇは、IoT時代の ICT基盤であり、今後、５Ｇの特徴を活かした新た

なサービスが、様々な分野で展開されることがと期待されている（図２．２－１）。 

 

 
図２．３－１ ５Ｇでの利用が想定されるサービス分野 

 

５Ｇ実現により、身のまわりのあらゆるモノがつながる IoT 環境が構築されることによ

り、例えば、自動車分野におけるセルラーV2X の議論活発化や、農業、観光、建設等の分野

への導入により、地域活性化・地方創生が期待される。さらに、労働人口の減少（人手不足）、

労働生産性の向上への対応なども期待されるところである。 

また、５Ｇ独自のサービスだけでなく、４Ｇで利用可能なサービスを５Ｇに進化させるこ

とも検討していくべきであり、今後、５Ｇの実現によって、何がどう変わるのか、これまで

以上に周知・啓発が必要となってくる。 

 

自動車分野

5G

4Kカメラx100

HD配信×1000（4K配信×200）

実効速度（想定）
下り 5.0Gbps
上り 2.5Gbps

接続数（例：実行速度/想定画像伝送量）
上り 2.5Gbps / 25Mbps（4K）=１００
下り 5Gbps / 5Mbps(HD)＝１０００
（下り 5Gbps / 25Mbps(4K)＝２００）

【前提：5Gの最高速度：DL 10Gbps/UL 5Gbps、5Gの実効速度：DL 5Gbps/UL 2.5Gbps

建設分野

セキュリティ分野

デジタルコンテンツ（ＶＲ）分野5Gへの期待 ・高精細画像を伝送するための高速通信回線
・遠隔操縦者の疲労問題から200ms以内の低遅延
・多数の重機の同時制御

全方位カメラ

全方位カメラ

全方位カメラによる画像
（操縦室）
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図２．３－２ ５Ｇへの期待と５Ｇ実現による様々な社会的課題解決への期待 

  

 高精細映像の伝送、多数のセンサーの活用など、様々な分野でのサービス提供が期待

 特に、自動車分野は、セルラーV2Xの議論が活発化するなど、５Ｇの有力な応用分野

 農業、観光、建設等の分野への導入を進めることで、地域活性化・地方創生が期待

 労働人口の減少（人手不足）、労働生産性の向上への対応が期待

 5G独自のサービスだけでなく、4Gで利用可能なサービスを5Gに進化させることも検討すべき

 ５Ｇの実現によって、何がどう変わるのか、これまで以上に周知・啓発が必要

幅広いエリアカバレッジを持つととも
に、5Gでは1msの低遅延を実現する
ことから、自動車分野への応用が期待。

世界各国で自動車への応用を念頭に自
動車業界との連携や実証等が実施。

VR･AR観光
属性情報や位置情報に沿った情報を目の前の
情景に重ね合わせることで、観光地の風情・
臨場感を体感しながら、歴史・情報を深堀

現在の音声ガイドでは、伝わらないイメー
ジがあったり、ガイドツアーでは、自分の
ペースで楽しめないなどの不満がある

５Ｇで、例えば、自ら操作可能で、多言語
に対応したバーチャルガイドが実現すれば、
より深い歴史情報に触れつつ観光や美術館
や博物館を楽しむことが可能

労働力不足の解消
労働生産性の向上

観光地や人口が減少している地域で、自
動運転バスや自動運転列車が導入される
ことで、地域の運転士不足を解消すると
ともに、安全にあらゆる時間帯でも運行
可能とし、地域住民の利便性向上を実現
する。オンデマンドのバスや列車の運用
が実現できれば更なる利便性向上が期待。

また、時間と手間が必要な技術の継承、
特殊な技能・人材を必要とする業務につ
いて、 3Dメガネにマニュアルや情報を
重ね、ハンズフリーで作業できたり、遠
隔地のエキスパートとリアルタイムで情
報共有・指示を行うことができれば、膨
大な人力と熟練が必要であった業務の短
縮化・均一化が可能。

自動車分野への活用
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２．４ ５Ｇのネットワーク構成 

２．４．１ ５Ｇの新たな無線技術（5G NR） 
 

５Ｇでは、LTE の 100倍となる超高速、多数接続や LTE の 10分 1となる超低遅延とい

った 5G の高い要求条件に対応するため、柔軟な無線パラメータの設定により、ミリ波を

含む幅広い周波数帯に対応する LTEとの互換性のない新たな無線技術(5G New Radio(NR))

が検討されている。 

具体的には、超高速実現に必要となる数百 MHz以上の広周波数帯域への対応や、ミリ波

などの高い周波数帯への対応、超低遅延を実現する無線フレーム構成等が検討されている。

高い周波数帯（SHF帯、EHF帯等)へ対応することで、アンテナ素子の小型化、多素子アン

テナの位相や振幅制御により、指向性を持たせたビーム（ビームフォーミング）を作り出

す超多素子アンテナ（Massive MIMO）による性能向上が期待されている。 

 

 

図２．４．１－１ ５Ｇの新たな無線技術 

 

 

２．４．２ ５Ｇ無線アクセスネットワーク構成 
 

５Ｇ導入当初は、既存の LTEネットワークの基盤を有効活用するため、5G NRと高度化

した LTE（eLTE）が連携して、一体的に動作する無線アクセスネットワーク（NSA：Non Stand 

Alone）が検討されている。具体的には、800MHz、2GHz などの既存の周波数帯を使用した

eLTE で制御情報（C-Plane）を伝送し、6GHz 以下や 6GHz 以上などの新たな周波数帯を活

用した 5G NRでユーザデータ（U-Plane）を伝送する。 

このような C/U分離構成を取ることにより、モビリティや安定した品質を確保でき、ユ

ースケースに応じた柔軟なサービス提供が可能となる。 

また、NRは、順次、既存周波数帯へも適用していくことが想定されている。 

 

● 超高速実現に必要となる数百MHz以上の広周波数帯域
への対応や、ミリ波などの高い周波数帯への対応、超低
遅延を実現する無線フレーム構成等の新たな無線技術

５Ｇの新たな無線技術 (5G NR)

LTE

New RAT
f

t

低遅延等を実現する
無線フレーム構成

周波数LTE

新たな無線技術

サブキャリア間隔の拡大
広帯域化

サブキャリア間隔

既存の周波数帯 高周波数帯／広周波数帯域幅

周波数

広帯域 超広帯域

幅広い周波数帯への対応

周波数帯に応じて無線パラメータを
可変させることで幅広い周波数帯に対応

Massive MIMO / ビームフォーミング

● 多数のアンテナ素子を協調動作させ、任意の方向に
電波のビームを形成することで、カバレッジの拡大、複
数ユーザとの同時通信によるセル容量の拡大などを実
現

Massive MIMOアンテナ
(例：256素子)

超高速・大容量通信の実現

ビームフォーミング
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図２．４．２－１ ５Ｇの無線アクセスネットワーク 

 

２．４．３ ５Ｇのコアネットワーク等 
ネットワークスライシング技術をコアネットワークや無線アクセスネットワークなど

に導入することで、５Ｇの様々な要求条件や、異なる要件を持つサービスに柔軟に対応し、

サービス毎に最適なネットワークを提供することが可能となる。 

また、５Ｇでは、無線区間で 1msの遅延時間が要求条件とされているが、自動車やロボ

ットの遠隔制御といった超低遅延が求められるサービスに対応するためには、無線だけで

なく、有無線が一体となって超低遅延の対応を行うことが必要である。このため、有線区

間での遅延時間を短縮するシステムとして、ユーザの近くでデータ処理を行うモバイル・

エッジ・コンピューティングの導入が期待されている。 

 

 
図２．４．３－１ ５Ｇのコアネットワークとモバイル・エッジ・コンピューティング 

  

C/U分離

マクロセルスモールセル

基地局

制御情報
C-planeユーザデータ

U-plane

● 周波数帯やカバレッジ等の異なる複数のセルで制御情報
とユーザデータを分離して伝送

● 具体的には、カバレッジの広いマクロセルで制御情報を提
供（C-plane）し、超高速通信等が提供可能なスモールセル
でユーザデータを提供（U-plane）

高度化LTE
新たな無線技術

（NR）

5Gの無線アクセスネットワーク

【周波数帯】
800MHz、1.5GHz、
2GHzなど既存の周
波数帯を活用

【周波数帯】
6GHz以下、6GHz以
上などの新たな周
波数帯を活用

連携

● 導入当初の5Gは、新たな無線技術（NR）と高度化した
LTEが連携して一体的に動作（NSA構成）

● 新たな無線技術（NR）は、6GHz以下や6GHz以上などの
新たな周波数帯への導入を想定。その後、順次既存の周
波数帯へ展開

※ 導入当初の5Gは、LTEとの連携を前提としたNSA（Non-Standalone）
構成となり、高度化LTEとの連携が必須

※ 3GPPでは、NRだけでなく、LTE及びその発展系を含め、リリース15
以降の移動通信システムを「5G」と呼称することを決定

○ 超低遅延が求められる自動車などについて、
ユーザの近くにデータ処理等を行うMECサーバ
を配置することで、高速（低遅延）でサービスを提
供することが可能

モバイル・エッジ・コンピューティング※ネットワークスライシング

スライス１

スライス２

スライス３

超高速（eMBB）

多数接続（mMTC）

超低遅延（URLLC）

モバイルクラウドネットワーク

アプリケーションクラウド

ネットワークの機能・リソースを動的に
管理し、柔軟に改変させることが可能

○ 現在は、画一のネットワークに異なる要件のアプリ・
サービスのトラヒックが混在

○ ネットワークスライスを設定することで、アプリ・サー
ビス毎にトラヒックの分離が可能

※ETSIでは、ネットワークエッジでクラウドやITサービスを提供する機能
として、“Multi-access Edge Computing”という言葉が用いられている

MEC

【５Ｇ】低遅延
（ユーザ近くでデータ処理）

Cloud Server

【現在】遅延大
（ネットワーク側のクラウドで処理）

モバイル
ネットワーク

ユーザの近くに
サーバを配置し、
遅延時間を短縮
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２．５ ４Ｇから５Ｇへの移行シナリオ 

前述したように、５Ｇ導入当初は、既存 LTEと連携した NSA構成が想定されている。この

ため、次のような５Ｇへの移行シナリオが想定される。 

 

４Ｇから５Ｇへの移行シナリオ 

2020年 

 

・ 通信需要の高いエリアを対象に、５Ｇ用の新しい周波数帯を用いた「超高

速」サービスが提供される。 

・ 新たな無線技術（NR)に対応した基地局は、LTE 基地局と連携する NSA 構

成で運用される。 

・ 面的なサービス提供には、引き続き LTEを活用。 

202X年 ・ ネットワークスライシング等に対応した５Ｇコアネットワークが導入さ

れるとともに、SA（Standalone）構成の NR基地局の運用が開始され、既

存周波数帯域への NR導入が進展。 

・ 「超高速」、「多数接続」、「高信頼・低遅延」などの要求条件に対応し

た本格的な５Ｇサービスの提供が開始。 

 
 

 
図２．５－１ ４Ｇから５Ｇへの移行シナリオ（想定） 

  

現在 【LTEの面展開】 ２０２０年 【５Ｇ導入当初】 ２０２Ｘ年 【５Ｇ普及期】

 LTE、LTE-Advancedをベースとしたネットワーク
構成であり、3GPPでの検討状況を踏まえ、上り
CAの導入や256QAM導入などの高度化

 800MHz、2GHzなどの周波数帯を用いて、 ス
マートフォン向けサービスを念頭に、高いスルー
プットを実現する面的なサービスエリアを展開

 NB-IoTやeMTCなどのワイドエリア、省電力を特
徴としたIoT技術を先行導入

 コストを抑えつつ、円滑な5G導入を実現するた
め、NR基地局とLTE基地局が連携したNSA構成
のシステムが導入

 需要の高いエリア等を中心に、5G用周波数帯を
用いた「超高速」サービスが提供され、
eMTC/NB-IoT等によるIoTサービスが普及

 高い周波数帯の活用が進展するとともに、
Massive MIMOなどの新たな技術の導入が加速

 「超高速」、「多数同時接続」、「低遅延」の全ての
要求条件に対応したサービスが提供

 ネットワークスライシング等に対応した5Gコアネット
ワークが導入され、モバイル・エッジ・コンピュー
ティング（MEC）の導入も進展

 SA構成のNR基地局の導入が開始（LSA構成の基
地局も併存）。既存周波数帯にもNR導入が進展

 広く普及しているLTEについては、継続的にサー
ビスを提供

 WRC-19で特定された周波数帯域も活用

NR
基地局

LTE
基地局

4Gコアネットワーク（EPC） ５G コアネットワーク

LTE
基地局

4Gコアネットワーク（EPC）

NR
基地局

NR基地局

NSA SA

LTE基地局

マクロセル

スモールセル

マクロセル

スモールセル

既存周波数帯

既存周波数帯
新しい周波数帯 新しい周波数帯

制御情報/ユーザ情報 ユーザ情報 制御情報/ユーザ情報
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第３章 携帯電話用の周波数確保に向けて 

３．１ ５Ｇ用周波数確保に向けた国際的な検討状況 

 2020年の５Ｇ実現に向けて、各国・地域において、５Ｇでの利用が想定されている周波数

帯に関する議論が活発に行われている。2020年の５Ｇの実現、すなわち５Ｇの商用サービス

開始には、少なくとも１年前からインフラ整備を開始することが必要だと言われており、通

信機器ベンダーでは、商用サービス開始に向けて、各国・地域で検討されている５Ｇ用周波

数帯に対応した無線設備の開発が進められている。 

 これらの無線設備は、各国や地域における５Ｇ用周波数の検討状況を見極めながら行われ

ており、我が国でも早期に５Ｇ用周波数を明確化することが、通信機器ベンダーにおける製

品開発に関する取組を加速させる観点からも重要である。 

 

 

図３．１－１：５Ｇ用周波数の国際的な検討状況 

 

 図３．１－１に、５Ｇ用周波数の国際的な検討状況を示す。 

 

 28GHz帯については、米国（27.5-28.35GHz）と韓国（26.5-29.5GHz）が５Ｇ導入を表明し

ており、これらの国と連携できる可能性がある。3.7GHz 帯については、一部帯域について、

米国（3.55-3.7GHz）、欧州（3.4-3.8GHz）、韓国（3.4-3.7GHz）と連携できる可能性がある。

また、我が国では、当面、3.4-3.6GHzの周波数を LTE-Advancedでの利用を想定しているが、

将来的には、5G NRは 3.5GHz帯を含め、800MHzや 2GHzなどの既存の携帯電話用周波数への

適用も想定されていることから、将来的には、中国（3.3-3.6GHz）とも連携できる可能性が

6GHz以下 6GHz以上

米国
 600MHz

⇒インセンティブ・オークションを実施
 3.55-3.7GHz

⇒市民ブロードバンド無線サービス（CBRS）での
活用を検討

 27.5-28.35GHz、37-38.6GHz、38.6-40GHz、64-
71GHz
⇒2016年7月公表

 WRC-19候補周波数帯（11バンド）

⇒既存無線システムとの共用検討を推進

欧州  700MHz
⇒カバレッジ確保・屋内向け

 3.4-3.8GHz
⇒プライマリバンド

 24.5-27.5GHz
⇒パイオニアバンド

 31.8-33.4GHz、40.5-43.5GHz
 WRC-19候補周波数帯（11バンド）

⇒既存無線システムとの共用検討を推進

中国  3.3-3.6GHz、4.8-5.0GHz
⇒5G用候補周波数帯であり、2017年6月よりパブ

リックコメントを実施

 24.75-27.5GHz、37-42.5GHz
⇒利用可能性を検討（パブコメを実施）

 WRC-19候補周波数帯（11バンド）

⇒既存無線システムとの共用検討を推進

韓国
 3.4-3.7GHz

⇒5G等での活用を検討し、2018年までに確保

 26.5-29.5GHz
⇒2018年までに27.5-28.5GHzを確保。2021年ま

でに、26.5-27.5GHz、28.5-29.5GHzの確保を
検討（状況を応じ、前倒しの可能性あり）

 WRC-19候補周波数帯（11バンド）

⇒2021年までに確保を検討

日本  3.6-4.2GHz、4.4-4.9GHz
⇒既存無線局との共用検討

※3.48-3.6GHzは割当て済み

 27.5-29.5GHz
⇒既存無線局との共用検討

 WRC-19候補周波数帯（11バンド）

⇒既存無線システムとの共用検討を推進

※現在LTE等で利用している周波数帯についても5G導入を検討



18 
 

ある。また、4.5GHz帯については、中国（4.8-5.0GHz）等と連携できる可能性があり、我が

国で５Ｇ用の候補周波数帯として検討している帯域は、いずれも国際連携が可能な周波数帯

と言える。 

 

３．２ 携帯電話用の周波数確保に向けた考え方 

2020 年の５Ｇ実現には、国際標準化動向を踏まえつつ、主要国・地域との連携を進めな

がら、我が国で利用する５Ｇ用の周波数を早期に明確化することが重要である。また、近年

の移動通信トラヒックの増加に伴う周波数逼迫対策のため、国際的な調和が可能な周波数帯

を早期に割り当てることが求められている。 

こうした状況を踏まえ、2020 年の５Ｇ実現に必要となる周波数の確保と周波数逼迫対策

の２つの観点から、携帯電話用の周波数確保に向けた考え方を以下のとおり取りまとめた。 

 

＜携帯電話用周波数確保に向けた考え方のポイント＞ 

● 2020年の５Ｇ実現に向けて、 

 3.7GHz帯、4.5GHz帯、28GHz帯について、2018年夏頃までに技術的条件を策定する 

 他の無線システムとの共用に留意しつつ、28GHz帯で最大2GHz幅、3.7GHz及び4.5GHz

帯で最大 500MHz幅を確保することを目指す 

● 周波数逼迫対策のため、 

 1.7GHz帯： 公共業務用無線局の再編を進めるとともに、終了促進措置の活用も検討 

      し、早期周波数割当てを目指す 

 3.4GHz帯： 終了促進措置を活用し、2017年度末頃までの周波数割当てを目指す 

 

 2020 年の５Ｇ実現に向けた周波数帯については、電波政策 2020 懇談会で５Ｇ用の候補周

波数帯とされた 3.7GHz帯（3.6-4.2GHz）、4.5GHz帯（4.4-4.9GHz）、28GHz帯（27.5-29.5GHz）

の３つの周波数帯について、ITUや 3GPP等における国際標準化動向を踏まえた上で、2018年

夏頃までに５Ｇの技術的条件の策定を目指す。 

 

 なお、28GHz 帯については、国際分配上は、移動業務と固定衛星（地球から宇宙）の両方

が一次業務とされているが、我が国の周波数割当計画においては、固定衛星（地球から宇宙）

が一次業務となっているのに対し、移動業務での利用ニーズがこれまで健在化していなかっ

たことから、移動業務は二次業務とされてきていると考えられる。 

 このため、これまで本委員会での検討にあるように、５Ｇ実現に必要となる周波数の確保

や国内外での利用環境が整ってきたことを受け、今後の情報通信審議会において、国際連携・

調和の取れた環境で５Ｇの技術的条件の検討を円滑に進めるため、28GHz 帯の国内における

移動業務の分配を国際分配に合せることが望ましい。 

 

 周波数逼迫対策のうち、1.7GHz帯については、今回、干渉検討を行った公共業務用無線局

の再編を進めるとともに、新たに周波数割当てを受ける者が既存無線局の他の周波数帯への

移行費用を負担する終了促進措置の活用も検討し、早期周波数割当てを目指していく。 
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 また、3.4GHz帯については、終了促進措置を活用し、2017年度末頃までの周波数割当てを

目指す。 

 なお、終了促進措置を活用するためには、周波数割当計画において、既存無線局の割当期

限を早期に明確化することが望ましい。 

 

 WRC-19 議題 1.13 の候補周波数については、諸外国の検討状況を踏まえ、より多くの周波

数帯が特定・割当されるよう対処するとともに、特に、各国・地域で検討が進んでいる 43.5GHz

以下の帯域について、我が国でも積極的に検討を行うことが重要である。 

 また、2.3GHz帯については、移動通信システム向けの周波数割当てを可能とするため、公

共業務用無線局（固定・移動）との周波数共用や再編について引き続き検討を推進する。

2.6GHz帯については、次期衛星移動通信システム等の検討開始に向けて、移動通信システム

との周波数共用の可能性について技術的な観点から検討を推進する。 

 

以上の考え方を表３．２－１及び表３．２－２にまとめた。 

 

表３．２－１ ５Ｇ実現に必要となる周波数確保に向けた考え方 

周波数帯 周波数確保に向けた考え方 

3.6-4.2GHz 
4.4-4.9GHz 

 ITU、3GPP 等における国際的な検討状況や研究開発動向等を踏まえた

上で、2018 年夏頃までに技術的条件を策定する 
 他の無線システムとの共用に留意しつつ、3.7GHz 及び 4.5GHz 帯で最

大 500MHz 幅を確保することを目指す 

27.5-29.5GHz 

 ITU、3GPP 等における国際的な検討状況や研究開発動向等を踏まえた

上で、2018 年夏頃までに技術的条件を策定する 
 他の無線システムとの共用に留意しつつ、28GHz 帯で最大 2GHz 幅を

確保することを目指す 

WRC-19 議 題

1.13 の候補周波

数 

 WRC-19 候補周波数帯について、諸外国の状況を踏まえより多くの周波

数帯が特定・割当されるよう対処する 
 特に、各国・地域※で検討が進んでいる 43.5GHz 以下の帯域について、

積極的に共用検討等を行う 
  ※ 24.5-27.5GHz：27.5-29.5GHz と一体的な利用が期待できるとともに、欧州

等と連携できる可能性、37.0-40GHz：米国等と連携できる可能性、40.5-

43.5GHz：欧州と連携できる可能性 
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表３．２－２：周波数逼迫対策のために必要となる周波数確保に向けた考え方 

周波数帯 周波数確保に向けた考え方 

1.7GHz 帯 周波数逼迫対策のため、公共業務用無線局（固定）の再編を進めるとともに、

終了促進措置の活用も検討し、早期周波数割当てを目指す 

2.3GHz 帯 移動通信システム向けの周波数割当てを可能とするため、公共業務用無線局

（固定・移動）との周波数共用や再編について引き続き検討を推進する 

2.6GHz 帯 次期衛星移動通信システム等の検討開始に向けて、移動通信システムとの周

波数共用の可能性について技術的な観点から検討を推進する 

3.4-3.48GHz 周波数逼迫対策のため、終了促進措置を活用し、2017年度末頃までの周波数

割当てを目指す 

 

 参考として、我が国の電波の使用状況（平成 28年 12月）より作成した５Ｇ候補周波数帯に

おける我が国の電波の使用状況を図３．２－３から図３．２－７に示す。使用されていない周

波数帯は少ないため、５Ｇの導入を行うためには、既存の無線システムと周波数共用を行うこ

とが必要である。 

 

 

図３．２－３：3.4-4.9GHz周辺の使用状況 
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図３．２－４：24.25-29.5GHz周辺の使用状況 

 

 

 

図３．２－５：29.5-86GHz周辺の使用状況 

 

 

 
図３．２－６：1.7GHz帯周辺の使用状況 
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図３．２－７：2.3GHz帯、2.6GHz帯周辺の使用状況 
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第４章 1.7GHz 帯 LTE-Advanced システム相互間及び

1.7GHz 帯 LTE-Advanced システムと他システムとの

干渉検討 
 
４．１ 検討対象システムと干渉検討 

 
 周波数逼迫対策のため、1.7GHz帯への第４世代移動通信システム（LTE-Advanced）導入

に向けて、公共業務用無線システム及び隣接帯域を利用している気象援助（ラジオゾン

デ）、気象衛星及びPHSとの間で共用検討を実施した。 

 また、周波数配置の見直し等により、LTE-Advancedが100kHz近接して運用された場合を

想定し、LTE-Advanced相互間の干渉検討を実施した。 

 

 
図４．１－１：1.7GHz帯における状況 

 
 隣接する無線システムとの干渉検討については、ITU決議第 223に基づく IMT特定周波数

（1710-1885MHz）、3GPP Band ３の周波数（上り 1710-1785MHz、下り 1805-1880MHz）との

国際的な整合性を念頭に検討を行った（図４．１－１）。 
 
 

４．１．１ 隣接帯域における他システムの利用状況 
 

４．１．１．１ 気象援助（ラジオゾンデ） 

 
ラジオゾンデは、ゴム気球に吊るして飛揚させ、高度約30kmまでの大気の状態（気

圧、気温、湿度、風向・風速等）を観測するための無線設備を備えた気象観測器であ

る。 

観測データは、天気予報、気候変動・地球環境の監視、航空機の運航管理等に活

用。気象庁等では、毎日定時（09時、21時）にラジオゾンデを用いた気象観測を行っ

ているほか、気象研究所や大学等において研究目的で使用されている。 

ラジオゾンデの運用周波数帯は、400MHz帯と1600MHz帯（中心周波数：1673, 1680, 

気象援助
気象衛星

携帯電話 携帯電話
1668.4 1850

1879.91784.91749.9

公共業務（固定）

1710 1884.5 1915.7

1844.9

[MHz]

PHS

3GPP Band3
上り1710-1785MHz

3GPP Band3
下り1805-1880MHz

3GPP Band9
上り1749.9-1784.9MHz

3GPP Band9 
下り1844.9-1879.9MHz

ITU決議第223に基づくIMT特定周波数
1710-1885MHz

干渉検討の周波数帯
上り1710-1785MHz

干渉検討の周波数帯
下り1805-1880MHz
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1687MHz）であり、定時観測には、400MHzを使用する。1600MHz帯は、大気中の雲粒

子・降水粒子の観測などの研究目的で気象研究所、JAXA等が利用している。ラジオゾ

ンデの主な免許人等は、 気象庁、JAXA、大学等である。 

 

 
図４．１．１．１－１ 気象援助（ラジオゾンデ）の概要 

 
 

４．１．１．２ 気象衛星 

 
気象衛星は、衛星軌道上から気象観測を行う人工衛星であり、広域の気象状況を短時

間に把握することができ、台風や集中豪雨に関する防災気象情報の精度向上、気候変動

の監視、船や飛行機の安全な運航に貢献している。 

我が国では、気象ミッションと航空ミッション機能を合わせ持つ運輸多目的衛星新

２号「ひまわり7号」に係る1.7GHz帯で運用していた気象ミッションは、2017年３月に運

用終了。後継のひまわり8号、9号は1.7GHz帯を利用していないため、1.7GHz帯において

我が国で免許された人工衛星局は運用されていない。このため、今回は、外国の気象衛

星からのデータを受信している地上の受信専用設備への影響について検討を行った。 

同帯域を利用している外国の気象衛星としては、米国が運用している極軌道気象衛

星である「NOAA」（周波数：1698.0MHz、1707.0MHz（予備 1702.5MHz））や、欧州気象

衛星機構が運用している「METOP」（周波数：1701.3MHz、1707.0MHz）などがある。極軌

道気象衛星は、北極上空から南極上空（高度約850km）を回る軌道又はそれに近い軌道傾

斜角（赤道と軌道のなす角）を持ち、地球上の全表面を観測することが可能な人工衛星

であり、気象庁の施設等機関である気象衛星センター、海上保安庁等が受信専用設備を

有しており、１日25回、１回あたり最大15分程度（人工衛星が受信設備から見通しの範

囲内にある間）観測を行っている。 

気象庁では、NOAA、METOP等の極軌道気象衛星から直接受信をした観測データを天気

予報に欠かせない数値予報計算の初期値として利用しているほか、その観測データを世

ラジオゾンデ飛翔風景

ラジオゾンデ外観

出典：気象庁提供、明星電気ホームページ

気象庁における高層気象観測地点 （400MHz帯ラジオゾンデを活用）
※ 1600MHz帯のラジオゾンデは、研究目的でつくば市等において不定期に観測を実施

自動放球装置のある観測地点
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界気象機関(WMO)3の枠組みに基づき全世界の気象水文機関に対してリアルタイムに配

信（各国とのデータ交換）している。 

NOAA、METOPのほか、中国の静止気象衛星であるFY2Gの受信専用設備（周波数：1687.5 

MHz）も運用されている。 

 

 
図４．１．１．２－１ 気象衛星システムの概要 

 
 

４．１．１．３ PHS 

 
PHSは、デジタルコードレス電話の子機を利用して屋外での公衆通信網との接続等

を可能としたシステムであり、マイクロセルと呼ばれる非常に狭い半径のセルを構成

して、音声通信やデータ通信を行うためのシステムである。 

平成28年度のPHSの基地局等の局数は、411,099 局となっており、平成25 年度から

1.5％増加している。PHS陸上移動局（免許等を要しない無線局）の無線設備の出荷台

数は、平成25年度から平成27年度までの合計で1,596,578 台となっており、平成22年

度から平成24年度までの合計出荷台数から約75.0%増加している。 

PHSの加入数は、平成9 年3月の約670 万をピークに減少傾向が続いており、平成28

年9月には約370万に減少している。PHS で利用されているシステムは、通信量が少な

いIoT端末向けのデータ通信モジュールの割合が増加している。 

2017年4月、ソフトバンク株式会社および株式会社ウィルコム沖縄は、PHS向け料金

プランの新規受付を2018年３月末で停止することを公表している。 

                                                
 
3 WHO HP : http://www.wmo.int/pages/prog/sat/dbnet_en.php 

極軌道気象衛星

極軌道気象衛星受信アンテナ
出典：気象庁提供
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図４．１．１．３－１ PHSの概要 

 
 

４．１．２ 干渉検討の方法 
 

干渉検討については、第４世代移動通信システム（LTE-Advanced）が最大「上り1710-

1785MHz」、「下り1805-1880MHz」の周波数帯を使用しているとの前提で行った。 

1.7GHz帯で運用される移動通信システムとしては、「基地局」、「陸上移動局」、「携

帯無線通信の中継を行う無線局のうち陸上移動中継局（以下、陸上移動中継局）」、及び

「携帯無線通信の中継を行う無線局のうち陸上移動局（以下、小電力レピータ）」の４種

類が考えられるが、今回の検討では、他システムにより近接して運用される（干渉影響が

より大きい）ことが想定される「基地局」と「陸上移動局」の２種類を検討対象とした。 

公共業務との干渉検討は、同一周波数帯を前提に実施した（表４．１．２－１）。 

1710MHzよりも低い周波数帯で運用されている気象援助、気象衛星については、移動通

信システムの上り帯域（1710-1785MHz）を前提に検討した。1880MHzよりも高い周波数帯で

運用されているPHSについては、移動通信システムの下り帯域（1805-1880MHz）を前提に検

討した。また、周波数配置の見直し等により、LTE-Advancedが現状より100kHz近接して運

用された場合を想定し、LTE-Advanced同士の検討も行った（表４．１．２－１、表４．１．

２－２）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公衆通信網 

回線制御交換局等 

基地局 

 

マイクロセル 
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表４．１．２－１ 同一周波数における共用検討の組み合わせ 

 

被干渉 

LTE-Advanced （基地局） 
LTE-Advanced 

（陸上移動局） 
公共業務 

与

干

渉 

LTE-Advanced 

（基地局） 
  

○ 

※ 

LTE-Advanced 

（陸上移動局） 
   

公共業務 
○ 

※   

※陸上移動局については、今回の検討手法において、公共業務用無線局に与える影響がより高い基地局の検討結果に包含され

るものとした。 

 
表４．１．２－２ 隣接周波数における共用検討の組み合わせ 

 

被干渉 

LTE-Advanced 

公共業務用 

無線局 

気象関連システム 

PHS 
基地局 

陸上 

移動局 

気象援助 

地上局 

気象衛星 

受信専用

設備 

与

干

渉 

LTE-Advanced 

基地局  
○ 

※１ 

○ 

※２ 
  

○ 

※１ 

陸上移動局 
○ 

※１ 
  ○ ○  

公共業務用無線局 
○ 

※２ 
     

気象関連 

システム 

気象援助 

気球局 
○      

気象衛星 

衛星局 
○      

PHS  
○ 

※１ 
    

※１ LTE-Advanced が現状より 100kHz 近接して運用された場合を想定して検討 

※２ 陸上移動局については、今回の検討手法において、公共業務用無線局に与える影響がより高い基地局の検討結果に包含さ

れるものとした。 

 
４．２ 1.7GHz帯における LTE-Advancedシステムの干渉検討パラメータ 

４．２．１ 基地局のパラメータ 
 

(1) 送受信特性 

表４．２．１－１及び表４．２．１－２に干渉検討に用いた基地局の送受信特性を示

す。 

干渉検討においては、基地局は１アンテナ送信として検討する。基地局において複数

アンテナ送信を行う場合でも、１アンテナ送信の場合と総送信電力は等しいと想定され

ることや、共用検討に用いる隣接チャネル漏えい電力は、送信電力に対して相対的な値

であるため、１アンテナ送信の検討結果と等しくなるためである。 
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一方、チャネル端から10MHzを越えるスプリアス強度については、最悪ケースとし

てアンテナ数倍干渉電力が増大する可能性があるが、周波数離調が大きくフィルタに

よる改善が見込まれる。 

 

表４．２．１－１ LTE-Advanced基地局 （送信側に係る情報〉注 1 

 LTE-Advanced基地局 

送信周波数帯 1805～1880MHz 

空中線電力 36dBm/MHz 

空中線利得 17 dBi 

給電線損失 5 dB 

アンテナ指向特性（水平） 図４．２．１－１参照 

アンテナ指向特性（垂直） 図４．２．１－２参照 

送信空中線高 40 m 

帯域幅(BWChannel) 5、10、15、20MHz 

隣接チャネル漏えい電力 

下記または-13dBm/MHzの高い値 

－44.2dBc（BWChannel） 

－44.2dBc（2×BWChannel） 

スプリアス強度 

(30MHz-1GHz) 

(1GHz-12.75GHz) 

 

-13dBm/100kHz 

-13dBm/MHz 

スペクトラムマスク特性 規定なし 

その他損失 － 

注１：携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20 年 12 月 11 日） 

 

 

表４．２．１－２ LTE-Advanced基地局 （受信側に係る情報〉注 1 

 LTE-Advanced基地局 

受信周波数 1710～1785MHz 

許容干渉電力 -119dBm/MHz(I/N=-10dB) 

許容感度抑圧電力  -43dBm 

受信空中線利得 17 dBi 

給電損失 ５dB 

空中線高 40 m 

その他損失 － 

注１：携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20 年 12 月 11 日） 
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図４．２．１－１ LTE-Advanced基地局の送受信アンテナパターン(水平面) 

（携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20 年 12 月 11 日） 図３．２．１－１を引用） 

 

 

図４．２．１－２ LTE-Advanced基地局の送受信アンテナパターン(垂直面) 

（携帯電話等高度化委員会報告（平成 25年７月 24日） 図２．２．１－２を引用） 
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表４．２．１－３ LTE-Advanced基地局の送受信フィルタ特性 

（携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20年 12月 11日） 表３．２．１－４を引用） 
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４．２．２ 陸上移動局のパラメータ 

 
(1) 送受信特性 

表４．２．２－１から表４．２．２－３に干渉検討に用いた陸上移動局の送受信特

性を示す。 

 

表４．２．２－１ LTE-Advanced陸上移動局 （送信側に係る情報〉注 1 

 LTE-Advanced陸上移動局 

送信周波数帯 1710～1785MHz帯 

空中線電力 23 dBm 

空中線利得 0 dBi 

給電線損失 0 dB 

アンテナ指向特性（水平） オム二 

アンテナ指向特性（垂直） オム二 

送信空中線高 1.5m 

帯域幅(BWChannel)  5、10、15、20MHz 

隣接チャネル 

漏えい電力注 2 

下記または-50dBm/BWChannelMHzの高い値 

-30dBc（BWChannel離調） 

スプリアス強度注 3 

 (30MHz-1GHz) 

(1GHz-12.75GHz) 

 

-36dBm/100kHz  

-30dBm/MHz 

スペクトラムマスク特性 表４．２．２－３参照 

その他損失 ８dB(人体吸収損) 注１ 

注 1：携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20 年 12 月 11 日） 

注 2：干渉検討の課程で、隣接チャネル漏洩電力の実力値として以下を使用 

1707MHzにおいて、上記の値より 10dB改善（帯域幅 5MHz）、8.5dB改善（帯域幅 10MHz）、

9dB改善（帯域幅 15MHz幅）、10.8dB改善（帯域幅 20MHz） 

注 3：干渉検討の課程で、スプリアス強度の実力値として以下を使用 

1687MHzにおいて、上記の値より42.5dB改善（帯域幅5MHz）、23.0dB改善（帯域幅10MHz）、

17.8dB改善（帯域幅 15MHz幅）、18.8dB改善（帯域幅 20MHz） 
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表４．２．２－２ LTE-Advanced陸上移動局 〈受信側に係る情報〉注 1 

 LTE-Advanced陸上移動局 

受信周波数 1805～1880MHz帯 

許容干渉電力 -110.8dBm/MHz(I/N=-6dB) 

許容感度抑圧電力 
-56dBm (BWChannel/2+7.5MHz離調) 

-44dBm (BWChannel/2+12.5MHz離調)  

受信空中線利得 ０dBi 

給電損失 ０dB 

空中線高 1.5m 

その他損失 ８dB(人体吸収損)  

注１：携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20年 12月 11日） 

 

 

 

表４．２．２－３ LTE-Advanced陸上移動局のスペクトラムエミッションマスク特性注 1 

注１：携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20年 12月 11日） 

 

 

Δ

fOOB(MHz) 

LTEチャネル幅毎のSEM特性(dBm) 
参照帯域幅 

5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 

± 0-1 -15 -18 -20 -21 30 kHz 

± 1-2.5 -10 -10 -10 -10 1 MHz 

± 2.5-5 -10 -10 -10 -10 1 MHz 

± 5-6 -13 -13 -13 -13 1 MHz 

± 6-10 -25 -13 -13 -13 1 MHz 

± 10-15  -25 -13 -13 1 MHz 

± 15-20   -25 -13 1 MHz 

± 20-25    -25 1 MHz 
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図４．２．２－１ LTE-Advanced陸上移動局のスペクトラムエミッションマスク特性注 1 

 

注１：携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20年 12月 11日） 

 
 

(2) 確率的検討のパラメータ 

１対１の対向モデルや送信機の実力値を考慮した検討では共存可能性が判断できな

い場合、与干渉システム、被干渉システムの運用を考慮し、確率的な調査が適用可能

と判断された場合においては、モンテカルロ・シミュレーションによる評価を行う。

モンテカルロ・シミュレーションによる干渉検討のイメージを図４．２．２－２に示

す。図中の「与」は与干渉局、「被」は被干渉局を示す。 

モンテカルロ・シミュレーションとは、陸上移動局間の干渉、または与干渉、被干

渉のいずれかが陸上移動局である干渉形態について、複数の陸上移動局の相対的位置

関係により変化する被干渉受信機への総受信電力等の影響を考慮して、確率論的に干

渉影響を評価する手法である。具体的には、被干渉局から対象半径Ｒの範囲に、同一

タイミングで送信する複数の陸上移動局をランダムに配置して、これらの複数の与干

渉局からの被干渉局に到達する総干渉電力を求める。この与干渉局の配置パターンを

変化させて複数回の計算を実施し、この値が許容干渉レベルを超える確率を求める。 
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図４．２．２－２ モンテカルロ・シミュレーションによる干渉検討イメージ 

 

図４．２．２－３に確率的調査に用いたLTE-Advanced陸上移動局の送信電力累積確

率を示す。同一タイミングで送信する陸上移動局の台数としては、被干渉システムであ

る気象衛星受信専用設備、ラジオゾンデ地上局の主な使用環境から、ITU-R検討モデル

におけるサブアーバンエリアモデル相当の値を採用4した（詳細は、参考資料２を参照）。 

 

 

 

図４．２．２－３ LTE-Advanced陸上移動局の送信電力累積確率 

 
 
 

                                                
 
4 情報通信審議会での従前の検討では、都心での携帯電話の利用を想定し、１MHz及び１

km2当たり 40.62台、評価半径は半径 100mとして検討していた。今回は、被干渉システ

ムである気象関連システムが主に利用される環境が、ITU-R検討モデルにおけるサブアー

バンに相当するため、都市部の最繁時トラヒックモデルの 1/6.75として計算を行った。 

与
被

与

与
与

与

与

与

与

対象半径R

与；与干渉局
被：被干渉局
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４．３ 公共業務用無線システムとの干渉検討 

 
４．３．１ 検討を実施する干渉形態 

 

 1.7GHz帯へ LTE-Advancedを導入するため、1.7GHz帯を利用する公共業務用無線局

との共用検討を行った。 

 検討対象となる公共業務用無線局の特徴としては、フェージング環境に影響を受け

る見通し外の長距離の固定地点間通信を行う無線局であるため、大電力（1kW 程度の

利用有）で利用されている。 

 検討にあたっては、同一周波数を使用する場合と隣接周波数を使用する場合のそれ

ぞれについて、1対 1対向モデル、地形条件を考慮したモデルにより検討を実施した。 

 

４．３．２ 1.7GHz 帯 LTE-Advanced システムとの干渉検討 

 

 携帯電話（LTE-Advanced）基地局と公共業務用無線局との干渉について、図４．３．

３－１をもとに検討した結果を図４．３．２－１及び図４．３．２－２に示す。 

 当該検討結果で示す図中の色づけされた部分は被干渉側の無線局の許容干渉電力を

超える地域である。 

 

 

図４．３．２－１：共用検討シミュレーションの一例① 

 
 

 与干渉局：携帯電話基地局→被干渉局：公共業務用無線局

同一チャネル干渉 隣接チャネル干渉

帯域外干渉（ガードバンド5MHz） 帯域外干渉（ガードバンド10MHz）

帯域内干渉（ガードバンド5MHz） 帯域内干渉（ガードバンド10MHz）
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図４．３．２－２：共用検討シミュレーションの一例② 

 
 本検討の前提として、 

  ① 同一地域又は近傍に他の公共業務用無線局がある場合であっても、その影響に

ついて考慮していない。 
  ② 携帯電話側が複数置局した場合の影響範囲も考慮されていない。 

 
 よって、①及び②を考慮した場合は、影響を受ける範囲が、提示した結果よりも広

くなることが予測される。また、本検討結果は、与干渉側・被干渉側ともに、１局ご

とに干渉の影響を評価したものである。公共業務用無線局がある他の場所においても、

同様に広範囲で許容干渉電力を超える地域ができることが予測される。 
 

 

４．３．３ 公共業務用無線局との干渉検討結果まとめ 
 

 前述の検討状況から、公共業務用無線局が利用している周波数範囲において、一定のガ

ードバンドが必要となる。 

 したがって、公共業務用無線局の再編を進めなければ、広域的な利用が期待される伝搬

特性を有する限られた 1.7GHz 帯の周波数を、広く面的な展開をしつつ効率的に利用する

ことは、困難と考えられる。 

 このため、1.7GHz帯においては、既存の公共業務用無線局を同周波数帯から移行・再編

し、第４世代移動通信システムの利用が可能となる周波数帯を確保すべきである。 

 その際、移行先の代替周波数については、公共業務用無線局の業務継続性を考慮して、

既存無線局の機能を維持でき、また次への無線システムの利用開始が迅速かつ円滑に行え、

さらに、携帯電話をはじめとする移動通信システムの利用を見据え、国際的な周波数の利

 与干渉局：公共業務用無線局→被干渉局：携帯電話基地局

同一チャネル干渉 隣接チャネル干渉

帯域外干渉（ガードバンド5MHz） 帯域外干渉（ガードバンド10MHz）

帯域内干渉（ガードバンド10MHz）帯域内干渉（ガードバンド5MHz）
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用動向に配慮しつつ、最適な周波数帯等を選択・確保すべきである。 

 また、公共業務用無線局が自らの負担により再編を完了するには十数年程度の期間を要

すると想定されるため、1.7GHz帯が携帯電話に早期に利用可能となるよう終了促進措置の

適用についても検討するべきである。 

 

 
（参考）図４．３．３－１：1.7GHz帯等での共用に関する検討手法 

 
 
４．４ 気象関連システム（ラジオゾンデ・気象衛星）との干渉検討 

 
４．４．１ 気象関連システムとの干渉検討モデル 

 
 1.7GHz帯を使用する気象援助（ラジオゾンデ）、気象衛星と携帯電話システム（LTE-

Advanced）を対象とした干渉検討を実施した。 

 気象衛星については、外国の衛星局及び国内の受信専用設備を対象とし、極軌道衛星

及び静止衛星についてITU-Rの共用検討パラメータを用いて干渉検討を実施した。 

 ラジオゾンデについては、上空送信設備及び地上受信設備を対象とし、ITU-Rの共用検

討パラメータを用いた検討を実施した。また、国内のラジオゾンデ市場におけるメジャ

ーな装置の実力値を用いた追加検討も行った。 

 

 

 

携帯電話基地局、
又は陸上移動局

公共業務用
固定局

水平距離

アンテナ
高

アンテナ高
基地局=40m
移動局=1.5m

（図：1対1対向モデル）

公共業務用無線局と携帯電話システム（LTE-Advanced）の基地局／陸上
移動局との干渉検討について、情報通信審議会※の検討をもとに以下の
手法を選定、検討を実施

 1対1対向モデル
携帯電話システムと他システムとの干渉検討でこれまで一般的に用いられてきた基
本的な手法。他システムの干渉検討結果との比較の意味も含めて選択。

 地形条件を考慮したモデル
1対1対向モデルに対して、より現実的な共用条件を導出するため、実際
の地理空間上での干渉影響の広がりを検証できるモデルも選択した。
計算条件は以下のとおり。

※情報通信審議会携帯電話等高度化委員会報告（平成25年７月24日）

○標高データを考慮したITM（Irregular Terrain Model）を使用

○計算においては、電波伝搬路上のLine of Sight・Diffraction・Scatterの各領域における以下の損失
計算を実行

＞自由空間減衰
＞大地反射
＞山岳回折
＞大気減衰・対流圏散乱

○地理メッシュは1kmとして計算

○計算にあたっては以下のソフトウェアツール及びアルゴリズムを利用
＞ WirelessInSite Software
＞ The ITS Irregular Terrain Model, version 1.2.2 The Algorithm, George Hufford, National 

Telecommunications and Information Administration, Institute for Telecommunication Sciences.
＞ Recommendation ITU-R P.452-16, Prediction procedure for the evaluation of interference between stations 

on the surface of the Earth at frequencies above about 0.1 GHz.
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図４．４．１－１：気象関連システムとの干渉検討モデル① 

 

 
図４．４．１－２：気象関連システムとの干渉検討モデル② 

 

４．４．２ 気象関連システムとの干渉検討手法 
 

 干渉検討は、以下の３ステップで実施した。それぞれのステップにおける干渉検討の

気象衛星（受信専用設備）
ラジオゾンデ（地上受信設備）

ラジオゾンデ
（上空送信設備）

携帯電話
（陸上移動局）

モデルⅠ：
陸上移動局⇒気象衛星（受信専用設備）
モデルⅢ：
陸上移動局⇒ラジオゾンデ（地上受信装置）

気象衛星
（衛星局）

モデルⅡ：
衛星局⇒基地局

モデルⅣ：
上空送信装置⇒基地局

気象援助
気象衛星

携帯電話
（移動局送信）
（基地局受信）

1668.4 1785.01710.0 [ＭＨｚ]

モデルⅠ：陸上移動局⇒気象衛星（受信専用設備）
モデルⅢ：陸上移動局⇒ラジオゾンデ（地上受信設備）

モデルⅡ：衛星局⇒基地局
モデルⅣ：ラジオゾンデ（上空送信設備）⇒基地局

与干渉システム

携帯電話
（陸上移動局）

気象衛星
（衛星局）

ラジオゾンデ
（上空送信設備）

被
干
渉
シ
ス
テ
ム

携帯電話
（基地局）

モデルⅡ モデルⅣ

気象衛星
（受信専用設備）

モデルⅠ -

ラジオゾンデ
（地上受信設備）

モデルⅢ -
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実施イメージは、図４．４．２－１のとおり。 

 

 

     与干渉局と被干渉局を１局ずつ配置し、最も干渉量が大きくなる条件において、 

被干渉局で受信される干渉電力の計算を実施 

 

 

 

     無線設備は、一般に、送信帯域外の雑音レベル仕様値に対し、一定のマージンを

持って設計されているため、実力値を用いることで干渉の改善が期待できる。与干

渉局と被干渉局を１局ずつ配置し、最も干渉量が大きくなる条件において、携帯電

話システム側の実際の雑音レベルの値（実力値）を用いて計算を実施 

 

 

 

     被干渉局から一定の範囲内に、同一タイミングで送信する複数の端末（陸上移動

局）をランダムに配置し、これらの複数の与干渉局から被干渉局に到達する総干渉

電力を計算する「モンテカルロ・シミュレーション」を用いて計算を実施 

 

図４．４．２－１：気象関連システムとの干渉検討手法 

与干渉局 被干渉局

水平離隔距離

送信アンテナ高

受信アンテナ高

ステップ１ ＜１対１対向モデル＞

送信信号送信帯域外

仕様値

実際の波形（実力値）
改善量

ステップ２ ＜実力値モデル＞

与
被

与

与
与

与

与

与

与

対象半径R

与；与干渉局
被：被干渉局

ステップ３ ＜確率計算モデル＞

モンテカルロ・シミュレーション
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＜干渉検討の実施手順＞ 

① はじめに、「ステップ１＜１対１対向モデル＞」の計算を実施。干渉許容電力に 

対する所要改善量がマイナスとなった場合は、検討を終了する。干渉許容電力に 

対する所要改善量がプラスの場合、ステップ２に移る。 

 

② １対１対向時の実力値を用いた「ステップ２＜実力値モデル＞」の計算を実施。 

干渉許容電力に対する所要改善量がマイナスとなった場合は、検討を終了する。 

干渉許容電力に対する所要改善量がプラスの場合、ステップ３に移る。 

 

③ LTE-Advanced陸上移動局が与干渉局となる場合、被干渉局における干渉量は与干渉

局の送信場所に大きく依存する。ＩＴＵ等や過去の情報通信審議会で用いられてい

た携帯電話端末の実際の使用状況を模擬する「ステップ３＜確率計算モデル＞」

（モンテカルロ・シミュレーション）による確率計算を実施 
 

４．４．３ 気象関連システムとの干渉検討結果まとめ 
 

気象関連システムとの干渉検討結果を表４．４．３－１に示す。 

 

（１）LTE-Advancedシステムから気象関連システムへの与干渉 

LTE-Advanced陸上移動局から気象関連システムへの与干渉は、１対１対向モデルの結

果等では、ある程度の所要改善量が必要との結果となったが、実際の運用状況を踏まえ

た確率計算（ステップ３）を行ったところ、概ね問題無いレベルとなった。 

 

（２）気象関連システムから LTE-Advancedシステムへの与干渉 

気象衛星から LTE-Advanced 基地局への与干渉は、ステップ１で許容干渉電力に対す

る所要改善量がマイナスとなり、問題のないレベルとなった。 

ラジオゾンデから LTE-Advanced 基地局への干渉については、ステップ１の結果、ラ

ジオゾンデの上空送信設備が地上に近い場合、基地局に対する若干の影響が残ったが、

ラジオゾンデ送信設備は短時間で上空へ飛翔するものであることから LTE-Advanced 基

地局への影響は概ね問題無いレベルと考えられる。 

 

（３）実運用上で干渉が発生した場合の対策例 

今回の結果は、典型的な干渉モデルに基づいて実施したものであり、実際の干渉影響

については、個々の運用環境、使用する無線設備のスペック等によるものと考えられる。 

実際の運用において干渉が発生した場合、技術的には、以下のような対策を行うこと

で有害な混信を避けることが可能である。 

 

＜携帯電話（LTE-Advanced陸上移動局）から気象衛星受信専用設備への影響＞ 

 気象衛星受信専用設備周辺の携帯電話陸上移動局の送信電力を下げる※ 

※ 携帯電話システムでは、陸上移動局の送信電力は基地局によって管理されているため、周辺基地局の設
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定を変更することで、陸上移動局の送信電力を下げることが可能 

 

 気象衛星受信専用設備周辺の携帯電話基地局において、1.7GHz帯携帯電話エリアと

ならないよう、基地局アンテナ方向の調整 等 

 

＜ラジオゾンデから携帯電話（LTE-Advanced基地局）への影響＞ 

 ラジオゾンデの打上げ時、携帯電話基地局と一定の離隔距離を確保できる場所を選

んで打ち上げる 等 

 

＜携帯電話（LTE-Advanced陸上移動局）からラジオゾンデへの影響＞ 

 ラジオゾンデの運用時、ラジオゾンデ地上受信設備のアンテナ指向方向に携帯電話を

所持した人がいないことを確認する 等 

 

表４．４．３－１ 気象関連システムとの干渉検討結果 

モ

デ

ル 
与干渉 被干渉 計算方法 

所要改善量（ｄＢ） 

帯域内干渉 帯域外干渉 

Ⅰ 携帯電話 
（陸上移動局） 

気象衛星 
（極軌道衛星） 
受信専用設備 

（ステップ３） 
確率計算モデル －４．７ －７．８ 

気象衛星 
（静止衛星） 
受信専用設備 

（ステップ３） 
確率計算モデル －３９．０ －１７．１ 

Ⅱ 

気象衛星 
（極軌道衛星） 

衛星局 携帯電話 
（基地局） 

（ステップ１） 
１対１対向モデル －１４．０ －８３．５ 

気象衛星 
（静止衛星） 

衛星局 

（ステップ１） 
１対１対向モデル －２３．７ －９６．７ 

Ⅲ 携帯電話 
（陸上移動局） 

ラジオゾンデ 
（地上受信設備） 

（ステップ２） 
実力値モデル －６．６ － 注1 

ラジオゾンデ 
（地上受信設備） 

（Ｍ社製） 

（ステップ２） 
実力値モデル －１２．６ －４４．３ 

Ⅳ 

ラジオゾンデ 
（上空送信設備） 

携帯電話 
（基地局） 

（ステップ１） 
１対１対向モデル注2 －０．２ －２３．２ 

ラジオゾンデ 
（上空送信設備） 

（Ｍ社製） 

（ステップ１） 
１対１対向モデル注3 －１３．８ －１．２ 

注１ ITU-R の共用検討パラメータに許容干渉電力が無いため 
注２ ゾンデ高度 101m で所要改善量がマイナスとなる 
注３ ゾンデ高度 40m で所要改善量がマイナスとなる 
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４．５ PHSシステムとの干渉検討 

 

 過去の情報通信審議会携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20年 12月 11日）

における LTEから PHSに対する干渉検討では、38～48dBの所要改善量に対し、LTE基地局へ

の送信フィルタ、PHS基地局への受信フィルタの挿入やサイトエンジニアリング 5により、数

十 dBの改善量を見込めることから、共用可能とされた。 

 現在よりも 100kHz 高い 1880MHz まで携帯電話システム（LTE-Advanced）で利用する場合

の共用検討は以下のとおり。 

 

① LTE-Advancedから PHSへの干渉 

  LTE-Advanced から PHS に対する帯域内干渉については、LTE-Advanced 基地局の現在

の送信フィルタをそのまま流用するなどの方法により、LTE-Advancedからの不要発射強

度を従来と同じ値に抑えることができれば、過去の共用検討の範囲内となる。 

  LTE-Advanced から PHS に対する帯域外干渉については、LTE-Advanced の搬送波の位

置が接近すると PHSの感度抑圧レベルが劣化することが考えられるが、接近幅は現在の

ガードバンド 4.6MHz幅に対して十分に小さい 100kHzであることから、追加で必要とな

る改善量は過去の共用検討における所要改善量に比べ十分低いレベル（1dB 未満）とな

る。したがって 1880MHz まで LTE-Advanced を利用する場合においても従来と同様に、

サイトエンジニアリング等を行うことにより共用可能であると考えられるため、過去の

共用検討の範囲内となる。 

 

 ②PHSから LTE-Advancedへの干渉 

   PHSから LTE-Advanced移動局に対する帯域内干渉、帯域外干渉については、過去の情

報通信審議会携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 17年５月 30日）におい

て、上限周波数を 1880MHz とした W-CDMA 移動局との共用検討が実施済みである。LTE-

Advanced 移動局の許容雑音電力及び感度抑圧電力は、W-CDMA 移動局と同一であること

から、PHSから LTE-Advancedに対する共用検討は、過去の共用検討の範囲内となる。 

 
 
４．６ 1.7GHz帯における LTE-Advancedシステム相互間の干渉検討 

 
 携帯電話用周波数として、最大「上り 1710-1785MHz」、「下り 1805-1880MHz」を利用す

ることとなった場合、現在同帯域で移動通信システム（LTE-Advanced）を運用している

携帯電話事業者は、国際的な周波数の調和を図る観点から、運用しているシステムを

100kHz高い周波数にスライドさせる場合が想定される。 

 運用中のシステムの周波数をスライドさせるためには、一定の移行期間が必要となる

が、タイミングによっては、隣接する LTE-Advanced同士の間隔が通常よりも 100kHz近

                                                
 
5 アンテナの設置場所及び設置条件（高さ・向き）の調整、LTE基地局と PHS基地局の離

隔距離の確保 等 
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接した状態となることが想定される。 

 このため、LTE-Advancedの搬送波が通常よりも 100kHz近接した場合の LTE-Advanced

相互間の影響について検討を行った。 

 
 

 
図４．６－１：LTE-Advancedの搬送波が 100kHz近接した場合の周波数配置の例 

 
＜共用検討の考え方＞ 

 図４．６－１のとおり、高い周波数の LTEの搬送波が通常よりも 100kHz低い周波

数で運用されている場合、実際に運用されている基地局等の実力値が、通常の周波数

配置における隣接チャネル漏洩電力の規定値を満足できるのであれば、実運用上の影

響は発生しないものと考える。 

 一般的に、基地局等の無線設備は、隣接チャネル漏洩電力の規定値に対して、一定

のマージンを持って設計、開発されているため、中心周波数が 100kHz低い場合であ

っても、通常の周波数配置における隣接チャネル漏洩電力の規定値を満足できるもの

と考えられる。よって、実運用上の問題となるような影響が生じることはないと考え

られる。ただし、実際に運用を行う際は、隣接する LTEのシステム間で影響を及ぼさ

ないよう、隣接帯域を使用する事業者同士で調整等を行った上で運用することが必要

である。 

 
 
 
  

13.5MHz
送信周波数帯域（20MHz）

100kHz
100kHz

100kHz近づいた場合、20MHzシステムと15MHzシステム
間のガードバンドは、1.65MHzとなる（通常は1.75MHz）

ガードバンド
(750kHz)

ガードバンド
(1MHz)

送信周波数帯域（15MHz）

650kHz

周波数
Hz

通常の周波数
で運用

100kHz低い
周波数で運用

750kHz
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第５章 LTE-Advanced の高度化 

５．１ 3GPPにおける LTE-Advancedの高度化に向けた検討状況 

 冒頭の移動通信システムの進化で示したとおり、移動通信システムに対する様々なニーズ

に対応するため、3GPPでは、移動通信システムの高度化に向けた作業を継続している。 

 3GPP リリース 10～12 では、下り方向だけでなく、上り方向のキャリアアグリゲーション

や連続帯域、不連続帯域の搬送波を束ねた場合のキャリアアグリゲーション、３以上の搬送

波のキャリアアグリゲーションへの対応など、既存の周波数資源を活用して通信速度を向上

させる技術の導入が進められてきた。また、多値変調方式についても下り 256QAM を導入す

るなど、更なる高速化を実現する仕様が策定されており、これらについては、適時、情報通

信審議会で検討が行われ、技術的条件として答申がとりまとめられてきた。 

 

 

図５．１－１ 3GPPにおけるLTE-Advanced高度化の動向 

 

 リリース 13 では、これまでの高速に関する高度化だけでなく、IoT 時代の到来を想定し、

多数のデバイスとの間で少量データを低消費電力、ワイドエリア、低コストで実現する eMTC

及び NB-IoT6の仕様が策定され、eMTC及び NB-IoTに対応した技術的条件も 2017年５月に取

りまとめられたところである。 

 

                                                
 
6 eMTC: enhanced Machine Type Communication, NB-IoT: Narrow Band IoT 

3GPP Rel. 10

3GPP Rel. 13

3GPP
Rel. 15～

スループット向上、カバレッジ拡張等

IoT/M2M関連の機能

アンライセンスバンドの活用

3GPP
Rel. 14

上り256QAM高出力移動局 (HPUE)

Enhanced LAA

LTE V2X

5G New Radio (Study Item)

New RAT NSA/SAアーキテクチャ

eMTC(Cat.M1) NB-IoT(Cat.NB1)

キャリア・アグリゲーション（高度化含む）

下り256QAM

eNB-IoTFeMTC

2017年４月～
本格的な5Gの検討

（2017年3月）

（2016年6月）

（2011年6月～2015年3月）

・「LTE-Advanced等の高度化に関する技術的
条件」 【2017年5月答申】

・「広帯域無線アクセスシステムの高度化
に関する技術的条件」【2013年5月答申】

・「第4世代移動通信システム(LTE-Advanced)
等の高度化に関する技術的条件」、「広帯域
無線アクセスシステムの高度化に関する技術
的条件」 【2016年5月答申】

3GPP Rel. 11

3GPP Rel. 12

✓ 上り256QAM

上り変調方式に256QAMを追加する
ことにより、理論上の最大伝送速度を
約1.33倍高速化（64QAM比）

✓ 高出力移動局（HPUE）

移動局の空中線電力を、現在の2倍
の400mWとすることにより、カバレッジ
拡張を実現する技術。3GPP Rel.14に
おいて2.5GHz帯への導入が標準化。
※HPUE: High Power User Equipment

・「第4世代移動通信システム(IMT-Advanced)の
技術的条件」【2013年7月答申】
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 2017 年 3月に策定されたリリース 14では、スループット向上やカバレッジ拡張のための

新たな仕様として高出力移動局（HPUE:High Power UE）、上り多値変調方式の追加

（256QAM）や、eMTC/NB-IoTの更なる高度化に関する仕様が策定された。今般、LTE-Advanced

については、上り通信速度向上のため、多値変調方式の追加（256QAM）の導入について

検討を行った。なお、HPUEについては、我が国で携帯電話等で使用されている周波数帯のう

ち、2.5GHz帯のみが仕様化されたため、後述する広帯域無線アクセスシステムへの導入の検

討を行った。 

 

５．２ 上り多値変調方式の追加（256QAM）の技術概要 

 3GPP リリース 14 において、上り方向（移動局送信→基地局受信）の伝送速度の更な

る高速化のため、変調方式に 256QAM が追加された。 
 256QAM を導入することにより、理論上の最大伝送速度は 64QAM の場合と比較して

約 1.33 倍の高速化が可能となる。 
 

 

図５．２－１：256QAM による伝送速度向上のイメージ 
 

５．３ 他システムとの干渉検討の考え方 

 上り変調方式の多値化は、不要発射強度の値等の干渉検討に用いる送信パラメータに

変更を及ぼさない。 
 このため、上り 256QAM について、これまでの干渉検討の内容でカバーされているこ

とから、新たな共用検討は不要である。 
 

５．４ 電波防護指針に関する検討 

 基地局については、電波法施行規則第 21 条の３の電波の強度に対する安全施設の規

定を、移動局については、無線設備規則第 14 条の２で規定している人体における比吸

収率（SAR）の許容値の規定を満たす必要がある。 
 変調方式の多値化は、空中線電力の最大値に変更を及ぼさないため、新たな検討は不

要である。 
 
  

64QAM
（6bit / symbol）

256QAM
（8bit / symbol）

約1.33倍
高速化

（64QAM比）

64QAM 256QAM
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第６章 広帯域移動無線アクセスシステムの高度化技術 

６．１ 広帯域移動無線アクセスシステムの高度化に向けた検討状況 

６．１．１ WiMAX フォーラムにおける広帯域移動無線アクセスシステムの高度化に向け

た国際標準化動向 
 

WiMAXフォーラムは、今後も増大が予想されるデータ通信需要に対する対応に加え、多様

なIoTアプリケーションに対する柔軟性を向上させるため、継続的にWiMAX規格の高度化を

行っている。 

3GPP参照規格としては 2012年 10月、従来の WiMAX技術との親和性を確保し、LTE-TDD

で利用している技術（3GPP リリース 11 に対応）を融合、共存させ、エコシステム構築を

目指した WiMAXフォーラムリリース 2.1規格を策定し、2014年４月には、シームレスハン

ドオーバー機能や負荷分散機能等を追加した WiMAXフォーラムリリース 2.2を策定してい

る。 

 

図６．１．１－１ WiMAX Release 2.2規格の構成 

・R1 mode：IEEE802.16-2009標準規格をベースとしたWiMAX Forum規格 

・R2 mode：IEEE802.16m-2011標準規格をベースとしたWiMAX Forum規格 

・Additional Elements (AE)：3GPP標準規格をベースとしたWiMAX Forum規格 

※リリース 2.2では、AEにシームレスハンドオーバー機能や負荷分散機能等を追加 

 

 2016 年１月、WiMAX フォーラムにおいて 3GPP リリース 12 に対応するため 3GPP 参照規

格（AE）の改訂が行われた。改訂後の WiMAX（3GPP参照規格）では、多値変調方式である

256QAMの導入やキャリアアグリゲーションの拡張等が盛り込まれた。 

 2016 年６月に 3GPP リリース 13 が策定されたことを受け、WiMAX フォーラムにおいて

3GPP参照規格（AE）の改訂作業を進め、2016年 12月、IoT通信の柔軟性を向上させる eMTC

等の規定を追加した WiMAX R2.1AEv06/R2.2AEv04が策定した。 

 2017年12月、HPUEを含む3GPPリリース14の内容を反映した、R2.1AEv0８及びR2.2AEv06

を策定する予定であり、現在仕様化に向けた作業が進められているところである。 

 今後も WiMAXフォーラムでは、増加する移動通信トラヒックへの対応や多様な IoTアプ

リケーションに適した通信各機能の高度化を図るため、迅速な標準化活動により、WiMAX

の持続的な発展を目指していく予定である。 
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６．１．２ XGP フォーラムにおける広帯域移動無線アクセスシステムの高度化に向けた国

際標準化動向 
 

 XGPの標準化を行っている業界団体であるXGPフォーラムは、PHS MoU Groupを前身とし

（2009年４月に名称変更）、2007年８月にPHS技術を発展させた次世代PHSとしてXGP規格バ

ージョン１（XGP1）を策定した。2012年１月、3GPPのTD-LTE仕様を参照することにより、

XGP規格のグローバル化と互換性の確保を図るGlobal modeを導入した。 

 XGPフォーラム規格と3GPP仕様の相関図を図１．４．３－１に示す。 

 
図６．１．２－１ XGPフォーラム規格の構成 

 
 XGPフォーラムはGlobal mode導入後も、3GPP規格改訂に合わせてXGP規格の更新をして

おり、2015年９月には、上りキャリアアグリゲーションなどに対応した3GPPリリース12に

対応したXGPバージョン3.2を策定した。さらに2017年３月には、3GPPリリース13に対応し

たIoT通信を行うeMTCの規定を追加等したXGPバージョン3.3が策定された。 

 3GPPリリース14に対応したXGPバージョン3.4（HPUE含む）について、2017年12月XGPフォ

ーラム承認を目標に標準化作業を進めているところである。 
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standards

R2.1AEv02

16e-2005Cor1/2
16-2009/2012

16.1-2012

R1.0
R1.5
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Reference Document
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R2.1AEv04/R2.2AEv01
R2.1AEv05/R2.2AEv03

3GPP Release10

Additional Elements(AE)
3GPP TD-LTE互換

従来WiMAX規格

3GPP Release14 (R2.1AEv08/R2.2AEv06)

R2.1AEv06/R2.2AEv04

2017年12月改訂
を目途に調整中

R2.1AEv07/R2.2AEv05

 XGP Forum規格
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（旧次世代PHS）
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（Chapter 10）
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Technical
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６．２ 2.5GHz帯高出力移動局（HPUE）の技術概要 

 移動通信システムのカバレッジは、基地局側の出力よりも移動局側の出力に依存して

いるため、移動局の空中線電力を上げることにより、カバレッジ拡張を行うことができ

る。高出力移動局（HPUE:High Power UE）では、空中線電力を現在の２倍の 400mW と

することにより、カバレッジを約 1.3 倍拡張（面積比）することが期待されている。な

お、HPUE は、現時点でキャリアアグリゲーションには対応していない。 
 HPUE では、移動局の最大空中線電力が 400mW に増加された。これにより、3GPP
における隣接チャネル漏洩電力の許容値が従来から 2dB 緩和 7されている。なお、スペ

クトラムマスク、スプリアスの不要発射強度の許容値については、変更なし。 
 

 
図６．２－１：HPUE 導入によるカバレッジ拡張のイメージ 

 

                                                
 
7 3GPP において、空中線電力 400mW に対応した移動局の隣接チャネル漏洩電力の規定

値が、従来の-30dBc（-7dBm、-19.6dBm/MHz）から、-31dBc（-5dBm、-17.6dBm/MH 
z）に変更された。このため、隣接チャネル漏洩電力の許容値が、従来から 2dB 緩和され

た。 

FY2016 FY 2017
4Q 2017/1-3 1Q 2017/4-6 2Q 2017/7-9 3Q 2017/10-12 4Q 2018/1-3

3GPP
Release14

▲
基本仕様完成

Drafting ▲
準備作業

▲
ドラフト作業

▲
改版提案

XGP Forum 
Specification

▲
TWG承認 ▲

XGP Forum総会承認

Version Date of Issue Revision work Supporting 3GPP release

Ver2.2 2011.04  Harmonize with LTE(TDD mode) -

Ver2.3 2012.01  Global mode Release 8

Ver2.4 2012.11  Enhanced Global mode Release 9

Ver3.0 2013.05  CA Release 10

Ver3.1 2014.02  CA Enhancement Release 11

Ver3.2 2015.09  UP link CA、256QAM Release 12

Ver3.3 2017.03  eMTC Release 13

Ver3.4 2017.12  Advanced technology (HPUE) Release 14

Ver.2.2
以
降
、

TD
-LTE

互
換
シ
ス
テ
ム

現在 HPUE

約1.3倍
のカバ
レッジ拡
張を実現
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図６．２－２：3GPP における HPUE の隣接チャネル漏洩電力の規定 

 
 

６．３ 他システムとの干渉検討の考え方 

＜空中線電力の影響＞ 
● 過去の情報通信審議会携帯電話等高度化委員会報告（平成 24 年４月 25 日/平成 25
年５月 17 日）において、XGP / WiMax R2.1AE と他の無線システムとの共用検討は、

等価等方輻射電力（EIRP）27dBm8で実施している。 
● 空中線電力が 200mW（23dBm）を超える場合の送信空中線の絶対利得を 1dBi 以下

とすれば、空中線電力が 400mW の場合でも EIRP は 27dBm9となるため、過去の共

用検討の範囲に収まる。 
 
＜隣接チャネル漏洩電力の影響 ①BWA 同士＞ 
● 図６．３－１のとおり、地域 BWA の領域では、隣接チャネル漏洩電力の値が適用

される。3GPP における HPUE の隣接チャネル漏洩電力の値の-17.6dBm/MHz に、 

送信空中線の絶対利得 1dBi を加味した場合、-16.6dBm/MHz となる。 
● 一方、過去の情報通信審議会で共用検討を行った際の不要発射の値である 

-20dBm/MHz に、送信空中線の絶対利得 4dBi を加味した値は、-16dBm/MHz となる。

よって、HPUE の送信空中線の絶対利得を 1dBi 以下とすれば、HPUE の値は過去の

共用検討の際のパラメータより 0.6dB 低い値となるため、過去の共用検討の範囲内に

収まる。 
 

                                                
 
8 空中線電力 23dBm ＋ 送信空中線の絶対利得 4dBi 
9 空中線電力 26dBm ＋ 送信空中線の絶対利得 1dBi 

送信帯域幅

占有帯域幅

参照帯域幅
18MHz

参照帯域幅
18MHz

-31dBc
送信波
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ACLR

-5dBm
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隣接チャネル
漏洩電力

-17.6dBm/MHz
＜現在＞

送信帯域幅

占有帯域幅
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参照帯域幅
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50 
 

 
図６．３－１：全国 BWA 帯域(2,545～2,575MHz)から地域 BWA 帯域への不要発射 

 

 
図６．３－２：過去の共用検討パラメータと 3GPP における HPUE の規定の比較 

 
＜隣接チャネル漏洩電力の影響 ②対 N-Star＞ 

● 不要発射強度については、帯域外領域における不要発射強度の許容値とスプリアス

領域における不要発射強度の許容値のうち低い方を満たすこととされている。 
● 図６．３－３のとおり、N-Star（下り）帯域内における HPUE の最も低い不要発射

強度の値は、スプリアス領域における不要発射の値（-30dBm/MHz ～ -25dBm/MHz）
であり、これらの値は、過去の共用検討で用いた不要発射の値（-25dBm/MHz）以下

となるため、過去の共用検討の範囲内に収まる。 
● 図６．３－４のとおり、N-Star（上り）帯域内における HPUE の最も低い不要発射

強度の値は、帯域外領域における不要発射の値（-30dBm/MHz ～ -17.6dBm/MHz）で

あり、これらの値は、過去の共用検討で用いた不要発射の値（-13dBm/MHz）以下と

なるため、過去の共用検討の範囲内に収まる。 
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図６．３－３：N-STAR（下り）帯域（2,505～2,535MHz）への不要発射 

 

 
図６．３－４：N-STAR（上り）帯域（2,660～2,690MHz）への不要発射 
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６．４ 電波防護指針に関する検討 

 高出力移動局（HPUE）は、カバレッジ拡張を実現する技術であり、スマートフォン等に搭

載され、人体近傍での利用が想定されている。 

 高出力移動局（HPUE）を搭載した移動局について、比吸収率（SAR）の許容値の規定を適用

することが不合理であるものとして総務大臣が別に告示する無線設備を除き、設備規則第 14

条の２で規定している人体における比吸収率（SAR）の許容値の規定を適用する。 

 

 
  

（参考） 現行規定

● 対象設備：

平均電力が20mWを超える携帯無線通信を行う陸上移動局又は広帯域移動無線アクセスシステムの陸上移動局(注1)

であって、総務大臣が別に告示する無線設備以外※のもの

（注１）人体頭部の比吸収率（側頭部ＳＡＲ）については、伝送情報が電話のもの及び電話とその他の情報の組合せのものに限る。
（注２） ＳＡＲ：任意の生体組織10グラムが任意の6分間に吸収したエネルギーを10グラムで除し、更に6分で除して得た値。

※ＳＡＲの許容値が適用除外となる無線設備（総務省告示で規定）
・人体ＳＡＲ：対象設備であって、送信空中線と人体（頭部及び両手を除く。）との距離が20cmを超える状態で使用するもの
・側頭部ＳＡＲ：対象設備(注1)のうち、携帯して使用するために開設する無線局のものであって、人体頭部に近接した状態において電波を
送信するもの以外のもの

● ＳＡＲの許容値：

人体における比吸収率 (注2) を2W/kg（四肢にあつては、4W/kg）以下 （設備規則第14条の２第１項）
人体頭部における比吸収率を2W/kg以下 （設備規則第14条の２第２項）
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第７章 LTE-Advanced 方式(FDD)の技術的条件 

７．１ 一般条件 

７．１．１ 無線諸元 
(1) 無線周波数帯 

ITU-Rにおいて IMT用周波数として特定された 700MHz帯、800MHz帯、900MHz帯、1.５

ＧHz帯、1.7GHz帯及び２GHz帯の周波数を使用すること。 

 

(2) キャリア設定周波数間隔 

５MHz、10MHz、15MHz及び 20MHzの各システムについて 100kHzとすること。 

 

(3) 送受信周波数間隔 

５MHz、10MHz、15MHz 及び 20MHz の各システムにおける使用する周波数帯ごとの送受信

周波数間隔は、表７．１．１－１のとおりとすること。 

 

表７．１．１－１ 送受信周波数間隔 

使用する周波数帯 送受信周波数間隔 

700MHz帯 55MHz 

800MHz帯、900MHz帯 45MHz 

1.5GHz帯 48MHz 

1.7GHz帯 95MHz 

２GHz帯 190MHz 

 

(4) 多元接続方式／多重接続方式 

OFDM（Orthogonal Frequency Division Multiplexing：直交周波数分割多重）方式及び

TDM（Time Division Multiplexing：時分割多重）方式との複合方式を下り回線（基地局送

信、移動局受信）に、SC-FDMA（Single Carrier Frequency Division Multiple Access：

シングル・キャリア周波数分割多元接続）方式を上り回線（移動局送信、基地局受信）に

使用すること。 

 

(5) 通信方式 

FDD（Frequency Division Duplex：周波数分割複信）方式とすること。 

eMTCは、HD-FDD（Half Duplex-Frequency Division Duplex：半二重周波数分割複信）

方式とすることができる。 

NB-IoTは、HD-FDD方式とすること。 

 

(6) 変調方式 

ア 基地局（下り回線） 

BPSK (Binary Phase Shift Keying)、QPSK (Quadrature Phase Shift Keying)、16QAM 
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(16 Quadrature Amplitude Modulation)、64QAM (64 Quadrature Amplitude Modulation)

又は256QAM (256 Quadrature Amplitude Modulation)方式を採用すること。 

eMTCは、QPSK又は16QAM方式を採用すること。 

NB-IoTは、QPSK方式を採用すること。 

 

イ 移動局（上り回線） 

BPSK、QPSK、16QAM、64QAM又は256QAM方式を採用すること。 

eMTCは、BPSK、QPSK又は16QAM方式を採用すること。 

NB-IoTは、π/2shift-BPSK、π/4shift-QPSK又はQPSK方式を採用すること。 

 

７．１．２ システム設計上の条件 
(1) フレーム長 

フレーム長は 10msであり、サブフレーム長は１ms（10サブフレーム／フレーム）、スロ

ット長は 0.5ms（20スロット／フレーム）であること。サブキャリア間隔 3.75kHzの NB-

IoTにおいては、スロット長は２ms（５スロット／フレーム）。 

 

(2) 送信電力制御 

基地局からの電波の受信電力の測定又は当該基地局からの制御情報に基づき空中線電

力が必要最小限となるよう自動的に制御する機能を有すること 

 

(3) 電磁環境対策 

移動局と自動車用電子機器や医療電子機器等との相互の電磁干渉に対しては、十分な配

慮が払われていること。 

 

(4) 電波防護指針への適合 

電波を使用する機器については、基地局については電波法施行規則第 21 条の３、移動

局については無線設備規則第 14条の２に適合すること。 

 

(5) 他システムとの共用 

他の無線局及び電波法第 56 条に基づいて指定された受信設備に干渉の影響を与えない

ように、設置場所の選択、フィルタの追加等の必要な対策を講ずること。 

 

７．１．３ 無線設備の技術的条件 
(1) 送信装置 

通常の動作状態において、以下の技術的条件を満たすこと。 

ア キャリアアグリゲーション 

基地局については、一の送信装置から異なる周波数帯の搬送波を発射する場合につい

ては今回の審議の対象外としており、そのような送信装置が実現される場合には、その

不要発射等について別途検討が必要である。 
移動局については、キャリアアグリゲーションで送信可能な搬送波の組合せで送信し

ている状態で搬送波毎にエからシに定める技術的条件を満足すること。ただし、それぞ
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れの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

周波数帯及び搬送波数について、基地局は規定しない。 

移動局については、異なる周波数帯の搬送波を発射する場合又は同一周波数帯の隣接

しない搬送波を発射する場合については規定しない。同一周波数帯で搬送波が隣接する

キャリアアグリゲーションで送信する場合は、搬送波数は２とする。 

 

イ eMTC 

基地局については、５MHz、10MHz、15MHz及び20MHzの各システムの送信周波数帯域内

の連続する６リソースブロック（1.08MHz幅）の範囲で送信することとし、５MHz、10MHz、

15MHz及び20MHzの各システムの送信可能なすべての搬送波を送信している状態で、エか

らシに定める各システムの技術的条件を満足すること。ただし、それぞれの項目におい

て別に定めがある場合は、この限りでない。 

移動局については、エからシに定める各システムの技術的条件を満足すること。ただ

し、それぞれの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

 

ウ NB-IoT 

基地局については、５MHz、10MHz、15MHz及び20MHzの各システムの送信周波数帯域内

の１リソースブロック（180kHz幅）の範囲で送信することとし、５MHz、10MHz、15MHz及

び20MHzの各システムの送信可能なすべての搬送波を送信している状態で、エからシに

定める各システムの技術的条件を満足すること。ただし、それぞれの項目において別に

定めがある場合は、この限りでない。 

移動局については、エからシに定める技術的条件を満足すること。ただし、それぞれ

の項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

 

エ 周波数の許容偏差 

(ｱ) 基地局 

最大空中線電力が38dBmを超える基地局においては、±（0.05ppm＋12Hz）以内であ

ること。 

なお、最大空中線電力が20dBmを超え38dBm以下の基地局においては、±（0.1ppm＋

12Hz）以内、最大空中線電力が20dBm以下の基地局においては、±（0.25ppm＋12Hz）

以内であること。 

 

(ｲ) 移動局 

基地局送信周波数より55MHz(700MHz帯の周波数を使用する場合)、45MHz(800MHz帯、

900MHz帯の周波数を使用する場合)、48MHz(1.５ＧHz帯の周波数を使用する場合)、

95MHz(1.7GHz帯の周波数を使用する場合)又は190MHz(２GHz帯の周波数を使用する場

合)低い周波数に対して、±（0.1ppm＋15Hz）以内であること。 

eMTCの移動局は、基地局の制御信号により指示された移動局の送信周波数に対し、

HD-FDD方式の１GHz以下の周波数帯であって連続送信時間が64msを超える場合は、±

（0.2ppm＋15Hz）以内、FDD方式の場合、HD-FDD方式の１GHzを超える周波数帯の場合

及びHD-FDD方式の１GHz以下の周波数帯であって連続送信時間が64ms以下の場合は、
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±（0.1ppm＋15Hz）以内であること。 

NB-IoTの移動局は、基地局の制御信号により指示された移動局の送信周波数に対し、

１GHz以下の周波数帯の場合は±（0.2ppm＋15Hz）以内、１GHzを超える周波数帯の場

合は±（0.1ppm＋15Hz）以内であること。 

 

オ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の許容値は、以下の表に示す値以下であること。 

(ｱ) 基地局 

基地局における許容値は、５MHzシステム、10MHzシステム、15MHzシステム、20MHz

システムいずれの場合も、基地局が使用する周波数帯（773～803MHz、860～890MHz、

945～960MHz、1475.9～1510.9MHz、1805～1880MHz又は2110～2170MHzの周波数帯のう

ち、基地局が使用する周波数帯をいう。以下同じ。）の端から10MHz以上離れた周波数

範囲に適用する。空間多重方式を用いる基地局にあっては各空中線端子で測定した不

要発射の強度が表７．１．３－１に示す許容値以下であること。また、一の送信装置

において同一周波数帯で複数搬送波（変調後の搬送波をいう。）を送信する場合にあ

っては、複数の搬送波を同時に送信した場合においても、本規定を満足すること。 

 

表７．１．３－１ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（基地局）基本 
周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -13dBm １MHz 

 

以下に示すPHS帯域については、表７．１．３－２に示す許容値以下であること。た

だし、周波数帯の端からオフセット周波数10MHz未満の範囲においても優先される。 

 

表７．１．３－２ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（基地局）PHS帯域 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -41dBm 300kHz 

 

以下に示す周波数範囲については、表７．１．３－３に示す許容値以下であること。 

 

表７．１．３－３ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（基地局）２GHz帯 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

2010MHz以上2025MHz以下 -52dBm １MHz 

 

(ｲ) 移動局 

移動局における許容値は、５MHzシステムにあっては周波数離調（送信周波数帯域

（eMTCの場合は、5MHz、10MHz、15MHz及び20MHzシステムの各送信周波数帯域とする。

以下同じ。）の中心周波数から参照帯域幅の送信周波数帯に近い方の端までの差の周
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波数を指す。搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合を除き、以下同じ。）

が12.5MHz以上、10MHzシステムにあっては周波数離調が20MHz以上、15MHzシステムに

あっては周波数離調が27.5MHz以上、20MHzシステムにあっては周波数離調が35MHz以

上に適用する。 

eMTCの移動局の許容値は、5MHz、10MHz、15MHz及び20MHzシステムの各システムの周

波数離調以上に適用する。 

NB-IoTの移動局の許容値は、周波数離調1.8MHz以上に適用する。 

ただし、470MHz以上710MHz以下、773MHz以上803MHz以下、860MHz以上890MHz以下、

945MHz以上960MHz以下、1475.9MHz以上1510.9MHz以下、1805MHz以上1880MHz以下、

1884.5MHz以上1915.7MHz以下、2010MHz以上2025MHz以下、2110MHz以上2170MHz以下の

周波数にあっては上の周波数離調以内にも、スプリアス領域における不要発射の強度

の許容値を適用する。 

なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基

地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によって制限

すること又はそれらの組合せによる制御によって制限することで、その条件での許容

値とすることができる。 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、２つの搬送波で送信

している条件でもこの許容値を満足すること。この場合において、５MHz+５MHzシス

テムにあっては周波数離調（隣接する２つの搬送波の送信帯域幅の中心周波数から参

照帯域幅の送信周波数帯に近い方の端までの差の周波数を指す。搬送波が隣接するキ

ャリアアグリゲーションの場合にあっては、以下同じ。）が19.7MHz以上、５MHz+10MHz

システムにあっては周波数離調が27.425MHz以上、５MHz+15MHzシステムにあっては周

波数離調が34.7MHz、10MHz+10MHzシステムにあっては周波数離調が34.85MHz以上に適

用する。ただし、470MHz以上710MHz以下、773MHz以上803MHz以下、860MHz以上890MHz

以下、945MHz以上960MHz以下、1475.9MHz以上1510.9MHz以下、1805MHz以上1880MHz以

下、1884.5MHz以上1915.7MHz以下、2010MHz以上2025MHz以下、2110MHz以上2170MHz以

下の周波数にあっては上の周波数離調以内にも、適用する。 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波のスプリ

アス領域が他の搬送波の送信周波数帯域又は帯域外領域と重複する場合、当該周波数

範囲においては本規定を適用しない。なお、送信する周波数の組合せにより測定する

周波数範囲における許容値が異なる場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。 

 

表７．１．３－４ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局）基本 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -30dBm １MHz 

 

1.7GHz帯(1750MHzを超え1785MHz以下)、２GHz帯の周波数を使用する場合には、表

７．１．３－５に示す周波数範囲については、同表に示す許容値以下であること。 
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表７．１．３－５ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局）1.7GHz

帯(1750MHzを超え 1785MHz以下)、２GHz帯使用時 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

800MHz帯受信帯域 860MHz以上890MHz以下 -50dBm １MHz 

1.５ＧHz帯受信帯域 1475.9MHz以上1510.9MHz以下 -50dBm １MHz 

1.7GHz帯受信帯域 1845MHz以上1880MHz以下 -50dBm １MHz 

PHS帯域 1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -41dBm 300kHz 

２GHz帯TDD方式送受信帯域 2010MHz以上2025MHz以下 -50dBm １MHz 

２GHz帯受信帯域 2110MHz以上2170MHz以下 -50dBm １MHz 

 

1.7GHz帯(1710MHzを超え1750MHz以下)の周波数を使用する場合には、表７．１．３

－６に示す周波数範囲については、同表に示す許容値以下であること。 

 

表７．１．３－６ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局）1.7GHz

帯(1710MHzを超え 1750MHz以下)使用時 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

700MHz帯受信帯域 773MHz以上803MHz以下 -50dBm １MHz 

800MHz帯受信帯域 860MHz以上890MHz以下 -50dBm １MHz 

900MHz帯受信帯域 945MHz以上960MHz以下 -50dBm １MHz 

1.５ＧHz帯受信帯域 1475.9MHz以上1510.9MHz以下 -50dBm １MHz 

1.7GHz帯受信帯域 1805MHz以上1880MHz以下 -50dBm １MHz 

PHS帯域 1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -41dBm 300kHz 

２GHz帯TDD方式送受信帯域 2010MHz以上2025MHz以下 -50dBm １MHz 

２GHz帯受信帯域 2110MHz以上2170MHz以下 -50dBm １MHz 

3.5GHz帯受信帯域 3400MHz以上3600MHz以下 -50dBm注  １MHz 

注：送信する周波数範囲が1710MHz以上1750MHz以下の場合は3419.4MHz以上

3500.6MHz以下の周波数範囲において-30dBm/MHzとする。 

 

1.５ＧHz帯の周波数を使用する場合には、表７．１．３－７に示す周波数範囲につ

いては、同表に示す許容値以下であること。 

 

表７．１．３－７ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局）1.5GHz

帯使用時 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

800MHz帯受信帯域 860MHz以上890MHz以下 -50dBm １MHz 

1.５ＧHz帯受信帯域注 1475.9MHz以上1510.9MHz以下 -35dBm １MHz 

1.7GHz帯受信帯域 1845MHz以上1880MHz以下 -50dBm １MHz 

PHS帯域 1884.5MHz以下1915.7MHz以下 -41dBm 300kHz 

２GHz帯TDD方式送受信帯域 2010MHz以上2025MHz以下 -50dBm １MHz 

２GHz帯受信帯域 2110MHz以上2170MHz以下 -50dBm １MHz 

注：チャネルシステムが５MHzシステムの場合には、任意の１MHzの帯域幅における平

均電力が-30dBm以下であること。 
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900MHz帯の周波数を使用する場合には、表７．１．３－８に示す周波数範囲につい

ては、同表に示す許容値以下であること。 

 

表７．１．３－８ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局）900MHz

帯使用時 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

800MHz帯受信帯域 860MHz以上890MHz以下 -40dBm １MHz 

900MHz帯受信帯域 945MHz以上960MHz以下 -50dBm １MHz 

1.５ＧHz帯受信帯域 1475.9MHz以上1510.9MHz以下 -50dBm １MHz 

1.7GHz帯受信帯域 1845MHz以上1880MHz以下 -50dBm １MHz 

PHS帯域 1884.5MHz以上1915.7MHz MHz以下 -41dBm 300kHz 

２GHz帯TDD方式送受信帯域 2010MHz以上2025MHz以下 -50dBm １MHz 

２GHz帯受信帯域 2110MHz以上2170MHz以下 -50dBm １MHz 

 

800MHz帯の周波数を使用する場合には、表７．１．３－９に示す周波数範囲につい

ては、同表に示す許容値以下であること。 

 

表７．１．３－９ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局）800MHz

帯使用時 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

800MHz帯受信帯域 860MHz以上890MHz以下 -40dBm １MHz 

1.５ＧHz帯受信帯域 1475.9MHz以上1510.9MHz以下 -50dBm １MHz 

1.7GHz帯受信帯域 1845MHz以上1880MHz以下 -50dBm １MHz 

PHS帯域 1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -41dBm 300kHz 

２GHz帯TDD方式送受信帯域 2010MHz以上2025MHz以下 -50dBm １MHz 

２GHz帯受信帯域 2110MHz以上2170MHz以下 -50dBm １MHz 

 

700MHz帯の周波数を使用する場合には、表７．１．３－１０に示す周波数範囲につ

いては、同表に示す許容値以下であること。 

 

表７．１．３－１０ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局）

700MHz帯使用時 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

DTV帯域 470MHz以上710MHz以下 -26.2dBm ６MHz 

700MHz帯受信帯域 773MHz以上803MHz以下 -50dBm １MHz 

800MHz帯受信帯域 860MHz以上890MHz以下 -50dBm １MHz 

900MHz帯受信帯域 945MHz以上960MHz以下 -50dBm １MHz 

1.５ＧHz帯受信帯域 1475.9MHz以上1510.9MHz以下 -50dBm注１ １MHz 

1.7GHz帯受信帯域 1845MHz以上1880MHz以下 -50dBm １MHz 

PHS帯域 1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -41dBm 300kHz 

２GHz帯TDD方式送受信帯域 2010MHz以上2025MHz以下 -50dBm １MHz 

２GHz帯受信帯域 2110MHz以上2170MHz以下 -50dBm注２ １MHz 

注１：送信する周波数範囲が737.95MHz以上748MHz以下の場合は1475.9MHz以上
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1496.6MHz以下の周波数範囲において-30dBm/MHzとする。 

注２：送信する周波数範囲が718MHz以上723.33MHz以下の場合は2153.6MHz以上2170MHz

以下の周波数範囲において-30dBm/MHzとする。 

 

カ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 基地局 

表７．１．３－１１に示す絶対値規定又は相対値規定のいずれかの許容値を各離調

周波数において満足すること。空間多重方式を用いる基地局にあっては各空中線端子

で測定した不要発射の強度が本規定を満足すること。 

一の送信装置において同一周波数帯で複数の搬送波を同時に送信する場合の許容

値は、最も下側の搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、表７．１．３

－１１に示す絶対値規定又は相対値規定のいずれかの許容値を各離調周波数におい

て満足すること。 

 

表７．１．３－１１ 隣接チャネル漏えい電力（基地局） 

システム 規定の種別 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

５MHzシステム 

絶対値規定 ５MHz -13dBm/MHz 4.5MHz 

相対値規定 ５MHz -44.2dBc 4.5MHz 

絶対値規定 10MHz -13dBm/MHz 4.5MHz 

相対値規定 10MHz -44.2dBc 4.5MHz 

10MHzシステム 

絶対値規定 10MHz -13dBm/MHz ９MHz 

相対値規定 10MHz -44.2dBc ９MHz 

絶対値規定 20MHz -13dBm/MHz ９MHz 

相対値規定 20MHz -44.2dBc ９MHz 

絶対値規定 7.5MHz -13dBm/MHz 3.84MHz 

相対値規定 7.5MHz -44.2dBc 3.84MHz 

絶対値規定 12.5MHz -13dBm/MHz 3.84MHz 

相対値規定 12.5MHz -44.2dBc 3.84MHz 

15MHzシステム 

絶対値規定 15MHz -13dBm/MHz 13.5MHz 

相対値規定 15MHz -44.2dBc 13.5MHz 

絶対値規定 30MHz -13dBm/MHz 13.5MHz 

相対値規定 30MHz -44.2dBc 13.5MHz 

絶対値規定 10MHz -13dBm/MHz 3.84MHz 

相対値規定 10MHz -44.2dBc 3.84MHz 

20MHzシステム 

絶対値規定 20MHz -13dBm/MHz 18MHz 

相対値規定 20MHz -44.2dBc 18MHz 

絶対値規定 40MHz -13dBm/MHz 18MHz 

相対値規定 40MHz -44.2dBc 18MHz 

絶対値規定 12.5MHz -13dBm/MHz 3.84MHz 

相対値規定 12.5MHz -44.2dBc 3.84MHz 

絶対値規定 17.5MHz -13dBm/MHz 3.84MHz 

相対値規定 17.5MHz -44.2dBc 3.84MHz 

 

一の送信装置において同一周波数帯で隣接しない複数の搬送波を同時に送信する
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場合は、表７．１．３－１２に示す絶対値規定又は相対値規定のいずれかの許容値を

各オフセット周波数において満足すること。 

 

表７．１．３－１２ 隣接チャネル漏えい電力（隣接しない複数の搬送波を発射する基地局） 

周波数差注２ 規定の種別 オフセット周波数注３ 許容値 参照帯域幅 

５MHz以上 

10MHz以下 

絶対値規定 2.5MHz -13dBm/MHz  3.84MHz 

相対値規定 2.5MHz -44.2dBc注４ 3.84MHz 

10MHzを超え

15MHz未満 

絶対値規定 2.5MHz -13dBm/MHz  3.84MHz 

相対値規定 2.5MHz -44.2dBc注４ 3.84MHz 

絶対値規定 7.5MHz -13dBm/MHz  3.84MHz 

相対値規定 7.5MHz -44.2dBc注４ 3.84MHz 

15MHz以上 

20MHz未満 

絶対値規定 2.5MHz -13dBm/MHz  3.84MHz 

相対値規定 2.5MHz -44.2dBc注５ 3.84MHz 

絶対値規定 7.5MHz -13dBm/MHz  3.84MHz 

相対値規定 7.5MHz -44.2dBc注４ 3.84MHz 

20MHz以上 

絶対値規定 2.5MHz -13dBm/MHz  3.84MHz 

相対値規定 2.5MHz -44.2dBc注５ 3.84MHz 

絶対値規定 7.5MHz -13dBm/MHz  3.84MHz 

相対値規定 7.5MHz -44.2dBc注５ 3.84MHz 

注１：本表は、下側の搬送波の送信周波数帯域の上端から、上側の搬送波の送信周波数

帯域の下端までの周波数範囲に適用する。 

注２：下側の搬送波の送信周波数帯域の上端から、上側の搬送波の送信周波数帯域の下

端までの周波数差 

注３：下側の搬送波の送信周波数帯域の上端又は上側の搬送波の送信周波数帯域の下

端から隣接チャネル漏えい電力の測定帯域の中心までの差の周波数 

注４：基準となる搬送波の電力は、複数搬送波の電力の和とする。 

注５：基準となる搬送波の電力は、下側の搬送波又は上側の搬送波の電力とする。 

 

(ｲ) 移動局 

許容値は、表７．１．３－１３に示す絶対値規定又は相対値規定のどちらか高い値

であること。なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロ

ック）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御に

よって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限することで、その条件で

の許容値とすることができる。 

 

表７．１．３－１３ 隣接チャネル漏えい電力（移動局）基本 

システム 規定の種別 離調周波数 許容値注 参照帯域幅 

５MHzシステム 

絶対値規定 

５MHz -50dBm 4.5MHz 

５MHz -50dBm 3.84MHz 

10MHz -50dBm 3.84MHz 

相対値規定 

５MHz -29.2dBc 4.5MHz 

５MHz -32.2dBc 3.84MHz 

10MHz -35.2dBc 3.84MHz 
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10MHzシステム 

絶対値規定 

10MHz -50dBm ９MHz 

7.5MHz -50dBm 3.84MHz 

12.5MHz -50dBm 3.84MHz 

相対値規定 

10MHz -29.2dBc ９MHz 

7.5MHz -32.2dBc 3.84MHz 

12.5MHz -35.2dBc 3.84MHz 

15MHzシステム 

絶対値規定 

15MHz -50dBm 13.5MHz 

10MHz -50dBm 3.84MHz 

15MHz -50dBm 3.84MHz 

相対値規定 

15MHz -29.2dBc 13.5MHz 

10MHz -32.2dBc 3.84MHz 

15MHz -35.2dBc 3.84MHz 

20MHzシステム 

絶対値規定 

20MHz -50dBm 18MHz 

12.5MHz -50dBm 3.84MHz 

17.5MHz -50dBm 3.84MHz 

相対値規定 

20MHz -29.2dBc 18MHz 

12.5MHz -32.2dBc 3.84MHz 

17.5MHz -35.2dBc 3.84MHz 

注：送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ離れた周波数を中心周

波数とする参照帯域幅分の値とする。 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、許容値は、２つの搬

送波で送信している条件とし、離調周波数毎に表７．１．３－１４に示す相対値規定

又は絶対値規定のどちらか高い値であること。 

 

表７．１．３－１４ 隣接チャネル漏えい電力（移動局）キャリアアグリゲーション 

システム 規定の種別 離調周波数 許容値注１、注２ 参照帯域幅 

５MHz+５MHz 

システム 

絶対値規定 

9.8MHz -50dBm 9.3MHz 

7.4MHz -50dBm 3.84MHz 

12.4MHz -50dBm 3.84MHz 

相対値規定 

9.8MHz -29.2dBc 9.3MHz 

7.4MHz -32.2dBc 3.84MHz 

12.4MHz -35.2dBc 3.84MHz 

５MHz+10MHz 

システム 

絶対値規定 

14.95MHz -50dBm 13.95MHz 

9.975MHz -50dBm 3.84MHz 

14.975MHz -50dBm 3.84MHz 

相対値規定 

14.95MHz -29.2dBc 13.95MHz 

9.975MHz -32.2dBc 3.84MHz 

14.975MHz -35.2dBc 3.84MHz 

５MHz+15MHz 

システム 

絶対値規定 

19.8MHz -50dBm 18.3MHz 

12.4MHz -50dBm 3.84MHz 

17.4MHz -50dBm 3.84MHz 

相対値規定 

19.8MHz -29.2dBc 18.3MHz 

12.4MHz -32.2dBc 3.84MHz 

17.4MHz -35.2dBc 3.84MHz 
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10MHz+10MHz 

システム 

絶対値規定 

19.9MHz -50dBm 18.9MHz 

12.45MHz -50dBm 3.84MHz 

17.45MHz -50dBm 3.84MHz 

相対値規定 

19.9MHz -29.2dBc 18.9MHz 

12.45MHz -32.2dBc 3.84MHz 

17.45MHz -35.2dBc 3.84MHz 

注１：隣接する２つの搬送波の送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分

だけ離れた周波数を中心周波数とする参照帯域幅分の値とする。 

注２：相対値規定の際、基準となる搬送波電力は、キャリアアグリゲーション

で送信する隣接する２つの搬送波電力の和とする。 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合は、各送信周波数帯

域の端（他方の送信搬送波に近い端に限る。）の間隔内における、以下の①から③まで

の各項目に掲げるシステムに関する表７．１．３－１３における許容値を適用しない。 

① 各送信周波数帯域の端の間隔が各搬送波の占有周波数帯幅よりも狭い場合 

５MHzシステム 離調周波数が５MHzかつ参照帯域幅が4.5MHz 

10MHzシステム 離調周波数が10MHzかつ参照帯域幅が９MHz 

15MHzシステム 離調周波数が15MHzかつ参照帯域幅が13.5MHz 

20MHzシステム 離調周波数が20MHzかつ参照帯域幅が18MHz 

② 各送信周波数帯域の端の間隔が５MHz未満の場合 

５MHzシステム 離調周波数が５MHz及び10MHzかつ参照帯域幅が3.84MHz 

10MHzシステム 離調周波数が7.5MHz及び12.5MHzかつ参照帯域幅が3.84MHz 

15MHzシステム 離調周波数が10MHz及び15MHzかつ参照帯域幅が3.84MHz 

20MHzシステム 離調周波数が12.5MHz及び17.5MHzかつ参照帯域幅が3.84MHz 

③ 各送信周波数帯域の端の間隔が５MHzを超え15MHz未満の場合 

５MHzシステム 離調周波数10MHzかつ参照帯域幅が3.84MHz 

10MHzシステム 離調周波数12.5MHzかつ参照帯域幅が3.84MHz 

15MHzシステム 離調周波数15MHzかつ参照帯域幅が3.84MHz 

20MHzシステム 離調周波数17.5MHzかつ参照帯域幅が3.84MHz 

 

NB-IoTの移動局の許容値は、表７．１．３－１５に示す絶対値規定又は相対値規定

のどちらか高い値であること。 

 

表７．１．３－１５ 隣接チャネル漏えい電力（移動局）NB-IoT 

規定の種別 離調周波数 許容値注 参照帯域幅 

絶対値規定 2.6MHz -50dBm 3.84MHz 

相対値規定 2.6MHz -36.2dBc 3.84MHz 

注：送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ離れた周波数を中心周波

数とする参照帯域幅分の値とする。 
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キ スペクトラムマスク 

(ｱ) 基地局 

送信周波数帯域の端（不要発射の強度の測定帯域に近い端に限る。）から不要発射

の強度の測定帯域の中心周波数までの差のオフセット周波数（Δf）に対して、５MHz

システム、10MHzシステム、15MHzシステム、20MHzシステムいずれの場合も、表７．１．

３－１６に示す許容値以下であること。ただし、基地局が使用する周波数帯の端から

10MHz未満の周波数範囲に限り適用する。空間多重方式を用いる基地局にあっては各

空中線端子で測定した不要発射の強度が表７．１．３－１６に示す許容値以下である

こと。また、一の送信装置において同一周波数帯で複数の搬送波を送信する場合にあ

っては、複数の搬送波を同時に送信した場合においても、最も下側の搬送波の下側及

び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

なお、一の送信装置において同一周波数帯で隣接しない複数の搬送波を送信する場

合にあっては、複数の搬送波を同時に送信した場合において、下側の搬送波の送信周

波数帯域の上端から、上側の搬送波の送信周波数帯域の下端までの周波数範囲におい

ては、各搬送波に属するスペクトラムマスクの許容値の総和を満たすこと。ただし、

下側の搬送波の送信周波数帯域の上端、及び上側の搬送波の送信周波数帯域の下端か

ら10MHz以上離れた周波数範囲においては、700MHz帯、800MHz帯、900MHz帯の周波数に

あっては-13dBm/100kHz、1.５ＧHz帯、1.7GHz帯、２GHz帯の周波数にあっては-13dBm/

１MHzを満足すること。 

700MHz帯、800MHz帯、900MHz帯の周波数にあっては表７．１．３－１６に示す許容

値以下であること。 

 

表７．１．３－１６ スペクトラムマスク（基地局）700MHz帯等 

オフセット周波数|Δf|(MHz) 許容値 参照帯域幅 

0.05MHz以上5.05MHz未満 -5.5dBm-7/5×(Δf-0.05)dB 100kHz  

5.05MHz以上10.05MHz未満 -12.5dBm  100kHz 

10.05MHz以上 -13dBm 100kHz 

 

1.５ＧHz帯、1.7GHz帯、２GHz帯の周波数にあっては表７．１．３－１７に示す許容

値以下であること。 

 

表７．１．３－１７ スペクトラムマスク（基地局）1.５ＧHz帯等 

オフセット周波数|Δf|(MHz) 許容値 参照帯域幅 

0.05MHz以上5.05MHz未満 -5.5dBm-7/5×(Δf-0.05)dB 100kHz  

5.05MHz以上10.05MHz未満 -12.5dBm  100kHz 

10.5MHz以上 -13dBm １MHz 

 

(ｲ) 移動局 

送信周波数帯域の端（不要発射の強度の測定帯域に近い端に限る。）から不要発射

の強度の測定帯域の送信周波数帯域に近い方の端までのオフセット周波数（Δf）に

対して、システム毎に表７．１．３－１８に示す許容値以下であること。 
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なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基

地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によって制限

すること又はそれらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値と

することができる。 

 

表７．１．３－１８ スペクトラムマスク（移動局）基本 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、システム毎に表７．

１．３－１９に示す許容値以下であること。 

 

表７．１．３－１９ スペクトラムマスク（移動局）キャリアアグリゲーション 

オフセット周波数|Δf| 

システム毎の許容値 (dBm) 

５MHz ５MHz ５MHz 10MHz 
参照帯域幅 

+５MHz +10MHz +15MHz +10MHz 

０MHz以上１MHz未満 -16.4 -18.4 -19.5 -19.5 30kHz 

１MHz以上５MHz未満 -8.5 -8.5 -8.5 -8.5 １MHz 

５MHz以上 9.8MHz未満 -11.5 -11.5 -11.5 -11.5 １MHz 

9.8MHz以上 14.8MHz未満 -23.5 -11.5 -11.5 -11.5 １MHz 

14.8MHz以上 14.95MHz未満  -11.5 -11.5 -11.5 １MHz 

14.95MHz以上 19.8MHz未満  -23.5 -11.5 -11.5 １MHz 

19.8MHz以上 19.9MHz未満  -23.5 -23.5 -11.5 １MHz 

19.9MHz以上 19.95MHz未満  -23.5 -23.5 -23.5 １MHz 

19.95MHz以上 24.8MHz未満   -23.5 -23.5 １MHz 

24.8MHz以上 24.9MHz未満    -23.5 １MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不要発

射の強度の測定帯域が重複する場合は、各搬送波の許容値のうち高い方の値を適用す

る。また各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と重

複する場合は、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

NB-IoTの移動局の許容値は、送信周波数帯域の端（不要発射の強度の測定帯域に近

い端に限る。）から不要発射の強度の測定帯域の送信周波数帯域に近い方の端までの

オフセット周波数|Δf| 

システム毎の許容値（dBm） 
参照帯

域幅 
５ 

MHz 

10 

MHz 

15 

MHz 

20 

MHz 

０MHz以上１MHz未満 -13.5  -16.5 -18.5 -19.5 30 kHz  

１MHz以上2.5MHz未満 -8.5 -8.5 -8.5 -8.5 １MHz 

2.5MHz以上５MHz未満 -8.5 -8.5 -8.5 -8.5 １MHz 

５MHz以上６MHz未満 -11.5 -11.5 -11.5 -11.5 １MHz 

６MHz以上10MHz未満 -23.5 -11.5 -11.5 -11.5 １MHz 

10MHz以上15MHz未満  -23.5 -11.5 -11.5 １MHz 

15MHz以上20MHz未満   -23.5 -11.5 １MHz 

20MHz以上25MHz未満    -23.5 １MHz 
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オフセット周波数（Δf）に対して、表７．１．３－２０に示す許容値以下であるこ

と。また、オフセット周波数の間の許容値は、直線補間した値以下であること。 

 

表７．１．３－２０ スペクトラムマスク（移動局）NB-IoT 

オフセット周波数|Δf| 許容値 (dBm) 参照帯域幅 

０kHz 27.5 30kHz 

100kHz -3.5 30kHz 

150kHz -6.5 30kHz 

300kHz -27.5 30kHz 

500kHz以上 1700kHz未満 -33.5 30kHz 

 

NB-IoTの移動局については、５MHzシステム、10MHzシステム、15MHzシステム、20MHz

システムの各システムの送信周波数帯域のそれぞれの端から表７．１．３－２１に示

す周波数の範囲内では、送信を行わないこと。 

 

表７．１．３－２１ 送信を行えない周波数の範囲（移動局）NB-IoT 

システム 周波数の範囲(kHz) 注 

５MHzシステム 200 

10MHzシステム 225 

15MHzシステム 240 

20MHzシステム 245 

注：各システムの送信周波数帯域のそれぞれの端からの周波数の範囲とする。 

 

ク 占有周波数帯幅の許容値 

(ｱ) 基地局 

各システムの99%帯域幅は、表７．１．３－２２のとおりとする。 

 

表７．１．３－２２ 各システムの99％帯域幅（基地局） 

システム 99％帯域幅 

５MHzシステム ５MHz以下 

10MHzシステム 10MHz以下 

15MHzシステム 15MHz以下 

20MHzシステム 20MHz以下 

 

(ｲ) 移動局 

各システムの99%帯域幅は、表７．１．３－２３のとおりとする。 

 

           表７．１．３－２３ 各システムの99％帯域幅（移動局） 

システム 99％帯域幅 

５MHzシステム ５MHz以下 

10MHzシステム 10MHz以下 
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15MHzシステム 15MHz以下 

20MHzシステム 20MHz以下 

eMTC 1.4MHz以下 

NB-IoT 200kHz以下 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、表７．１．３－２４

に示す幅以下の中に、発射される全平均電力の99％が含まれること。 

 

表７．１．３－２４ 搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する際の 

99％帯域幅 

システム 99％帯域幅 

５MHz+５MHzシステム 9.8MHz以下 

５MHz+10MHzシステム 14.95MHz以下 

５MHz+15MHzシステム 19.8MHz 

10MHz+10MHzシステム 19.9MHz 

 

ケ 最大空中線電力及び空中線電力の許容偏差 
(ｱ) 基地局 

空中線電力の許容偏差は、定格空中線電力の±2.7dB以内であること。 

 

(ｲ) 移動局 

定格空中線電力の最大値は、23dBmであること。なお、移動局にあっては、定格空中

線電力の最大値は、空間多重方式（送信機、受信機で複数の空中線を用い、無線信号

の伝送路を空間的に多重する方式。以下同じ。）で送信する場合は各空中線端子の空

中線電力の合計値、キャリアアグリゲーションで送信する場合は各搬送波の空中線電

力の合計値、空間多重方式とキャリアアグリゲーションを併用して送信する場合は各

空中線端子及び各搬送波の空中線電力の合計値について、それぞれ23dBmであること。 

 

空中線電力の許容偏差は、定格空中線電力の+2.7dB/-6.7dB以内であること。 

eMTCの空中線電力の許容偏差は、定格空中線電力の+2.7dB/-3.2dB以内であること。 

NB-IoTの空中線電力の許容偏差は、定格空中線電力の±2.7dB以内であること。 

 

コ 空中線絶対利得の許容値 
(ｱ) 基地局 

規定しない。 

 

(ｲ) 移動局 

空中線絶対利得は、３dBi以下とすること。 

 

 

 



68 
 

サ 送信オフ時電力 

(ｱ) 基地局 

規定しない。 

 

(ｲ) 移動局 

送信を停止した時、送信機の出力雑音電力スペクトル密度の許容値は、送信帯域の

周波数で、移動局空中線端子において、以下の表７．１．３－２５に示す許容値以下

であること。 

 

表７．１．３－２５ 送信オフ時電力（移動局）基本 

 システム毎の許容値 

５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

送信オフ時電力 -48.5dBm -48.5dBm -48.5dBm -48.5dBm 

参照帯域幅 4.5MHz ９MHz 13.5MHz 18MHz 

 

NB-IoTの移動局においては、送信を停止した時、送信機の出力雑音電力スペクトル

密度の許容値は、送信帯域の周波数で、移動局空中線端子において、以下の表７．１．

３－２６に示す許容値以下であること。 

 

表７．１．３－２６ 送信オフ時電力（移動局）NB-IoT 

 NB-IoT 

送信オフ時電力 -48.5dBm 

参照帯域幅 180kHz 

 

シ 送信相互変調特性 

送信波に対して異なる周波数の妨害波が、送信機出力段に入力された時に発生する相

互変調波電力レベルと送信波電力レベルの比に相当するものであるが、主要な特性は、

送信増幅器の飽和点からのバックオフを規定するピーク電力対平均電力比によって決

定される。 

 

(ｱ) 基地局 

加える妨害波のレベルは送信波より30dB低いレベルとする。また、妨害波は変調妨

害波（５MHz幅）とし、搬送波の送信周波数帯域の上端又は下端から変調妨害波の中心

周波数までの周波数差を±2.5MHz、±7.5MHz、±12.5MHz離調とする。 

許容値は、隣接チャネル漏えい電力の許容値、スペクトラムマスクの許容値及びス

プリアス領域における不要発射の強度の許容値とすること。 

一の送信装置において同一周波数帯で複数の搬送波を送信する場合にあっては、複

数の搬送波を同時に送信する条件で、最も下側の搬送波の送信周波数帯域の下端から

の周波数離調又は最も上側の搬送波の送信周波数帯域の上端からの周波数離調の妨

害波を配置し、上記許容値を満足すること。 

さらに一の送信装置において同一周波数帯で隣接しない複数の搬送波を送信する
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場合にあっては、複数の搬送波を同時に送信する条件で、下側の搬送波の上端から上

側の搬送波の下端までの周波数範囲において、下側の搬送波の上端からの周波数離調

又は上側の搬送波の下端からの周波数離調の妨害波を配置し、上記許容値を満足する

こと。 

 

(ｲ) 移動局 

規定しない。 

 

(2) 受信装置 

マルチパスのない受信レベルの安定した条件下（静特性下）において、以下の技術的条

件を満たすこと。 

 

ア キャリアアグリゲーション 

基地局については、一の受信装置で異なる周波数帯の搬送波を受信する場合について

は今回の審議の対象外としており、そのような受信装置が実現される場合には、その副

次的に発する電波等の限度について別途検討が必要である。 
移動局については、キャリアアグリゲーションで受信可能な搬送波の組合せで受信し

ている状態で搬送波毎にエからキに定める技術的条件を満足すること。ただし、それぞ

れの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

   

イ eMTC 

基地局については、５MHz、10MHz、15MHz及び20MHzの各システムの送信周波数帯域内

の連続する６リソースブロック（1.08MHz幅）の範囲で受信することとし、エからクに定

める各システムの技術的条件を満足すること。ただし、それぞれの項目において別に定

めがある場合は、この限りでない。 

移動局については、エからクに定める各システムの技術的条件を満足すること。ただ

し、それぞれの項目において別に定めがある場合は、この限りではない。 

 

ウ NB-IoT 

基地局については、５MHz、10MHz、15MHz及び20MHzの各システムの送信周波数帯域内

の１リソースブロック（180kHz幅）の範囲で受信することとし、エからクに定める各シ

ステムの技術的条件を満足すること。ただし、それぞれの項目において別に定めがある

場合は、この限りでない。 

移動局については、エからクに定める技術的条件を満足すること。ただし、それぞれ

の項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

 

エ 受信感度 

受信感度は、規定の通信チャネル信号（別に規定がない限りQPSK、符号化率1/3）を最

大値の95％以上のスループットで受信するために必要な空中線端子で測定した最小受

信電力であり静特性下において以下に示す値（基準感度）であること。 
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(ｱ) 基地局 

静特性下において、最大空中線電力毎に表７．１．３－２７の値以下の値であるこ

と。 

 

表７．１．３－２７ 受信感度（基地局）基本 

 基準感度(dBm) 

     最大空中線電力 

 

周波数帯域 

38dBmを超

える基地局 

24dBmを超

え、38dBm以

下の基地局 

24dBm以下の

基地局 

700MHz帯、800MHz帯、900MHz帯、

1.５ＧHz帯、1.7GHz帯、２GHz帯 
-100.8 -95.8 -92.8 

 

NB-IoTの搬送波を受信する場合の受信感度は、規定の通信チャネル信号（π

/2shift-BPSK、符号化率1/3）を最大値の95％以上のスループットで受信するために

必要な空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において表７．１．３－２

８の値以下の値であること。 

 

表７．１．３－２８ 受信感度（基地局）NB-IoT 

 基準感度 

     最大空中線電力 

 

周波数帯域 
38dBmを超える基地局 

700MHz帯、800MHz帯、900MHz帯、

1.５ＧHz帯、1.7GHz帯、２GHz帯 

-126.6 dBm/15kHz 

-132.6 dBm/3.75kHz 

 

(ｲ) 移動局     

静特性下において、チャネル帯域幅毎に表７．１．３－２９の値以下の値であるこ

と。 

 

表７．１．３－２９ 受信感度（移動局）基本 

周波数帯域 

システム毎の基準感度(dBm)  

５ MHz 

システム 

10 MHz 

システム 

15 MHz 

システム 

20 MHz 

システム 

700MHz帯 -97.8 -94.8 -93.0 -90.3 

800MHz帯 

(815MHz-830MHz) 
-96.8 -93.8 -92.0  

800MHz帯 

(830MHz-845MHz) 
-99.3 -96.3 -94.5  

900MHz帯 -96.3 -93.3 -91.5  

1.５ＧHz帯 -99.3 -96.3 -94.5 -91.3 

1.7GHz帯 -96.3 -93.3 -91.5 -90.3 

２GHz帯 -99.3 -96.3 -94.5 -93.3 
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搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合、静特性下において１つ又は２

つの搬送波で送信している条件、かつ２つの搬送波で受信している条件とし、各周波

数帯における受信搬送波毎に上記の表７．１．３－２９の基準感度以下の値であるこ

と。 

 

eMTCの移動局は、下記の表７．１．３－３０の基準感度以下の値であること。 

 

表７．１．３－３０ 受信感度（移動局）eMTC  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NB-IoTの移動局は、下記の表７．１．３－３１の基準感度以下の値であること。 

 

表７．１．３－３１ 受信感度（移動局）NB-IoT 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ ブロッキング 

ブロッキングは、１つの変調妨害波存在下で希望信号を受信する受信機能力の尺度で

あり、以下の条件下で希望波と変調妨害波を加えた時、規定の通信チャネル信号（別に

規定がない限りQPSK、符号化率1/3）を最大値の95％以上のスループットで受信できる

こと。 

 

周波数帯域 
通信方式毎の基準感度(dBm)  

FDD HD-FDD 

700MHz帯 -100 -100.8 

800MHz帯 

(815MHz-830MHz) 

-99.5 -100.3 

800MHz帯 

(830MHz-845MHz) 

-101.5 -102.3 

900MHz帯 -99 -99.8 

1.５ＧHz帯 -101.5 -102.3 

1.7GHz帯 -98.5 -99.3 

２GHz帯 -101.5 -102.3 

周波数帯域 基準感度(dBm)  

700MHz帯 

-107.5 

800MHz帯 

(815MHz-830MHz) 

800MHz帯 

(830MHz-845MHz) 

900MHz帯 

1.５ＧHz帯 

1.7GHz帯 

２GHz帯 
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(ｱ) 基地局 

最大空中線電力が38dBmを超える基地局においては、静特性下において以下の条件

とする。NB-IoTの搬送波を受信する場合の通信チャネル信号は、π/2shift-BPSK、符

号化率1/3とすること。 

 

表７．１．３－３２ ブロッキング（基地局）38dBm超 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の離調

周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

変調妨害波の電力 -43dBm -43dBm -43dBm -43dBm 

変調妨害波の周波

数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

最大空中線電力が24dBmを超え38dBm以下の基地局においては、静特性下において以

下の条件とする。 

 

表７．１．３－３３ ブロッキング（基地局）24dBm超38dBm以下 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の離調

周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

変調妨害波の電力 -38dBm -38dBm -38dBm -38dBm 

変調妨害波の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

最大空中線電力が20dBmを超え24dBm以下の基地局においては、静特性下において以

下の条件とする。 

 

表７．１．３－３４ ブロッキング（基地局）20dBm超24dBm以下 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の離調

周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

変調妨害波の電力 -35dBm -35dBm -35dBm -35dBm 

変調妨害波の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

また、最大空中線電力が20dBm以下の基地局においては、静特性下において以下の

条件とする。 
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表７．１．３－３５ ブロッキング（基地局）20dBm以下 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 

変調妨害波の離調

周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

変調妨害波の電力 -27dBm -27dBm -27dBm -27dBm 

変調妨害波の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

(ｲ) 移動局 

静特性下において、以下の条件とする。 

 

表７．１．３－３６ ブロッキング（移動局）基本 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+７dB 基準感度+９dB 

第１変調妨害波の

離調周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

第１変調妨害波の

電力 
-56dBm -56dBm -56dBm -56dBm 

第１変調妨害波の

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

第２変調妨害波の

離調周波数 
15MHz以上 17.5MHz以上 20MHz以上 22.5MHz以上 

第２変調妨害波の

電力 
-44dBm -44dBm -44dBm -44dBm 

第２変調妨害波の

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

なお、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合、静特性下において１つ

又は２つの搬送波で送信している条件、かつ２つの搬送波で受信している条件とし、

各周波数帯における受信搬送波毎に以下の条件とする。 

 

表７．１．３－３７ ブロッキング（移動局）キャリアアグリゲーション 

 ５MHz+５MHz 

システム 

５MHz+10MHz 

システム 

５MHz+15MHz 

システム 

10MHz+10MHz 

システム 

受信搬送波毎の希

望波の受信電力 
基準感度+９dB 

第１変調妨害波の

離調周波数 
12.5MHz 15.0MHz 17.5MHz 17.5MHz 

第１変調妨害波の

電力 
-56dBm -56dBm -56dBm -56dBm 

第１変調妨害波の

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 
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第２変調妨害波の

離調周波数 
17.5MHz以上 20MHz以上 22.5MHz以上 22.5MHz以上 

第２変調妨害波の

電力 
-44dBm -44dBm -44dBm -44dBm 

第２変調妨害波の

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

NB-IoTの移動局は、静特性下において、以下の条件とする。 

 

表７．１．３－３８ ブロッキング（移動局）NB-IoT 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 

第１変調妨害波の離調周波数 7.6MHz 

第１変調妨害波の電力 -56dBm 

第１変調妨害波の周波数幅 ５MHz 

第２変調妨害波の離調周波数 12.6MHz以上 

第２変調妨害波の電力 -44dBm 

第２変調妨害波の周波数幅 ５MHz 

 

カ 隣接チャネル選択度 

隣接チャネル選択度は、隣接する搬送波に配置された変調妨害波の存在下で希望信号

を受信する受信機能力の尺度であり、以下の条件下で希望波と変調妨害波を加えた時、

規定の通信チャネル信号（別に規定がない限りQPSK、符号化率1/3）を最大値の95％以上

のスループットで受信できること。 

 

(ｱ) 基地局 

最大空中線電力が38dBmを超える基地局においては、静特性下で以下の条件とする

こと。NB-IoTの搬送波を受信する場合の通信チャネル信号は、π/2shift-BPSK、符号

化率1/3とすること。 

 

表７．１．３－３９ 隣接チャネル選択度（基地局）38dBm超 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+10dB 基準感度+８dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の 

離調周波数 
５MHz 7.5MHz 10MHz 12.5MHz 

変調妨害波の電力 -52dBm -52dBm -52dBm -52dBm 

変調妨害波の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 
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また、最大空中線電力が24dBmを超え38dBm以下の基地局においては、静特性下で以

下の条件とすること。 

 

表７．１．３－４０ 隣接チャネル選択度（基地局）24dBm超38dBm以下 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の離調

周波数 
５MHz 7.5MHz 10MHz 12.5MHz 

変調妨害波の電力 -47dBm -47dBm -47dBm -47dBm 

変調妨害波の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

また、最大空中線電力が20dBmを超え24dBm以下の基地局においては、静特性下で以

下の条件とすること。 

 

表７．１．３－４１ 隣接チャネル選択度（基地局）20dBm超24dBm以下 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の離調

周波数 
５MHz 7.5MHz 10MHz 12.5MHz 

変調妨害波の電力 -44dBm -44dBm -44dBm -44dBm 

変調妨害波の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

また、最大空中線電力が20dBm以下の基地局においては、静特性下で以下の条件と

すること。 

 

表７．１．３－４２ 隣接チャネル選択度（基地局）20dBm以下 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+22dB 基準感度+22dB 基準感度+22dB 基準感度+22dB 

変調妨害波の離調

周波数 
５MHz 7.5MHz 10MHz 12.5MHz 

変調妨害波の電力 -28dBm -28dBm -28dBm -28dBm 

変調妨害波の周波

数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 
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(ｲ) 移動局 

静特性下において、以下の条件とすること。 

 

表７．１．３－４３ 隣接チャネル選択度（移動局）基本 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 

変調妨害波の離調

周波数 
５MHz 7.5MHz 10MHz 12.5MHz 

変調妨害波の電力 
基準感度

+45.5dB 

基準感度

+45.5dB 

基準感度

+42.5dB 

基準感度

+39.5dB 

変調妨害波の周波

数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合、静特性下で１つ又は２つの搬

送波で送信している条件、かつ２つの搬送波で受信している条件とし、以下の条件と

すること。 

 

表７．１．３－４４ 隣接チャネル選択度（移動局）キャリアアグリゲーション 

 
５MHz+５MHz 

システム 

５MHz+10MHz 

システム 

５MHz+15MHz 

システム 

10MHz+10MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 

変調妨害波の離調

周波数 
7.5MHz 10MHz 12.5MHz 12.5MHz 

変調妨害波の電力 
合計受信電力

+25.5dB 

合計受信電力

+25.5dB 

合計受信電力

+25.5dB 

合計受信電力

+25.5dB 

変調妨害波の周波

数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

NB-IoTの移動局は、静特性下において、以下の表７．１．３－４５に示す条件とす

ること。 

 

表７．１．３－４５ 隣接チャネル選択度（移動局）NB-IoT 

希望波の受信電力 基準感度+14dB 

変調妨害波の離調周波数 2.6MHz 

変調妨害波の電力 基準感度+47dB 

変調妨害波の周波数幅 ５MHz 

 

キ 相互変調特性 

３次相互変調の関係にある電力が等しい２つの無変調妨害波又は一方が変調された

妨害波の存在下で希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、次の条件下で希望波と

３次相互変調を生ずる関係にある無変調波と変調波の２つの妨害波を加えた時、規定の
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通信チャネル信号（別に規定がない限りQPSK、符号化率1/3）を最大値の95％以上のスル

ープットで受信できること。 

 

(ｱ) 基地局 

最大空中線電力が38dBmを超える基地局においては、静特性下で以下の条件とする

こと。NB-IoTの搬送波を受信する場合の通信チャネル信号は、π/2shift-BPSK、符号

化率1/3とすること。 

 

表７．１．３－４６ 相互変調特性（基地局）38dBm超 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

無変調妨害波１の

離調周波数 
10MHz 12.375MHz 14.75MHz 17.125MHz 

無変調妨害波１の

電力 
-52 dBm -52 dBm -52 dBm -52 dBm 

変調妨害波２の 

離調周波数 
20MHz 22.5MHz 25MHz 27.5MHz 

変調妨害波２の 

電力 
-52 dBm -52 dBm -52 dBm -52 dBm 

変調妨害波２の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

最大空中線電力が24dBmを超え、38dBm以下の基地局においては、静特性下で以下の

条件とすること。 

 

表７．１．３－４７ 相互変調特性（基地局）24dBm超38dBm以下 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

無変調妨害波１の

離調周波数 
10MHz 12.375MHz 14.75MHz 17.125MHz 

無変調妨害波１の

電力 
-47 dBm -47 dBm -47 dBm -47 dBm 

変調妨害波２の 

離調周波数 
20MHz 22.5MHz 25MHz 27.5MHz 

変調妨害波２の 

電力 
-47 dBm -47 dBm -47 dBm -47 dBm 

変調妨害波２の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

最大空中線電力が20dBmを超え24dBm以下の基地局においては、静特性下で以下の条

件とすること。 
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表７．１．３－４８ 相互変調特性（基地局）20dBm超24dBm以下 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

無変調妨害波１の

離調周波数 
10MHz 12.375MHz 14.75MHz 17.125MHz 

無変調妨害波１の

電力 
-44 dBm -44 dBm -44 dBm -44 dBm 

変調妨害波２の 

離調周波数 
20MHz 22.5MHz 25MHz 27.5MHz 

変調妨害波２の 

電力 
-44 dBm -44 dBm -44 dBm -44 dBm 

変調妨害波２の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

最大空中線電力が20dBm以下の基地局においては、静特性下で以下の条件とするこ

と。 

 

表７．１．３－４９ 相互変調特性（基地局）20dBm超24dBm以下 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 

無変調妨害波１の

離調周波数 
10MHz 12.375MHz 14.75MHz 17.125MHz 

無変調妨害波１の

電力 
-36 dBm -36 dBm -36 dBm -36 dBm 

変調妨害波２の 

離調周波数 
20MHz 22.5MHz 25MHz 27.5MHz 

変調妨害波２の 

電力 
-36 dBm -36 dBm -36 dBm -36 dBm 

変調妨害波２の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

 (ｲ) 移動局 

静特性下において、以下の条件とすること。 

 

表７．１．３－５０ 相互変調特性（移動局）基本 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+７dB 基準感度+９dB 

無変調妨害波１の

離調周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 



79 
 

無変調妨害波１の

電力 
-46 dBm -46 dBm -46 dBm -46 dBm 

変調妨害波２の 

離調周波数 
20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 

変調妨害波２の 

電力 
-46 dBm -46 dBm -46 dBm -46 dBm 

変調妨害波２の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合、静特性下において１つ又は２

つの搬送波で送信している条件、かつ２つの搬送波で受信している条件とし、各受信

搬送波に対して以下の条件とすること。 

 

表７．１．３－５１ 相互変調特性（移動局）キャリアアグリゲーション 

 
５MHz+５MHz 

システム 

５MHz+10MHz 

システム 

５MHz+15MHz 

システム 

10MHz+10MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+９dB 基準感度+９dB 基準感度+９dB 基準感度+９dB 

無変調妨害波１の

離調周波数 
12.5MHz 15MHz 17.5MHz 17.5MHz 

無変調妨害波１の

電力 
-46 dBm -46 dBm -46 dBm -46 dBm 

変調妨害波２の 

離調周波数 
25MHz 30MHz 35MHz 35MHz 

変調妨害波２の 

電力 
-46 dBm -46 dBm -46 dBm -46 dBm 

変調妨害波２の 

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

NB-IoTの移動局は、静特性下において以下の条件とすること。 

 

表７．１．３－５２ 相互変調特性（移動局）NB-IoT 

 NB-IoT 

希望波の受信電力 基準感度+12dB 

無変調妨害波１の離調周波数 2.2MHz 

無変調妨害波１の電力 -46 dBm 

変調妨害波２の離調周波数 4.4MHz 

変調妨害波２の電力 -46 dBm 

変調妨害波２の周波数幅 1.4MHz 

 

ク 副次的に発する電波等の限度 

受信状態で、空中線端子から発射される電波の限度とする。 

 

(ｱ) 基地局 

表７．１．３－５３に示す値以下であること。 
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表７．１．３－５３ 副次的に発する電波等の限度（基地局）基本 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

30MHz以上1000MHz未満 -57dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -47dBm １MHz 

２GHz帯TDD方式送受信帯域 2010MHz以上2025MHz以下 -52dBm １MHz 

 

なお、使用する周波数に応じて表７．１．３－５４に示す周波数範囲を除くこと。 

 

表７．１．３－５４ 副次的に発する電波等の限度（基地局）除外する周波数 

使用する周波数 除外する周波数範囲 

２GHz帯 2100MHz以上2180MHz以下 

1.7GHz帯 1795MHz以上1890MHz以下 

1.5GHz帯 1465.9MHz以上1520.9MHz以下 

900MHz帯 935MHz以上970MHz以下 

800MHz帯 850MHz以上900MHz以下 

700MHz帯 763MHz以上813MHz以下 

 

(ｲ) 移動局 

30MHz以上1000MHz未満では-57dBm/100kHz以下、1000MHz以上12.7５ＧHz以下では-

47dBm/MHz以下であること。 

 

７．１．４ 測定法 
LTE-Advanced方式の測定法については、国内で適用されている LTEの測定法に準ずるこ

とが適当である。基地局送信、移動局受信については、複数の送受空中線を有する無線設

備にあっては、アダプティブアレーアンテナを用いる場合は各空中線端子で測定した値を

加算（技術的条件が電力の絶対値で定められるもの。）した値により、空間多重方式を用い

る場合は空中線端子毎に測定した値による。移動局送信、基地局受信については、複数の

送受空中線を有し空間多重方式を用いる無線設備にあっては、最大空中線電力及び空中線

電力の許容偏差は各空中線端子で測定した値を加算した値により、それ以外は空中線端子

毎に測定した値による。 

 

(1) 送信装置 

ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を変調波が送信されるように設定し、波形解析器等を使用し、周

波数偏差を測定する。 

被試験器が、無変調の状態にできる場合は周波数計を用いて測定することができる。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局を基地局シミュレータと接続し、波形解析器等を使用し周波数偏

差を測定する。 



81 
 

 

イ スプリアス領域における不要発射の強度 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を定格出力で送信するよう設定し、空中線端子に接続されたスペ

クトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅と

し、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域における不要発射の強度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

なお、被試験器の空中線端子からアンテナ放射部までにフィルタによる減衰領域が

ある場合には、測定結果を前記減衰量にて補正すること。 

アダプティブアレーアンテナを用いる場合は、空中線電力の総和が最大となる状態

にて測定すること。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及びスペクトルアナライザを分配器等に

より接続し、試験周波数に設定して最大出力で送信する。分解能帯域幅を技術的条件

により定められた参照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域におけ

る不要発射の強度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

 

ウ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を定格出力で送信するよう設定し、空中線端子に接続されたスペ

クトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅と

し、規定される周波数範囲毎に隣接チャネル漏えい電力を測定する。 

     分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及びスペクトルアナライザを分配器等に

より接続し、試験周波数に設定して最大出力で送信する。分解能帯域幅を技術的条件
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により定められた参照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に隣接チャネル漏えい電

力を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

 

エ スペクトラムマスク 

(ｱ) 基地局 

スプリアス領域における不要発射の強度の(ｱ)基地局と同じ測定方法とするが、技

術的条件により定められた条件に適合するように測定又は換算する。 

 

(ｲ) 移動局 

スプリアス領域における不要発射の強度の(ｲ)移動局と同じ測定方法とするが、技

術的条件により定められた条件に適合するように測定又は換算する。 

 

オ 占有周波数帯幅 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を定格出力で送信するよう設定する。スペクトルアナライザを搬

送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の0.5％となる上下の限界周波

数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及びスペクトルアナライザを分配器等に

より接続し、試験周波数に設定して最大出力で送信する。スペクトルアナライザを搬

送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の0.5％となる上下の限界周波

数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 

カ 空中線電力 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を定格出力で送信するよう設定し、電力計により空中線電力を測

定する。 

アダプティブアレーアンテナを用いる場合は、一の空中線電力を最大にした状態で

空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及び電力計を分配器等により接続する。最

大出力の状態で送信し、電力計により空中線電力を測定する。 

 

キ 送信オフ時電力 

(ｱ) 基地局 

     規定しない。 
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(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局を基地局シミュレータ及びスペクトルアナライザを分配器等に

より接続し、送信停止状態とする。分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照

帯域幅とし、漏えい電力を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

 

ク 送信相互変調特性 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局と不要波信号発生器及びスペクトルアナライザを分配器等によ

り接続する。被試験器の基地局を定格出力で送信するよう設定し、不要波信号発生器

の送信出力及び周波数を技術的条件に定められた値に設定する。スペクトルアナライ

ザにより隣接チャネル漏えい電力、スペクトラムマスク及びスプリアス領域における

不要発射の強度と同じ方法で測定する。 

 

(ｲ) 移動局 

規定しない。 

 

(2) 受信装置 

ア 受信感度 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局と移動局シミュレータを接続し、技術的条件に定められた信号条

件に設定する。移動局シミュレータからランダムデータを送信し、スループットを測

定する。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータを接続し、技術的条件に定められた信号条

件に設定する。基地局シミュレータからランダムデータを送信し、スループットを測

定する。 

 

イ ブロッキング 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局と移動局シミュレータ及び変調信号発生器を接続し、技術的条件

に定められた信号レベルに設定する。移動局シミュレータからランダムデータを送信

し、変調信号発生器の周波数を掃引してスループットを測定する。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及び変調信号発生器を接続し、技術的条件

に定められた信号レベルに設定する。基地局シミュレータからランダムデータを送信
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し、変調信号発生器の周波数を掃引してスループットを測定する。 

 

ウ 隣接チャネル選択度 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局と移動局シミュレータ及び信号発生器を接続し、技術的条件に定

められた信号レベルに設定する。信号発生器の周波数を隣接チャネル周波数に設定し

てスループットを測定する。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及び信号発生器を接続し、技術的条件に定

められた信号レベルに設定する。信号発生器の周波数を隣接チャネル周波数に設定し

てスループットを測定する。 

 

エ 相互変調特性 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局と移動局シミュレータ及び２つの妨害波信号発生器を接続する。

希望波及び妨害波を技術的条件により定められた信号レベル及び周波数に設定する。

移動局シミュレータからランダムデータを送信し、スループットを測定する。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及び２つの妨害波信号発生器を接続する。

希望波及び妨害波を技術的条件により定められた信号レベル及び周波数に設定する。

基地局シミュレータからランダムデータを送信し、スループットを測定する。 

 
オ 副次的に発する電波等の限度 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を受信状態（送信出力停止）にし、受信機入力端子に接続された

スペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域

幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

なお、被試験器の空中線端子からアンテナ放射部までにフィルタによる減衰領域が

ある場合には、測定結果を前記減衰量にて補正すること。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及びスペクトルアナライザを分配器等に

より接続し、試験周波数に設定して受信状態（送信出力停止）にする。分解能帯域幅

を技術的条件により定められた参照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に

発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分
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解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

 

(3) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、(1)及び(2)の測定法によるほか、(1)及

び(2)の測定法と技術的に同等と認められる方法によることができる。 

 

７．１．５ 端末設備として移動局に求められる技術的な条件 
情報通信審議会携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20年 12月 11日）によ

り示された LTE方式の技術的な条件に準ずるものとする。ただし、以下(1)及び(2)につい

ては、以下に示す技術的な条件とする。 

 

(1) 送信タイミング 

基地局から受信したフレームに同期させ、かつ、基地局から指定されたサブフレーム

において送信を開始するものとし、その送信の開始時点の偏差は±130ナノ秒（NB-IoT

においては、±434ナノ秒）の範囲であること。 

 

(2) ランダムアクセス制御 

ア 基地局から指定された条件においてランダムアクセス制御信号を送出後、13サブフレ

ーム（eMTCにおいては、403サブフレーム）以内の基地局から指定された時間内に送

信許可信号を基地局から受信した場合は、送信許可信号を受信した時点から、基地局

から指定された 6サブフレーム以降で最初に送信可能なサブフレーム又はその次に送

信可能なサブフレームに情報の送信を行うこと。 

NB-IoTにおいては、基地局から指定された条件においてランダムアクセス制御信号

を送出後、41サブフレーム＋10.24秒以内の基地局から指定された時間内に送信許可

信号を基地局から受信した場合は、送信許可信号を受信した時点から、12ミリ秒以降

に開始するスロットで情報の送信を行うこと。 

イ アにおいて送信禁止信号を受信した場合又は送信許可信号若しくは送信禁止信号を

受信できなかった場合は、再びアの動作を行うこととする。この場合において、再び

アの動作を行う回数は、基地局から指示される回数を超えず、かつ、200回を超えない

こと。 

 

 また、IP移動電話端末に係る技術条件に関しては、情報通信審議会情報通信技術分科会

IPネットワーク設備委員会報告（平成 24年９月 27日） により示された IP移動電話端末

の技術的条件等に準ずるものとする。 

 

７．１．６ その他 
国内標準化団体等では、無線インタフェースの詳細仕様や高度化に向けた検討が引き続

き行われていることから、今後、これらの国際的な動向等を踏まえつつ、技術的な検討が

不要な事項について、国際的な整合性を早期に確保する観点から、適切かつ速やかに国際

標準の内容を技術基準に反映していくことが望ましい。  
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７．２ 陸上移動中継局(FDD)の技術的条件 

７．２．１ 無線諸元 
(1) 無線周波数帯、周波数間隔 

無線周波数帯は携帯電話用周波数として特定された 700MHz 帯、800MHz 帯、900MHz 帯、

1.５ＧHz帯、1.7GHz帯及び 2GHz帯の周波数を使用すること。 

 

(2) 中継方式  

非再生中継方式又は再生中継方式であること。また、いずれの方式においても周波数変

換を行うことができる。なお、本方式で対象となる RF信号は、増幅する無線方式の信号と

する。 

 

(3) 伝送方式  

増幅する無線方式による。 

 

(4) 占有周波数帯幅、電波の型式 

増幅する無線方式による。 

 

７．２．２ システム設計上の条件 
(1) 電波防護指針への適合 

電波を使用する機器については、電波法施行規則第 21条の３に適合すること。 

 

(2) 他システムとの共用 
他の無線局及び電波法第 56 条に基づいて指定された受信設備に干渉の影響を与えない

ように、設置場所の選択、フィルタの追加等の必要な対策を講ずること。 

 

７．２．３ 無線設備の技術的条件 
(1) 送信装置 

通常の動作状態において、以下の技術的条件を満たすこと。 

ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

±（0.1ppm+12Hz）以内であること。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

±300Hz以内であること。 

 

イ 空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

定格空中線電力の+2.7dB/-4.1dB以内であること。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 
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定格空中線電力の+2.7dB/-5.7dB以内であること。 

700MHz 帯の周波数にあっては、定格空中線電力の+2.7dB/-4.2dB 以内であること。 

 

ウ 隣接チャネル漏えい電力 

隣接チャネル漏えい電力の許容値は、以下に示す値であること。ただし、送信周波数

帯域内については規定しない。 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

【700MHz/800MHz/900MHz帯】 

-44.2dBc/3.84MHz以下又は+2.8dBm/3.84MHz 

（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ及び 7.5MHz離れ） 

 

【1.５ＧHz/1.7GHz/2GHz帯】 

-44.2dBc/3.84MHz以下又は-7.2dBm/3.84MHz 

（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ及び 7.5MHz離れ） 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

【800MHz帯】 

-32.2dBc/3.84MHz（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ） 

又は、次の数値以下 

-16dBm/100kHz（815MHzを超え 850MHz以下、885MHzを超え 958MHz以下の領域） 

-16dBm/MHz（815MHz以下、850MHzを超え 885MHz以下、958MHz超える領域） 

 

-35.2dBc/3.84MHz（送信周波数帯域端から 7.5MHz離れ） 

又は、次の数値以下 

-16dBm/100kHz（815MHzを超え 850MHz以下、885MHzを超え 958MHz以下の領域） 

-16dBm/MHz（815MHz以下、850MHzを超え 885MHz以下、958MHz超える領域） 

 

【700MHz/900MHz/1.５ＧHz/1.7GHz帯】 

-32.2dBc/3.84MHz又は-50dBm/3.84MHz以下 

（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ） 

-35.2dBc/3.84MHz又は-50dBm/3.84MHz以下 

（送信周波数帯域端から 7.5MHz離れ） 

 

【2GHz帯】 

-32.2dBc/3.84MHz又は-7.2dBm/3.84MHz以下 

（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ） 

-35.2dBc/3.84MHz又は-24.2dBm/3.84MHz以下 

（送信周波数帯域端から 7.5MHz離れ） 

 

エ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の許容値は、以下の表に示す値であること。 
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なお、この値は送信周波数帯域端から 10MHz以上の範囲に適用する。ただし、送信周

波数帯域内については規定しない。 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

【800MHz帯】 

・１GHz未満 

次の A)又は B)のいずれかに示す値であること。 

A) 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

 

B) 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1000MHz未満 -３dBm １MHz 

 

・１GHz超え 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -13dBm １MHz 

 

【700MHz/900MHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -13dBm １MHz 

 

【1.５ＧHz/1.7GHz/２GHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -13dBm １MHz 

 

なお、PHS 帯域については、次の表に示す許容値とすること。ただし、キャリア周

波数からのオフセット周波数 12.5MHz未満の範囲においても優先される。 

 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -41dBm 300kHz 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

【800MHz帯】 

・１GHz未満 
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次の A)又は B)のいずれかに示す値であること。 

A) 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満（815MHzを以上845MHz以下、 

885MHzを以上958MHz以下除く） 
-26dBm 100kHz 

815MHzを以上845MHz以下、885MHzを以上958MHz以下 -16dBm 100kHz 

 

B) 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

815MHz以上845MHz以下、885MHz以上958MHz以下 -16dBm 100kHz 

815MHz以下、845MHzを以上885MHz以下、958MHz以上 -16dBm １MHz 

 

・１GHz超え 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -16dBm １MHz 

 

【900MHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -30dBm １MHz 

 

なお、以下に示す周波数範囲については、次の表に示す許容値とすること。 

 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

860MHz以上890MHz以下 -40dBm １MHz 

 

【700MHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -30dBm １MHz 

 

【1.5/1.7GHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -30dBm １MHz 
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なお、以下に示す周波数範囲については、次の表に示す許容値とすること。 

 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -41dBm 300kHz 

 

【２GHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -30dBm １MHz 

 

なお、以下に示す周波数範囲については、次の表に示す許容値とすること。 

 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -41dBm 300kHz 

 

(2) 受信装置 

副次的に発する電波等の限度 

受信状態で、空中線端子から発射される電波の限度とする。 

【700MHz/800MHz/900MHz帯】 

30MHz以上 1000MHz未満では—48.8dBm/100kHz以下、1000MHz以上 12.7５ＧHz以下では

-38.8dBm/MHz以下であること。 

 

【1.５ＧHz/1.7GHz/２GHz帯】 

30MHz 以上 1000MHz 未満では-57dBm/100kHz 以下、1000MHz 以上 12.7５ＧHz 以下では-

47dBm/MHz以下であること。 

 

７．２．４ 測定法 
(1) 送信装置 

入力試験信号については、特に指定する場合を除き中継を行う携帯無線通信等の標準的

な変調をかけた信号全てとする。なお、測定結果が最悪となる入力試験信号を用いる場合

は、それ以外の入力試験信号による測定を省略することができる。 

ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、周波数計、波形解析

器等を使用し、周波数偏差を測定する。 

被試験器が、無変調の状態にできる場合は周波数計を用いて測定することができる。 

 
(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、周波数計、波形解析

器等を使用し、周波数偏差を測定する。 
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被試験器が、無変調の状態にできる場合は周波数計を用いて測定することができる。 

 
イ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、スペクトルアナライ

ザにより隣接チャネル漏えい電力を測定する。 

 
(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、スペクトルアナライ

ザにより隣接チャネル漏えい電力を測定する。 

 
ウ スプリアス領域における不要発射の強度 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、無線出力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参

照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域における不要発射の強度を

測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

 
(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、無線出力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参

照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域における不要発射の強度を

測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

 
エ 占有周波数帯幅 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定する。スペクトルアナラ

イザを搬送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の 0.5%となる上下の

限界周波数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 
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(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定する。スペクトルアナラ

イザを搬送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の 0.5%となる上下の

限界周波数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 
オ 空中線電力 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、電力計により送信電

力を測定する。 

 
(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、電力計により送信

電力を測定する。 

 
(2) 受信装置 

副次的に発する電波等の限度 

ア 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を受信状態（送信出力停止）にし、受信器入力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照

帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分解

能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って積分

した値とする。 

イ 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を受信状態（送信出力停止）にし、受信器入力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照

帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分解

能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って積分

した値とする。 

 
(3) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、(1)及び(2)の測定法によるほか、(1)及

び(2)の測定法と技術的に同等と認められる方法によることができる。 
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７．３ 小電力レピータ(FDD)の技術的条件 

７．３．１ 無線諸元 
(1) 無線周波数帯、周波数間隔 

無線周波数帯は携帯電話用周波数として特定された 700MHz 帯、800MHz 帯、900MHz 帯、

1.５ＧHz帯、1.7GHz帯及び２GHz帯の周波数を使用すること。 

 

(2) 中継方式  

非再生中継方式又は再生中継方式であること。また、いずれの方式においても周波数変

換を行うことができる。なお、本方式で対象となる RF信号は、増幅する無線方式の信号と

する。 

 

(3) 伝送方式  

増幅する無線方式による。 

 

(4) 空中線電力、空中線利得 

下り回線（移動局向け送信）、上り回線（基地局向け送信）の空中線電力、空中線利得は、

表７．３．１－１に示すとおりとする。 

表７．３．１－１ 空中線電力の最大値 

 空中線電力 空中線利得 

下り回線 24.0dBm（250mW）注 0dBi以下注 

上り回線 16.0dBm（40mW） 9dBi以下 

注：下り回線において、等価等方輻射電力が絶対利得 0dBの空中線に 250mWの

空中線電力を加えたときの値以下となる場合は、その低下分を空中線の利

得で補うことができるものとする。なお、空中線利得には給電線損失は含

まないものとする。 

 

(5) 占有周波数帯幅、電波の型式 

増幅する無線方式による。 

 

７．３．２ システム設計上の条件 
(1) 最大収容可能局数 

１基地局（＝１セル）当りの本レピータの最大収容可能局数は 50局を目安とする。 

 

(2) 電波防護指針への適合 

電波を使用する機器については、電波法施行規則第 21条の３に適合すること。 

 

(3) 他システムとの共用 

他の無線局及び電波法第 56 条に基づいて指定された受信設備に干渉の影響を与えない

ように、設置場所の選択等の必要な対策を講ずること。 
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７．３．３ 無線設備の技術的条件 
(1) 送信装置 

通常の動作状態において、以下の技術的条件を満たすこと。 

ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

±（0.1ppm+12Hz）以内であること。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

±300Hz以内であること。 

 

イ 空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

定格空中線電力の+2.7dB/-4.1dB以内であること。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

空中線電力の許容値は、定格空中線電力の+2.7dB/-5.7dB以内であること。 

700MHz 帯の周波数にあっては、定格空中線電力の+2.7dB/-4.2dB 以内であること。 

  

ウ 隣接チャネル漏えい電力 

隣接チャネル漏えい電力の許容値は、以下に示す値であること。ただし、送信周波数

帯域内については規定しない。 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

【700MHz/800MHz/900MHz帯】 

-３dBm/MHz（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ及び 7.5MHz離れ） 

 

【1.５ＧHz/1.7GHz/２GHz帯】 

-13dBm/MHz（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ及び 7.5MHz離れ） 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

【800MHz帯】 

-32.2dBc/3.84MHz（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ） 

又は、次の数値以下 

-16dBm/100kHz（815MHzを超え 850MHz以下、885MHzを超え 958MHz以下の領域） 

-16dBm/MHz（815MHz以下、850MHzを超え 885MHz以下、958MHz超える領域） 

 

-35.2dBc/3.84MHz（送信周波数帯域端から 7.5MHz離れ） 

又は、次の数値以下 

-16dBm/100kHz（815MHzを超え 850MHz以下、885MHzを超え 958MHz以下の領域） 

-16dBm/MHz（815MHz以下、850MHzを超え 885MHz以下、958MHz超える領域） 
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【700MHz/900MHz/1.５ＧHz/1.7GHz帯】 

-32.2dBc/3.84MHz又は-13dBm/MHz以下（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ） 

-35.2dBc/3.84MHz又は-30dBm/MHz以下（送信周波数帯域端から 7.5MHz離れ） 

 

【2GHz帯】 

-32.2dBc/3.84MHz又は-13dBm/MHz以下（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ） 

-35.2dBc/3.84MHz又は-30dBm/MHz以下（送信周波数帯域端から 7.5MHz離れ） 

 

エ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の許容値は、以下の表に示す値であること。 

なお、この値は送信周波数帯域端から 10MHz以上の範囲に適用する。ただし、送信周

波数帯域内については規定しない。 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

【800MHz帯】 

・１GHz未満 

次のA)又はB)のいずれかに示す値であること。 

A) 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

 

B) 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1000MHz未満 -３dBm １MHz 

 

・１GHz超え 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -13dBm １MHz 

 

【700MHz/900MHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -13dBm １MHz 

 

【1.５ＧHz/1.7GHz/２GHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -13dBm １MHz 
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なお、PHS帯域については、次の表に示す許容値とすること。ただし、キャリア周波

数からのオフセット周波数12.5MHz未満の範囲においても優先される。 

 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -51dBm 300kHz 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

【800MHz帯】 

・１GHz未満 

次のA)又はB)のいずれかに示す値であること。 

A) 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満（815MHz以上845MHz以下、 

885MHz以上958MHz以下除く） 
-26dBm 100kHz 

815MHz以上845MHz以下、885MHz以上958MHz以下 -16dBm 100kHz 

 

B) 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

815MHz以上845MHz以下、885MHz以上958MHz以下 -16dBm 100kHz 

815MHz以下、845MHz以上885MHz以下、958MHz以上 -16dBm １MHz 

 

・１GHz超え 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -16dBm １MHz 

 

【900MHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -30dBm １MHz 

 

なお、以下に示す周波数範囲については、次の表に示す許容値とすること。 

 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

860MHz以上890MHz以下 -40dBm １MHz 

 

【700MHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 
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30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -30dBm １MHz 

     

【1.5/1.7/２GHz帯】 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -30dBm １MHz 

 

なお、以下に示す周波数範囲については、次の表に示す許容値とすること。 

 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -51dBm 300kHz 

 

オ 帯域外利得（非再生中継方式のみ適用） 

次の条件を全て満たすこと。 

・送信周波数帯域端から 5MHz離れた周波数において利得 35dB以下であること。 

・送信周波数帯域端から 10MHz離れた周波数において利得 20dB以下であること。 

・送信周波数帯域端から 40MHz離れた周波数において利得０dB以下であること。 

 

(2) 受信装置 

副次的に発する電波等の限度 

受信状態で、空中線端子から発射される電波の限度とする。 

【700MHz/800MHz/900MHz帯】 

30MHz以上 1000MHz未満では—48.8dBm/100kHz以下、1000MHz以上 12.7５ＧHz以下では

-38.8dBm/MHz以下であること。 

 

【1.５ＧHz/1.7GHz/2GHz】 

30MHz 以上 1000MHz 未満では-57dBm/100kHz 以下、1000MHz 以上 12.7５ＧHz 以下では-

47dBm/MHz以下であること。 

 

(3) その他必要な機能 

ア 包括して免許の申請を可能とするための機能 

「通信の相手方である無線局からの電波を受けることによって自動的に選択される

周波数の電波のみを発射する」こと。 

 

イ その他、陸上移動局として必要な機能 

(ｱ) 周囲の他の無線局への干渉を防止するための機能 

発振防止機能を有すること。 
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(ｲ) 将来の周波数再編等に対応するための機能 

包括して免許の申請を可能とするための機能又は携帯電話端末からレピータを制

御する機能を有すること。 

 

７．３．４ 測定法 
(1) 送信装置 

入力試験信号については、特に指定する場合を除き中継を行う携帯無線通信の標準的な

変調をかけた信号（連続波）全てとする。なお、測定結果が最悪となる入力試験信号を用

いる場合は、それ以外の入力試験信号による測定を省略することができる。 

ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、周波数計、波形解析

器等を使用し、周波数偏差を測定する。 

被試験器が、無変調の状態にできる場合は周波数計を用いて測定することができる。 

  

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、周波数計、波形解析

器等を使用し、周波数偏差を測定する。 

被試験器が、無変調の状態にできる場合は周波数計を用いて測定することができる。 

 

イ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、スペクトルアナライ

ザにより隣接チャネル漏えい電力を測定する。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、スペクトルアナライ

ザにより隣接チャネル漏えい電力を測定する。 

 

ウ スプリアス領域における不要発射の強度 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、無線出力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参

照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域における不要発射の強度を

測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 
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(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、無線出力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参

照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域における不要発射の強度を

測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

 

エ 占有周波数帯幅 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定する。スペクトルアナラ

イザを搬送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の 0.5%となる上下の

限界周波数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定する。スペクトルアナラ

イザを搬送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の 0.5%となる上下の

限界周波数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 

オ 空中線電力 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、電力計により送信電

力を測定する。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、電力計により送信電

力を測定する。 

 

カ 送信空中線の絶対利得 

測定距離 3m 以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したオープンサイト若しくはそれ

らのテストサイトにおいて測定すること。測定用空中線は測定する周波数帯における送

信空中線絶対利得として求める。この場合において、複数の空中線を用いる場合であっ

て位相を調整して最大指向性を得る方式の場合は、合成した利得が最大になる状態で測

定すること。 

テストサイトの測定用空中線は、指向性のものを用いること。また、被測定対象機器

の大きさが 60cm を超える場合は、測定距離をその５倍以上として測定することが適当
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である。 

なお、円偏波の空中線利得の測定においては直線偏波の測定用空中線を水平及び垂直

にして測定した値の和とすること。ただし、最大放射方向の特定が困難な場合は直線偏

波の空中線を水平又は垂直で測定した値に3dB加えることによって円偏波空中線の利得

とすることが適当である。 

 

キ 帯域外利得 

送信周波数帯域端から５MHz、10MHz、40MHz 離れた周波数において無変調波にて測定

する。 

 

(2) 受信装置 

副次的に発する電波等の限度 

ア 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを受信状態（送信出力停止）にし、受信器入力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照

帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分解

能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って積分

した値とする。 

 

イ 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを受信状態（送信出力停止）にし、受信器入力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照

帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分解

能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って積分

した値とする。 

 

(3) 包括して免許の申請を可能とするための機能の測定 

以下のいずれかの方法にて測定する。 

・受信した搬送波の事業者識別符号等を読み取ることで事業者を識別し、当該事業者

の搬送波のみを増幅することをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

・事業者特有の信号を定期的に受信し、レピータが当該信号を受信することで自らが

増幅可能な電波を受信していることを確認し、当該信号の受信が確認できなくな

った際には増幅動作を停止することをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

・基地局等からの遠隔制御により、増幅動作の停止が行えることをスペクトルアナラ

イザ等にて確認する。 

 

(4) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、(1)及び(2)の測定法によるほか、(1)及

び(2)の測定法と技術的に同等と認められる方法によることができる。  
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第８章 LTE-Advanced 方式（TDD）の技術的条件 
 
８．１ LTE-Advanced方式(TDD)の技術的条件 
８．１．１ 無線諸元 

(1) 無線周波数帯 

ITU-Rにおいて IMT用周波数として特定された 3.５ＧHz帯(3.4GHz-3.6GHz)の周波数を

使用すること。 

 

(2) キャリア設定周波数間隔 

設定しうるキャリア周波数間の最低周波数設定ステップ幅であること。 

100kHzとすること。 

 

(3) 多元接続方式／多重接続方式 

OFDM（Orthogonal Frequency Division Multiplexing：直交周波数分割多重）方式及び

TDM（Time Division Multiplexing：時分割多重）方式との複合方式を下り回線（基地局送

信、移動局受信）に、SC-FDMA（Single Carrier Frequency Division Multiple Access：

シングル・キャリア周波数分割多元接続）方式を上り回線（移動局送信、基地局受信）に

使用すること。 

 

(4) 通信方式 

TDD（Time Division Duplex：時分割複信）方式とすること。 

 

(5) 変調方式 

ア 基地局（下り回線） 

BPSK (Binary Phase Shift Keying)、QPSK (Quadrature Phase Shift Keying)、16QAM 

(16 Quadrature Amplitude Modulation)、64QAM (64 Quadrature Amplitude Modulation) 

又は 256QAM (256 Quadrature Amplitude Modulation)方式を採用すること。 

イ 移動局（上り回線） 

BPSK、QPSK、16QAM、64QAM又は 256QAM方式を採用すること。 

 

８．１．２ システム設計上の条件 

(1) フレーム長 

フレーム長は 10ms であり、サブフレーム長は１ms(10 サブフレーム／フレーム)、スロ

ット長は 0.5ms(20スロット／フレーム)であること。フレーム毎又は 1/2フレーム（５ms）

毎に、最低１つのサブフレームが上り又は下りに割り当てられる。 

 

(2) 送信電力制御 

基地局からの電波の受信電力の測定又は当該基地局からの制御情報に基づき空中線電

力が必要最小限となるよう自動的に制御する機能を有すること。 
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(3) 電磁環境対策 

移動局と自動車用電子機器や医療用電子機器等との相互の電磁干渉に対しては、十分な

配慮が払われていること。 

 

(4) 電波防護指針への適合 

電波を使用する機器については、基地局については電波法施行規則（昭和 25 年電波監

理委員会規則第 14 号）第 21 条の３、移動局については無線設備規則（昭和 25 年電波監

理委員会規則第 18号）第 14条の２に適合すること。 

 

(5) 移動局送信装置の異常時の電波発射停止 

次の機能が独立してなされること。 

ア 基地局が移動局の異常を検出した場合、基地局は移動局に送信停止を要求すること。 

 

イ 移動局自身がその異常を検出した場合は、異常検出タイマのタイムアウトにより移動

局自身が送出を停止すること。 

 

(6) 他システムとの共用 

他の無線局及び電波法（昭和 25年５月２日法律第 131号）第 56条に基づいて指定され

た受信設備に干渉の影響を与えないように、設置場所の選択、フィルタの追加等の必要な

対策を講ずること。 

 

８．１．３ 無線設備の技術的条件 

(1) 送信装置 

通常の動作状態において、以下の技術的条件を満たすこと。 

ア キャリアアグリゲーション 

基地局については、一の送信装置から異なる周波数帯の搬送波を発射する場合につい

ては今回の審議の対象外としており、そのような送信装置が実現される場合には、その

不要発射等について別途検討が必要である。 

移動局については、キャリアアグリゲーション（二以上の搬送波を同時に用いて一体

として行う無線通信をいう。）で送信可能な搬送波の組合せで送信している状態で搬送波

毎にイからコに定める技術的条件を満足すること。ただし、それぞれの項目において別

に定めがある場合は、この限りでない。 

周波数帯及び搬送波数について、基地局は規定しない。 

移動局については、異なる周波数帯の搬送波を発射する場合又は同一周波数帯の隣接

しない搬送波を発射する場合については規定しない。同一周波数帯で搬送波が隣接する

キャリアアグリゲーションで送信する場合は、搬送波数は２とする。 

 
イ 周波数の許容偏差 

(ｱ) 基地局 

最大送信電力が38dBmを超える基地局においては、±（0.05ppm＋12Hz）以内である

こと。 
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最大送信電力が20dBmを超え38dBm以下の基地局においては、±（0.1ppm＋12Hz）以

内、最大送信電力が20dBm以下の基地局においては、±（0.25ppm＋12Hz）以内である

こと。 

 

(ｲ) 移動局 

基地局送信周波数に対して、±（0.1ppm＋15Hz）以内であること。 

 

ウ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の許容値は、以下の表に示す値以下であること。 

(ｱ) 基地局 

基地局における許容値は、５MHzシステム、10MHzシステム、15MHzシステム、20MHz

システムいずれの場合も、基地局が使用する周波数帯（3400～3600MHzの周波数帯を

いう。以下同じ。）の端から10MHz以上離れた周波数範囲に適用する。空間多重方式を

用いる基地局にあっては各空中線端子で測定した不要発射の強度が表８．１．３－１

に示す許容値以下であること。また、一の送信装置において同一周波数帯で複数搬送

波（変調後の搬送波をいう。以下８．１．３において同じ。）を送信する場合にあって

は、複数の搬送波を同時に送信した場合においても、本規定を満足すること。 

 

表８．１．３－１ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（基地局）基本 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上12.75GHz未満 -13dBm １MHz 

12.75GHz以上下りの上端の周波数の５倍未満 -13dBm １MHz 

 

以下に示すPHS帯域については、表８．１．３－２に示す許容値以下であること。 

 

表８．１．３－２ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（基地局）PHS帯域 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

1884.5MHz以上1915.7MHz以下 -41dBm 300kHz 

 

(ｲ) 移動局 

移動局における許容値は、５MHzシステムにあっては周波数離調（送信周波数帯域

の中心周波数から参照帯域幅の送信周波数帯に近い方の端までの差の周波数を指す。

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合を除き、以下同じ。）が12.5MHz以

上、10MHzシステムにあっては周波数離調が20MHz以上、15MHzシステムにあっては周

波数離調が27.5MHz以上、20MHzシステムにあっては周波数離調が35MHz以上に適用す

る。なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を

基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によって制

限すること又はそれらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値
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とすることができる。 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、２つの搬送波で送信

している条件での許容値とし、５MHz+５MHzシステムにあっては周波数離調（隣接す

る２つの搬送波の送信帯域幅の中心周波数から参照帯域幅の送信周波数帯に近い方

の端までの差の周波数を指す。搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合に

あっては、以下同じ。）が19.7MHz以上、５MHz+10MHzシステムにあっては周波数離調が

27.425MHz以上、５MHz+15MHzシステムにあっては周波数離調が34.7MHz以上、

10MHz+10MHzシステムにあっては周波数離調が34.85MHz以上、５MHz+20MHzシステムに

あっては周波数離調が42.425MHz以上、10MHz+15MHzシステムにあっては周波数離調が

42.125MHz以上、10MHz+20MHzシステムにあっては周波数離調が49.85MHz以上、

15MHz+15MHzシステムにあっては周波数離調が50MHz以上、15MHz+20MHzシステムにあ

っては周波数離調が57.275MHz以上、20MHz+20MHzシステムにあっては周波数離調が

64.7MHz以上の周波数範囲に適用する。 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、一の搬送波のスプ

リアス領域が他の搬送波の送信周波数帯域及び帯域外領域と重複する場合は、当該周

波数範囲においては本規定を適用しない。なお、送信する周波数の組合せにより測定

する周波数範囲における許容値が異なる場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。 

 

表８．１．３－３ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局）基本 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -30dBm １MHz 

12.7５ＧHz以上上りの上端の周波数の５倍未満 -30dBm １MHz 

 

表８．１．３－４に示す周波数範囲については、同表に示す許容値以下であること。 

 

表８．１．３－４ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局）個別周波数帯 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

700MHz帯受信帯域 773MHz以上803MHz以下 -50dBm １MHz 

800MHz帯受信帯域 860MHz以上890MHz以下 -50dBm １MHz 

900MHz帯受信帯域 945MHz以上960MHz以下 -50dBm １MHz 

1.7GHz帯受信帯域 1845MHz以上1880MHz以下 -50dBm １MHz 

２GHz帯TDD方式送受信帯域 2010MHz以上2025MHz以下 -50dBm １MHz 

２GHz帯受信帯域 2110MHz以上2170MHz以下 -50dBm １MHz 

 

エ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 基地局 

表８．１．３－５に示す絶対値規定又は相対値規定のいずれかの許容値を各離調周

波数において満足すること。空間多重方式を用いる基地局にあっては各空中線端子で

測定した不要発射の強度が本規定を満足すること。 
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一の送信装置において同一周波数帯で複数の搬送波を同時に送信する場合の許容

値は、最も下側の搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、表８．１．３

－５に示す絶対値規定又は相対値規定のいずれかの許容値を各離調周波数において

満足すること。 

 

表８．１．３－５ 隣接チャネル漏えい電力（基地局） 

システム 規定の種別 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

５MHzシステム 

絶対値規定 ５MHz -13dBm/MHz 4.5MHz 

相対値規定 ５MHz -44.2dBc 4.5MHz 

絶対値規定 10MHz -13dBm/MHz 4.5MHz 

相対値規定 10MHz -44.2dBc 4.5MHz 

10MHzシステム 

絶対値規定 10MHz -13dBm/MHz ９MHz 

相対値規定 10MHz -44.2dBc ９MHz 

絶対値規定 20MHz -13dBm/MHz ９MHz 

相対値規定 20MHz -44.2dBc ９MHz 

15MHzシステム 

絶対値規定 15MHz -13dBm/MHz 13.5MHz 

相対値規定 15MHz -44.2dBc 13.5MHz 

絶対値規定 30MHz -13dBm/MHz 13.5MHz 

相対値規定 30MHz -44.2dBc 13.5MHz 

20MHzシステム 

絶対値規定 20MHz -13dBm/MHz 18MHz 

相対値規定 20MHz -44.2dBc 18MHz 

絶対値規定 40MHz -13dBm/MHz 18MHz 

相対値規定 40MHz -44.2dBc 18MHz 

     

一の送信装置において同一周波数帯で隣接しない複数の搬送波を同時に送信する

場合は、表８．１．３－６に示す絶対値規定又は相対値規定のいずれかの許容値を各

オフセット周波数において満足すること。 

 

表８．１．３－６ 隣接チャネル漏えい電力（隣接しない複数の搬送波を発射する基地局） 

周波数差注２ 規定の種別 オフセット周波数注３ 許容値 参照帯域幅 

５MHz以上 

10MHz以下 

絶対値規定 2.5MHz -13dBm/MHz  4.5MHz 

相対値規定 2.5MHz -44.2dBc注４ 4.5MHz 

10MHzを超え

15MHz未満 

絶対値規定 2.5MHz -13dBm/MHz  4.5MHz 

相対値規定 2.5MHz -44.2dBc注４ 4.5MHz 

絶対値規定 7.5MHz -13dBm/MHz  4.5MHz 

相対値規定 7.5MHz -44.2dBc注４ 4.5MHz 

15MHz以上 

20MHz未満 

絶対値規定 2.5MHz -13dBm/MHz  4.5MHz 

相対値規定 2.5MHz -44.2dBc注５ 4.5MHz 

絶対値規定 7.5MHz -13dBm/MHz  4.5MHz 

相対値規定 7.5MHz -44.2dBc注４ 4.5MHz 

20MHz以上 

絶対値規定 2.5MHz -13dBm/MHz  4.5MHz 

相対値規定 2.5MHz -44.2dBc注５ 4.5MHz 

絶対値規定 7.5MHz -13dBm/MHz  4.5MHz 

相対値規定 7.5MHz -44.2dBc注５ 4.5MHz 
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注１：本表は、下側の搬送波の送信周波数帯域の上端から、上側の搬送波の送信周波数

帯域の下端までの周波数範囲に適用する。 

注２：下側の搬送波の送信周波数帯域の上端から、上側の搬送波の送信周波数帯域の下

端までの周波数差 

注３：下側の搬送波の送信周波数帯域の上端又は上側の搬送波の送信周波数帯域の下

端から隣接チャネル漏えい電力の測定帯域の中心までの差の周波数 

注４：基準となる搬送波の電力は、複数の搬送波の電力の和とする。 

注５：基準となる搬送波の電力は、下側の搬送波又は上側の搬送波の電力とする。 

 

(ｲ) 移動局 

許容値は、表８．１．３－７に示す絶対値規定又は相対値規定のどちらか高い値で

あること。なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロッ

ク）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によ

って制限すること又はそれらの組合せによる制御によって制限することで、その条件

での許容値とすることができる。 

 

表８．１．３－７ 隣接チャネル漏えい電力（移動局）基本 

システム 規定の種別 離調周波数 許容値注 参照帯域幅 

５MHzシステム 
絶対値規定 ５MHz -50dBm 4.5MHz 

相対値規定 ５MHz -29.2dBc 4.5MHz 

10MHzシステム 
絶対値規定 10MHz -50dBm ９MHz 

相対値規定 10MHz -29.2dBc ９MHz 

15MHzシステム 
絶対値規定 15MHz -50dBm 13.5MHz 

相対値規定 15MHz -29.2dBc 13.5MHz 

20MHzシステム 
絶対値規定 20MHz -50dBm 18MHz 

相対値規定 20MHz -29.2dBc 18MHz 

注：送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ離れた周波数を中心周

波数とする参照帯域幅分の値とする。 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、許容値は、２つの搬

送波で送信している条件とし、表８．１．３－８に示す相対値規定又は絶対値規定の

どちらか高い値であること。 

 

表８．１．３－８ 隣接チャネル漏えい電力（移動局）キャリアアグリゲーション 

システム 規定の種別 離調周波数 許容値注１ 参照帯域幅 

５MHz+５MHz 

システム 

絶対値規定 9.8MHz -50dBm 9.3MHz 

相対値規定 9.8MHz -29.2dBc 9.3MHz 

５MHz+10MHz 

システム 

絶対値規定 14.95MHz -50dBm 13.95MHz 

相対値規定 14.95MHz -29.2dBc 13.95MHz 

５MHz+15MHz 

システム 

絶対値規定 19.8MHz -50dBm 18.3MHz 

相対値規定 19.8MHz -29.2dBc 18.3MHz 

10MHz+10MHz 

システム 

絶対値規定 19.9MHz -50dBm 18.9MHz 

相対値規定 19.9MHz -29.2dBc 18.9MHz 
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５MHz+20MHz 

システム 

絶対値規定 24.95MHz -50dBm 22.95MHz 

相対値規定 24.95MHz -29.2dBc 22.95MHz 

10MHz+15MHz 

システム 

絶対値規定 24.75MHz -50dBm 23.25MHz 

相対値規定 24.75MHz -29.2dBc 23.25MHz 

10MHz+20MHz 

システム 

絶対値規定 29.9MHz -50dBm 27.9MHz 

相対値規定 29.9MHz -29.2dBc 27.9MHz 

15MHz+15MHz 

システム 

絶対値規定 30MHz -50dBm 28.5MHz 

相対値規定 30MHz -29.2dBc 28.5MHz 

15MHz+20MHz 

システム 

絶対値規定 34.85MHz -50dBm 32.85MHz 

相対値規定 34.85MHz -29.2dBc 32.85MHz 

20MHz+20MHz 

システム 

絶対値規定 39.8MHz -50dBm 37.8MHz 

相対値規定 39.8MHz -29.2dBc 37.8MHz 

注１：隣接する２つの搬送波の送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分

だけ離れた周波数を中心周波数とする参照帯域幅分の値とする。 

注２：相対値規定の際、基準となる搬送波電力は、キャリアアグリゲーション

で送信する隣接する２つの搬送波電力の和とする。 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各送信周波数帯域

の端（他方の送信搬送波に近い端に限る。）の間隔が各搬送波の占有周波数帯幅より

も狭い場合はその間隔内においては本規定を適用しない。 

 

オ スペクトラムマスク 

(ｱ) 基地局 

送信周波数帯域の端（不要発射の強度の測定帯域に近い端に限る。）から不要発射

の強度の測定帯域の中心周波数までの差のオフセット周波数（Δf）に対して、５MHz

システム、10MHzシステム、15MHzシステム、20MHzシステムいずれの場合も、表８．１．

３－９に示す許容値以下であること。ただし、基地局が使用する周波数帯の端から

10MHz未満の周波数範囲に限り適用する。空間多重方式を用いる基地局にあっては各

空中線端子で測定した不要発射の強度が表８．１．３－９に示す許容値以下であるこ

と。また、一の送信装置において同一周波数帯で複数の搬送波を送信する場合にあっ

ては、複数の搬送波を同時に送信した場合においても、最も下側の搬送波の下側及び

最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

一の送信装置において同一周波数帯で隣接しない複数の搬送波を同時に送信する

場合は、下側の搬送波の送信周波数帯域の上端から、上側の搬送波の送信周波数帯域

の下端までの周波数範囲においては、各搬送波に属するスペクトラムマスクの許容値

の総和を満たすこと。ただし、下側の搬送波の送信周波数帯域の上端、及び上側の搬

送波の送信周波数帯域の下端から10MHz以上離れた周波数範囲においては、-

13dBm/MHzを満足すること。 
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表８．１．３－９ スペクトラムマスク（基地局） 

オフセット周波数|Δf |(MHz) 許容値 参照帯域幅 

0.05MHz以上5.05MHz未満 -5.2dBm-7/5×(Δf -0.05)dB 100kHz  

5.05MHz以上10.05MHz未満 -12.2dBm  100kHz 

10.5MHz以上 -13dBm １MHz 

 

(ｲ) 移動局 

送信周波数帯域の端（不要発射の強度の測定帯域に近い端に限る。）から不要発射

の強度の測定帯域の最寄の端までのオフセット周波数（Δf）に対して、システム毎に

表８．１．３－１０に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって移動局に割

り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制限し、あるい

は送信電力を基地局や移動局の制御によって制限すること又はそれらの組合せによ

る制御によって制限することで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表８．１．３－１０ スペクトラムマスク（移動局） 

オフセット周波数|Δf| 

システム毎の許容値（dBm） 
参照帯域

幅 
５ 

MHz 

10 

MHz 

15 

MHz 

20 

MHz 

０MHz以上１MHz未満 -13.2  -16.2 -18.2 -19.2 30 kHz  

１MHz以上2.5MHz未満 -8.2 -8.2 -8.2 -8.2 １MHz 

2.5MHz以上５MHz未満 -8.2 -8.2 -8.2 -8.2 １MHz 

５MHz以上６MHz未満 -11.2 -11.2 -11.2 -11.2 １MHz 

６MHz以上10MHz未満 -23.2 -11.2 -11.2 -11.2 １MHz 

10MHz以上15MHz未満  -23.2 -11.2 -11.2 １MHz 

15MHz以上20MHz未満   -23.2 -11.2 １MHz 

20MHz以上25MHz未満    -23.2 １MHz 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、表８．１．３－１１

に示す許容値以下であること。 

 

表８．１．３－１１ スペクトラムマスク（移動局）キャリアアグリゲーション 

オフセット周波数|Δf| 

システム毎の許容値 (dBm) 
参照帯

域幅 
５MHz ５MHz ５MHz 10MHz 10MHz ５MHz 

+５MHz +10MHz +15MHz +10MHz +15MHz +20MHz 

０MHz以上１MHz未満 -16.1 -18.1 -19.1 -19.1 -20.2 -20.2 30kHz 

１MHz以上５MHz未満 -8.2 -8.2 -8.2 -8.2 -8.2 -8.2 １MHz 

５MHz以上 9.8MHz未満 -11.2 -11.2 -11.2 -11.2 -11.2 -11.2 １MHz 

9.8MHz以上 14.8MHz未満 -23.2 -11.2 -11.2 -11.2 -11.2 -11.2 １MHz 

14.8MHz以上 14.95MHz未満  -11.2 -11.2 -11.2 -11.2 -11.2 １MHz 

14.95MHz以上 19.8MHz未満  -23.2 -11.2 -11.2 -11.2 -11.2 １MHz 

19.8MHz以上 19.9MHz未満  -23.2 -23.2 -11.2 -11.2 -11.2 １MHz 

19.9MHz以上 19.95MHz未満  -23.2 -23.2 -23.2 -11.2 -11.2 １MHz 

19.95MHz以上 24.75MHz未満   -23.2 -23.2 -11.2 -11.2 １MHz 

24.75MHz以上 24.8MHz未満   -23.2 -23.2 -23.2 -11.2 １MHz 
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24.8MHz以上 24.9MHz未満    -23.2 -23.2 -11.2 １MHz 

24.9MHz以上 24.95MHz未満     -23.2 -11.2 １MHz 

24.95MHz以上 29.75MHz未満     -23.2 -23.2 １MHz 

29.75MHz以上 29.95MHz未満      -23.2 １MHz 

 

オフセット周波数|Δf| 

システム毎の許容値（dBm） 
参照帯域

幅 
10MHz 15MHz 15MHz 20MHz 

+20MHz +15MHz +20MHz +20MHz 

０MHz以上１MHz未満 -20.7 -20.7 -21.7 -22.2 30kHz 

１MHz以上５MHz未満 -8.2 -8.2 -8.2 -8.2 １MHz 

５MHz以上29.9MHz未満 -11.2 -11.2 -11.2 -11.2 １MHz 

29.9MHz以上30MHz未満 -23.2 -11.2 -11.2 -11.2 １MHz 

30MHz以上34.85MHz未満 -23.2 -23.2 -11.2 -11.2 １MHz 

34.85MHz以上34.9MHz未満 -23.2 -23.2 -23.2 -11.2 １MHz 

34.9MHz以上35MHz未満   -23.2 -23.2 -11.2 １MHz 

35MHz以上39.8MHz未満     -23.2 -11.2 １MHz 

39.8MHz以上39.85MHz未満     -23.2 -23.2 １MHz 

39.85MHz以上44.8MHz未満       -23.2 １MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不要発

射の強度の測定帯域が重複する場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。また、

各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と重複する

場合、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

カ 占有周波数帯幅の許容値 

(ｱ) 基地局 

99％帯域幅は、５MHzシステムにあっては５MHz以下、10MHzシステムにあっては

10MHz以下、15MHzシステムにあっては15MHz以下、20MHzシステムにあっては20MHz以

下の値であること。 

 

(ｲ) 移動局 

99％帯域幅は、５MHzシステムにあっては５MHz以下、10MHzシステムにあっては

10MHz以下、15MHzシステムにあっては15MHz以下、20MHzシステムにあっては20MHz以

下の値であること。 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、表８．１．３－１２

に示す幅以下の中に、発射される全平均電力の99％が含まれること。 
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表８．１．３－１２ 搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する際の 

99％帯域幅 

システム 99％帯域幅 

５MHz+５MHzシステム 9.8MHz以下 

５MHz+10MHzシステム 14.95MHz以下 

５MHz+15MHzシステム 19.8MHz以下 

10MHz+10MHzシステム 19.9MHz以下 

５MHz+20MHzシステム 24.95MHz以下 

10MHz+15MHzシステム 24.75MHz以下 

10MHz+20MHzシステム 29.9MHz以下 

15MHz+15MHzシステム 30MHz以下 

15MHz+20MHzシステム 34.85MHz以下 

20MHz+20MHzシステム 39.8MHz以下 

 

キ 最大空中線電力及び空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 基地局 

空中線電力の許容偏差は、定格空中線電力の±3.0dB以内であること。 

 

(ｲ) 移動局 

定格空中線電力の最大値は、23dBmであること。 

定格空中線電力の最大値は、空間多重方式（送信機、受信機で複数の空中線を用い、

無線信号の伝送路を空間的に多重する方式。以下同じ。）で送信する場合は各空中線

端子の空中線電力の合計値、キャリアアグリゲーションで送信する場合は各搬送波の

空中線電力の合計値、空間多重方式とキャリアアグリゲーションを併用して送信する

場合は各空中線端子及び各搬送波の空中線電力の合計値について、それぞれ23dBmで

あること。 

 

空中線電力の許容偏差は、定格空中線電力の+3.0dB/-6.7dB以内であること。 

 

ク 空中線絶対利得の許容値 

(ｱ) 基地局 

規定しない。 
 

(ｲ) 移動局 

空中線絶対利得は３dBi以下とすること。 

 

ケ 送信オフ時電力 

(ｱ) 基地局 

規定しない。 

 

(ｲ) 移動局 

送信を停止した時、送信機の出力雑音電力スペクトル密度の許容値は、送信帯域の
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周波数で、移動局空中線端子において、以下の許容値以下であること。 

 

表８．１．３－１３ 送信オフ時電力 

 システム毎の許容値 

５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

送信オフ時電力 -48.2dBm -48.2dBm -48.2dBm -48.2dBm 

参照帯域幅 4.5MHz ９MHz 13.5MHz 18MHz 

 

コ 送信相互変調特性 

送信波に対して異なる周波数の妨害波が、送信機出力段に入力された時に発生する相

互変調波電力レベルと送信波電力レベルの比に相当するものであるが、主要な特性は、

送信増幅器の飽和点からのバックオフを規定するピーク電力対平均電力比によって決

定される。 

(ｱ) 基地局 

加える妨害波のレベルは送信波より30dB低いレベルとする。また、妨害波は変調波

（５MHz幅）とし、搬送波の送信周波数帯域の上端又は下端から変調妨害波の中心周

波数までの周波数差を±2.5MHz、±7.5MHz、±12.5MHz離調とする。 

許容値は、隣接チャネル漏えい電力の許容値、スペクトラムマスクの許容値及びス

プリアス領域における不要発射の強度の許容値とすること。 

一の送信装置において同一周波数帯で複数の搬送波を送信する場合にあっては、複

数の搬送波を同時に送信する条件で、最も下側の搬送波の送信周波数帯域の下端から

の周波数離調又は最も上側の搬送波の送信周波数帯域の上端からの周波数離調の妨

害波を配置し、上記許容値を満足すること。 

 

(ｲ) 移動局 

加える妨害波のレベルは送信波より40dB低いレベルとする。また、妨害波は無変調

波とし、搬送波の中心周波数から無変調妨害波の中心周波数までの周波数差をシステ

ム幅の値（５MHz、10MHz、15MHz、20MHz）又はその２倍の値とし、それぞれの妨害波

を１波ずつ入力した状態で許容値を満足すること。 

許容値は、それぞれの周波数差毎に-29dBc以下、-35dBc以下とし、参照帯域幅は５

MHzシステムにあっては4.5MHz、10MHzシステムにあっては９MHz、15MHzシステムにあ

っては13.5MHz、20MHzシステムにあっては18MHzとする。 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、加える妨害波のレベ

ルは送信波より 40dB 低いレベルとする。また、妨害波は無変調波とし、搬送波の中

心周波数から無変調妨害波の中心周波数までの周波数差を表８．１．３－１２に示す

各 99%帯域幅の値又はその２倍の値とし、それぞれの妨害波を１波ずつ入力した状態

で許容値を満足すること。許容値は、それぞれの周波数差毎に-29dBc以下、-35dBc以

下とし、参照帯域幅は表８．１．３－１４のとおりとする。 
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表８．１．３－１４ 参照帯域幅 

システム 参照帯域幅 

５MHz+５MHzシステム 9.3MHz以下 

５MHz+10MHzシステム 13.95MHz以下 

５MHz+15MHzシステム 18.3MHz以下 

10MHz+10MHzシステム 18.9MHz以下 

５MHz+20MHzシステム 22.95MHz以下 

10MHz+15MHzシステム 23.25MHz以下 

10MHz+20MHzシステム 27.9MHz以下 

15MHz+15MHzシステム 28.5MHz以下 

15MHz+20MHzシステム 32.85MHz以下 

20MHz+20MHzシステム 37.8MHz以下 

 

(2) 受信装置 

マルチパスのない受信レベルの安定した条件下（静特性下）において、以下の技術的条

件を満たすこと。 

 

ア キャリアアグリゲーション 

基地局については、一の受信装置で異なる周波数帯の搬送波を受信する場合について

は今回の審議の対象外としており、そのような受信装置が実現される場合には、その副

次的に発する電波等の限度について別途検討が必要である。 

移動局については、キャリアアグリゲーションで受信可能な搬送波の組合せで受信し

ている状態で搬送波毎にイからオに定める技術的条件を満足すること。ただし、それぞ

れの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

 

イ 受信感度 

受信感度は、規定の通信チャネル信号（QPSK、符号化率 1/3）を最大値の 95％以上の

スループットで受信するために必要な空中線端子で測定した最小受信電力であり静特

性下において以下に示す値（基準感度）であること。 

(ｱ) 基地局 

静特性下において、最大空中線電力毎に表８．１．３－１５の値以下の値であるこ

と。 

 

表８．１．３－１５ 受信感度（基地局） 

 基準感度(dBm) 

      最大空中線電力 

周波数帯域 

38dBmを超え

る基地局 

24dBmを超え、

38dBm以下の基

地局 

24dBm以下の基

地局 

3.５ＧHz帯(3.4GHz-3.6GHz) -100.5 -95.5 -92.5 

 

(ｲ) 移動局 

静特性下において、チャネル帯域幅毎に表８．１．３－１６の値以下であること。 
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表８．１．３－１６ 受信感度（移動局） 

周波数帯域 

システム毎の基準感度(dBm)  

５ MHz 

システム 

10 MHz 

システム 

15 MHz 

システム 

20 MHz 

システム 

3.５ＧHz帯

(3.4GHz-3.6GHz) 
-98.0 -95.0 -93.2 -92.0 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで受信する場合、静特性下において２

つの搬送波で受信している条件とし、受信搬送波毎に上記の表の基準感度以下の値で

あること。 

異なる周波数帯のキャリアアグリゲーションの受信に対応した移動局については、

静特性下において複数の搬送波を受信している条件で、受信周波数帯の受信感度は、

上記の表の値からさらに0.5dBだけ高い値であること。 

 

ウ ブロッキング 

ブロッキングは、１つの変調妨害波存在下で希望信号を受信する受信機能力の尺度で

あり、以下の条件下で希望波と変調妨害波を加えた時、規定の通信チャネル信号（QPSK、

符号化率 1/3）を最大値の 95％以上のスループットで受信できること。 

(ｱ) 基地局 

最大空中線電力が38dBmを超える基地局においては、静特性下において以下の条件

とする。 

表８．１．３－１７ ブロッキング（基地局）38dBm超 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の離調

周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

変調妨害波の電力 -43dBm -43dBm -43dBm -43dBm 

変調妨害波の周波

数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

最大空中線電力が24dBmを超え38dBm以下の基地局においては、静特性下において以

下の条件とする。 

 

表８．１．３－１８ ブロッキング（基地局）24dBm超38dBm以下 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の離調

周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

変調妨害波の電力 -38dBm -38dBm -38dBm -38dBm 

変調妨害波の周波

数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 
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最大空中線電力が20dBmを超え24dBm以下の基地局においては、静特性下において以

下の条件とする。 

 

表８．１．３－１９ ブロッキング（基地局）20dBm超24dBm以下 

 ５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の離調

周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

変調妨害波の電力 -35dBm -35dBm -35dBm -35dBm 

変調妨害波の周波

数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

また、最大空中線電力が20dBm以下の基地局においては、静特性下において以下の

条件とする。 

 

表８．１．３－２０ ブロッキング（基地局）20dBm以下 

 ５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 

変調妨害波の離調

周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

変調妨害波の電力 -27dBm -27dBm -27dBm -27dBm 

変調妨害波の周波

数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

(ｲ) 移動局 

静特性下において、以下の条件とする。 

 

表８．１．３－２１ ブロッキング（移動局）基本 

 
５MHz 

システム 

10MHz 

システム 

15MHz 

システム 

20MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+７dB 基準感度+９dB 

第１変調妨害波の

離調周波数 
10MHz 12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

第１変調妨害波の

電力 
-56dBm -56dBm -56dBm -56dBm 

第１変調妨害波の

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

第２変調妨害波の

離調周波数 
15MHz以上 17.5MHz以上 20MHz以上 22.5MHz以上 

第２変調妨害波の

電力 
-44dBm -44dBm -44dBm -44dBm 

第２変調妨害波の

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 



115 
 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで受信する場合、静特性下において２

つの搬送波で受信している条件とし、受信搬送波毎に以下の条件とする。 

 

表８．１．３－２２ ブロッキング（移動局）キャリアアグリゲーション(１) 

 ５MHz+５MHz 

システム 

５MHz+10MHz 

システム 

５MHz+15MHz 

10MHz+10MHz 

システム 

受信搬送波毎の希

望波の受信電力 
基準感度+９dB 

第１変調妨害波の

離調周波数 
12.5MHz 15MHz 17.5MHz 

第１変調妨害波の

電力 
-56dBm -56dBm -56dBm 

第１変調妨害波の

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz 

第２変調妨害波の

離調周波数 
17.5MHz 20MHz 22.5MHz 

第２変調妨害波の

電力 
-44dBm -44dBm -44dBm 

第２変調妨害波の

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz 

 

表８．１．３－２３ ブロッキング（移動局）キャリアアグリゲーション(２) 

 

５MHz+20MHz 10MHz+20MHz 
15MHz+20MHz 20MHz+20MHz 

10MHz+15MHz 15MHz+15MHz 

システム システム システム システム 

受信搬送波毎の希

望波の受信電力 
基準感度+12dB 

第１変調妨害波の

離調周波数 
20.0MHz 22.5MHz 25.0MHz 27.5MHz 

第１変調妨害波の

電力 
-56dBm -56dBm -56dBm -56dBm 

第１変調妨害波の

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

第２変調妨害波の

離調周波数 
25MHz 27.5MHz 30.0MHz 32.5MHz 

第２変調妨害波の

電力 
-44dBm -44dBm -44dBm -44dBm 

第２変調妨害波の

周波数幅 
５MHz ５MHz ５MHz ５MHz 

 

エ 隣接チャネル選択度 

隣接チャネル選択度は、隣接する搬送波に配置された変調妨害波の存在下で希望信号

を受信する受信機能力の尺度である。 
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(ｱ) 基地局 

静特性下において、最大空中線電力が38dBmを超える基地局について、希望受信電

力は基準感度＋６dB、５MHzシステムでは5.0025MHz、10MHzシステムでは7.5075MHz、

15MHzシステムでは10.0125MHz、20MHzシステムでは12.5025MHz離れた変調妨害波（５

MHz幅）は-52dBmの条件において、規定の通信チャネル信号（QPSK、符号化率1/3）を

最大値の95％以上のスループットで受信できること。なお、最大空中線電力が24dBm

を超え、38dBm以下の基地局については希望受信電力は基準感度＋６dB、変調妨害波

は-47dBmであること。また、最大空中線電力が20dBmを超え、24dBm以下の基地局につ

いて、希望受信電力は基準感度＋６dB、変調妨害波は-44dBmであること。また、最大

空中線電力が20dBm以下の基地局について、希望受信電力は基準感度＋22dB、変調妨

害波は-28dBmであること。 

 

(ｲ) 移動局 

静特性下において、希望受信電力は基準感度＋14dB、５MHzシステムでは５MHz離れ

た変調妨害波（５MHz幅）は基準感度+45.5dB、10MHzシステムでは7.5MHz離れた変調妨

害波（５MHz幅）は基準感度+45.5dB、15MHzシステムでは10MHz離れた変調妨害波（５

MHz幅）は基準感度+42.5dB、20MHzシステムでは12.5MHz離れた変調妨害波（５MHz幅）

は基準感度+39.5dBの条件において、規定の通信チャネル信号（QPSK、符号化率1/3）

を最大値の95％以上のスループットで受信できること。 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合、静特性下で２つの搬送波で受

信している条件において、希望受信電力は受信搬送波毎に基準感度＋14dB、５MHz+５

MHzシステムでは7.5MHz離れた変調妨害波（５MHz幅）は合計受信電力+25.5dB、５

MHz+10MHzシステムでは10MHz離れた変調妨害波（５MHz幅）は合計受信電力+25.5dB、

５MHz+15MHzシステム及び10MHz+10MHzシステムでは12.5MHz離れた変調妨害波（５MHz

幅）は合計受信電力+25.5dB、５MHz+20MHzシステム及び10MHz+15MHzシステムでは

15MHz離れた変調妨害波（５MHz幅）は合計受信電力+22.5dB、10MHz+20MHzシステム及

び15MHz+15MHzシステムでは17.5MHz離れた変調妨害波（５MHz幅）は合計受信電力

+22.5dB、15MHz+20MHzシステムでは20MHz離れた変調妨害波（５MHz幅）は合計受信電

力+22.5dB、20MHz+20MHzシステムでは22.5MHz離れた変調妨害波（５MHz幅）は合計受

信電力+22.5dBにおいて、規定の通信チャネル信号（QPSK、符号化率1/3）を最大値の

95％以上のスループットで受信できること。 

 
オ 相互変調特性 

３次相互変調の関係にある電力が等しい２つの無変調妨害波又は一方が変調された

妨害波の存在下で希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、次の条件下で希望波と

３次相互変調を生ずる関係にある無変調波と変調波の２つの妨害波を加えた時、規定の

通信チャネル信号（QPSK、符号化率 1/3）を最大値の 95％以上のスループットで受信で

きること。 

(ｱ) 基地局 

静特性下において、最大空中線電力が38dBmを超える基地局については希望波の受

信電力は基準感度+６dB、５MHzシステムは10MHz離れた無変調妨害波１と20MHz離れた
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変調妨害波２（5MHz幅）、10MHzシステムは12.375MHz離れた無変調妨害波１と22.5MHz

離れた変調妨害波２（５MHz幅）、15MHzシステムは14.75MHz離れた無変調妨害波1と

25MHz離れた変調妨害波２（５MHz幅）、20MHzシステムは17.125MHz離れた無変調妨害

波１と27.5MHz離れた変調妨害波２（５MHz幅）はともに-52dBmとする。 

最大空中線電力が24dBmを超え、38dBm以下の基地局については希望波の受信電力は

基準感度+６dB、５MHzシステムは10MHz離れた無変調妨害波１と20MHz離れた変調妨害

波２（５MHz幅）、10MHzシステムは12.375MHz離れた無変調妨害波１と22.5MHz離れた

変調妨害波２（５MHz幅）、15MHzシステムは14.75MHz離れた無変調妨害波１と25MHz離

れた変調妨害波２（５MHz幅）、20MHzシステムは17.125MHz離れた無変調妨害波１と

27.5MHz離れた変調妨害波２（５MHz幅）はともに-47 dBmとする。 

最大空中線電力が20dBmを超え、24dBm以下の基地局については希望波の受信電力は

基準感度+６dB、５MHzシステムは10MHz離れた無変調妨害波１と20MHz離れた変調妨害

波２（５MHz幅）、10MHzシステムは12.375MHz離れた無変調妨害波１と22.5MHz離れた

変調妨害波２（５MHz幅）、15MHzシステムは14.75MHz離れた無変調妨害波１と25MHz離

れた変調妨害波２（５MHz幅）、20MHzシステムは17.125MHz離れた無変調妨害波１と

27.5MHz離れた変調妨害波２（５MHz幅）はともに-44dBmとする。 

最大空中線電力が20dBm以下の基地局については希望波の受信電力は基準感度

+14dB、５MHzシステムは10MHz離れた無変調妨害波１と20MHz離れた変調妨害波２（５

MHz幅）、10MHzシステムは12.375MHz離れた無変調妨害波１と22.5MHz離れた変調妨害

波２（５MHz幅）、15MHzシステムは14.75MHz離れた無変調妨害波１と25MHz離れた変調

妨害波２（５MHz幅）、20MHzシステムは17.125MHz離れた無変調妨害波１と27.5MHz離

れた変調妨害波２（５MHz幅）はともに-36dBmとする。 

 

(ｲ) 移動局 

静特性下において、希望波の受信電力は５MHzシステム及び10MHzシステムでは基準

感度+６dB、15MHzシステムでは基準感度+７dB、20MHzシステムでは基準感度+９dBと

し、５MHzシステムは10MHz離れた無変調妨害波１と20MHz離れた変調妨害波２（５MHz

幅）、10MHzシステムは12.5MHz離れた無変調妨害波１と25MHz離れた変調妨害波２（５

MHz幅）、15MHzシステムは15MHz離れた無変調妨害波１と30MHz離れた変調妨害波２（５

MHz幅）、20MHzシステムは17.5MHz離れた無変調妨害波１と35MHz離れた変調妨害波２

（５MHz幅）はともに-46dBmとする。 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合、静特性下で２つの搬送波で受

信している条件において、各受信搬送波に対して、受信周波数帯における希望波の受

信電力は５MHz+５MHzシステム、５MHz+10MHzシステム、５MHz+15MHzシステム及び

10MHz+10MHzでは基準感度+９dB、５MHz+20MHz、10MHz+15MHzシステム、10MHz+20MHzシ

ステム、15MHz+15MHzシステム、15MHz+20MHzシステム及び20MHz+20MHzシステムでは基

準感度+12dBとし、５MHz+５MHzシステムは12.5MHz離れた無変調妨害波１と25MHz離れ

た変調妨害波２（５MHz幅）、５MHz+10MHzシステムでは15MHz離れた無変調妨害波１と

30MHz離れた変調妨害波２（５MHz幅）、５MHz+15MHzシステム及び10MHz+10MHzシステ

ムは17.5MHz離れた無変調妨害波１と35MHz離れた変調妨害波２（５MHz幅）、５

MHz+20MHzシステム及び10MHz+15MHzシステムは20MHz離れた無変調妨害波１と40MHz
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離れた変調妨害波２（５MHz幅）、10MHz+20MHzシステム及び15MHz+15MHzシステムは

22.5MHz離れた無変調妨害波１と45MHz離れた変調妨害波２（５MHz幅）、15MHz+20MHz

システムは25MHz離れた無変調妨害波１と50MHz離れた変調妨害波２（５MHz幅）、

20MHz+20MHzシステムは27.5MHz離れた無変調妨害波１と55MHz離れた変調妨害波２

（５MHz幅）はともに-46dBmとする。 

 

カ 副次的に発する電波等の限度 

受信状態で、空中線端子から発射される電波の限度とする。 

(ｱ) 基地局 

表８．１．３－２４に示す値以下であること。 

 

表８．１．３－２４ 副次的に発する電波等の限度（基地局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

30MHz以上1,000MHz未満 -57dBm 100kHz 

1,000MHz以上3,390MHz未満、3,610MHz以上上りの

上端の周波数の５倍未満 
-47dBm １MHz 

 

(ｲ) 移動局 

30MHz以上1000MHz未満では-57dBm/100kHz以下、1000MHz以上下りの上端の周波数の

５倍未満では-47dBm/MHz以下であること。 

 
８．１．４ 測定法 

LTE-Advanced方式の測定法については、国内で適用されている LTEの測定法に準ずること

が適当である。基地局送信、移動局受信については、複数の送受空中線を有する無線設備に

あっては、アダプティブアレーアンテナを用いる場合は各空中線端子で測定した値を加算

（技術的条件が電力の絶対値で定められるもの。）した値により、空間多重方式を用いる場合

は空中線端子毎に測定した値による。移動局送信、基地局受信については、複数の送受空中

線を有し空間多重方式を用いる無線設備にあっては、最大空中線電力及び空中線電力の許容

偏差は各空中線端子で測定した値を加算した値により、それ以外は空中線端子毎に測定した

値による。 

(1) 送信装置 

ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を変調波が送信されるように設定し、波形解析器等を使用し、周

波数偏差を測定する。 

被試験器が、無変調の状態にできる場合は周波数計を用いて測定することができる。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局を基地局シミュレータと接続し、波形解析器等を使用し周波数偏

差を測定する。 
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イ スプリアス領域における不要発射の強度 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を定格出力で送信するよう設定し、空中線端子に接続されたスペ

クトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅と

し、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域における不要発射の強度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

なお、被試験器の空中線端子からアンテナ放射部までにフィルタによる減衰領域が

ある場合には、測定結果を前記減衰量にて補正すること。 

アダプティブアレーアンテナを用いる場合は、空中線電力の総和が最大となる状態

にて測定すること。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及びスペクトルアナライザを分配器等に

より接続し、試験周波数に設定して最大出力で送信する。分解能帯域幅を技術的条件

により定められた参照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域におけ

る不要発射の強度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

 

ウ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を定格出力で送信するよう設定し、空中線端子に接続されたスペ

クトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅と

し、規定される周波数範囲毎に隣接チャネル漏えい電力を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及びスペクトルアナライザを分配器等に

より接続し、試験周波数に設定して最大出力で送信する。分解能帯域幅を技術的条件
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により定められた参照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に隣接チャネル漏えい電

力を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

 

エ スペクトラムマスク 

(ｱ) 基地局 

スプリアス領域における不要発射の強度の(ｱ)基地局と同じ測定方法とするが、技

術的条件により定められた条件に適合するように測定又は換算する。 

 

(ｲ) 移動局 

スプリアス領域における不要発射の強度の(ｲ)移動局と同じ測定方法とするが、技

術的条件により定められた条件に適合するように測定又は換算する。 

 

オ 占有周波数帯幅 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を定格出力で送信するよう設定する。スペクトルアナライザを搬

送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の0.5％となる上下の限界周波

数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及びスペクトルアナライザを分配器等に

より接続し、試験周波数に設定して最大出力で送信する。スペクトルアナライザを搬

送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の0.5％となる上下の限界周波

数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 

カ 空中線電力 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を定格出力で送信するよう設定し、電力計により空中線電力を測

定する。 

アダプティブアレーアンテナを用いる場合は、一の空中線電力を最大にした状態で

空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及び電力計を分配器等により接続する。最

大出力の状態で送信し、電力計により空中線電力を測定する。 

 

キ 送信オフ時電力 

(ｱ) 基地局 

規定しない。 
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(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局を基地局シミュレータ及びスペクトルアナライザを分配器等に

より接続し、送信停止状態とする。分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照

帯域幅とし、漏えい電力を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

 

ク 送信相互変調特性 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局と不要波信号発生器及びスペクトルアナライザを分配器等によ

り接続する。被試験器の基地局を定格出力で送信するよう設定し、不要波信号発生器

の送信出力及び周波数を技術的条件に定められた値に設定する。スペクトルアナライ

ザにより隣接チャネル漏えい電力、スペクトラムマスク及びスプリアス領域における

不要発射の強度と同じ方法で測定する。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と不要波信号発生器及びスペクトルアナライザを分配器等によ

り接続する。被試験器の移動局を定格出力で送信するよう設定し、不要波信号発生器

の送信出力及び周波数を技術的条件に定められた値に設定する。スペクトルアナライ

ザにより隣接チャネル漏えい電力、スペクトラムマスク及びスプリアス領域における

不要発射の強度と同じ方法で測定する。 

 

(2) 受信装置 

ア 受信感度 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局と移動局シミュレータを接続し、技術的条件に定められた信号条

件に設定する。移動局シミュレータからランダムデータを送信し、スループットを測

定する。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータを接続し、技術的条件に定められた信号条

件に設定する。基地局シミュレータからランダムデータを送信し、スループットを測

定する。 

 

イ ブロッキング 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局と移動局シミュレータ及び変調信号発生器を接続し、技術的条件

に定められた信号レベルに設定する。移動局シミュレータからランダムデータを送信

し、変調信号発生器の周波数を掃引してスループットを測定する。 
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(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及び変調信号発生器を接続し、技術的条件

に定められた信号レベルに設定する。基地局シミュレータからランダムデータを送信

し、変調信号発生器の周波数を掃引してスループットを測定する。 

 

ウ 隣接チャネル選択度 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局と移動局シミュレータ及び信号発生器を接続し、技術的条件に定

められた信号レベルに設定する。信号発生器の周波数を隣接チャネル周波数に設定し

てスループットを測定する。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及び信号発生器を接続し、技術的条件に定

められた信号レベルに設定する。信号発生器の周波数を隣接チャネル周波数に設定し

てスループットを測定する。 

 

エ 相互変調特性 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局と移動局シミュレータ及び２つの妨害波信号発生器を接続する。

希望波及び妨害波を技術的条件により定められた信号レベル及び周波数に設定する。

移動局シミュレータからランダムデータを送信し、スループットを測定する。 

 

(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及び２つの妨害波信号発生器を接続する。

希望波及び妨害波を技術的条件により定められた信号レベル及び周波数に設定する。

基地局シミュレータからランダムデータを送信し、スループットを測定する。 

 

オ 副次的に発する電波等の限度 

(ｱ) 基地局 

被試験器の基地局を受信状態（送信出力停止）にし、受信機入力端子に接続された

スペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域

幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

なお、被試験器の空中線端子からアンテナ放射部までにフィルタによる減衰領域が

ある場合には、測定結果を前記減衰量にて補正すること。 
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(ｲ) 移動局 

被試験器の移動局と基地局シミュレータ及びスペクトルアナライザを分配器等に

より接続し、試験周波数に設定して受信状態（送信出力停止）にする。分解能帯域幅

を技術的条件により定められた参照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に

発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

 

(3) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、(1)及び(2)の測定法によるほか、(1)及

び(2)の測定法と技術的に同等と認められる方法によることができる。 

 

８．１．５ 端末設備として移動局に求められる技術的な条件 

情報通信審議会携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 20年 12月 11日）により

示された LTE方式の技術的な条件に準ずるものとする。 

また、IP移動電話端末に係る技術条件に関しては、情報通信審議会情報通信技術分科会 IP

ネットワーク設備委員会報告（平成 24年９月 27日） により示された IP移動電話端末の技

術的条件等に準ずるものとする。 

 

８．１．６ その他 

国内標準化団体等では、無線インタフェースの詳細仕様や高度化に向けた検討が引き続き

行われていることから、今後、これらの国際的な動向等を踏まえつつ、技術的な検討が不要

な事項について、国際的な整合性を早期に確保する観点から、適切かつ速やかに国際標準の

内容を技術基準に反映していくことが望ましい。 
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８．２ 陸上移動中継局(TDD)の技術的条件 

８．２．１ 無線諸元 

(1) 無線周波数帯、周波数間隔 

無線周波数帯は、ITU-R において IMT 用周波数として特定された 3.５ＧHz帯（3.4GHz-

3.6GHz）の周波数を使用すること。 

 

(2) 中継方式  

非再生中継方式又は再生中継方式であること。また、いずれの方式においても周波数変

換を行うことができる。なお、本方式で対象となる RF信号は、増幅する無線方式の信号と

する。 

 

(3) 伝送方式  

増幅する無線方式による。 

 

(4) 占有周波数帯幅、電波の型式 

増幅する無線方式による。 

 

８．２．２ システム設計上の条件 

(1) 電波防護指針への適合 

電波を使用する機器については、電波法施行規則第 21条の３に適合すること。 

 

(2) 他システムとの共用 
他の無線局及び電波法第 56 条に基づいて指定された受信設備に干渉の影響を与えない

ように、設置場所の選択、フィルタの追加等の必要な対策を講ずること。 

 

８．２．３ 無線設備の技術的条件 

(1) 送信装置 

通常の動作状態において、以下の技術的条件を満たすこと。 

ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

±（0.1ppm+12Hz）以内であること。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

±（0.1ppm＋15Hz）以内であること。 

 

イ 空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

定格空中線電力の+3.0dB/-4.1dB以内であること。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

定格空中線電力の+3.0dB/-5.8dB以内であること。 
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ウ 隣接チャネル漏えい電力 

隣接チャネル漏えい電力の許容値は、以下に示す値であること。ただし、送信周波数

帯域内については規定しない。 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

-44.2dBc/3.84MHz以下又は-7.2dBm/3.84MHz 

（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ及び 7.5MHz離れ） 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

-32.2dBc/3.84MHz又は-7.2dBm/3.84MHz以下 

（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ） 

-35.2dBc/3.84MHz又は-24.2dBm/3.84MHz以下 

（送信周波数帯域端から 7.5MHz離れ） 

 

エ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の許容値は、以下の表に示す値であること。 

なお、この値は送信周波数帯域端から 10MHz以上の範囲に適用する。ただし、送信

周波数帯域内については規定しない。 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

9kHz以上150kHz未満 -13dBm 1kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -13dBm 1MHz 

12.7５ＧHz以上下りの上端の周波数の５倍未満 -13dBm １MHz 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

9kHz以上150kHz未満 -36dBm 1kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.7５ＧHz未満 -30dBm 1MHz 

12.7５ＧHz以上上りの上端の周波数の５倍未満 -30dBm １MHz 

 

(2) 受信装置 

副次的に発する電波等の限度は、受信状態で、空中線端子から発射される電波の限度と

する。 

30MHz以上 1000MHz未満では-57dBm/100kHz以下、1000MHz以上下りの上端の周波数の５

倍未満では-47dBm/MHz以下であること。 
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８．２．４ 測定法 

(1) 送信装置 

入力試験信号については、特に指定する場合を除き中継を行う携帯無線通信等の標準的

な変調をかけた信号全てとする。なお、測定結果が最悪となる入力試験信号を用いる場合

は、それ以外の入力試験信号による測定を省略することができる。 

ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、周波数計、波形解析

器等を使用し、周波数偏差を測定する。 

被試験器が、無変調の状態にできる場合は周波数計を用いて測定することができる。 

バースト波の測定にあっては、バースト内の平均値を測定する。 

 
(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、周波数計、波形解析

器等を使用し、周波数偏差を測定する。 

被試験器が、無変調の状態にできる場合は周波数計を用いて測定することができる。 

バースト波の測定にあっては、バースト内の平均値を測定する。 

 
イ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、スペクトルアナライ

ザにより隣接チャネル漏えい電力を測定する。 

バースト波の測定にあっては、スペクトラムアナライザを用い、掃引速度を１サン

プル点あたり１個以上のバーストが入るようにして測定する。 

 
(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、スペクトルアナラ

イザにより隣接チャネル漏えい電力を測定する。 

バースト波の測定にあっては、スペクトラムアナライザを用い、掃引速度を１サン

プル点あたり１個以上のバーストが入るようにして測定する。 

 
ウ スプリアス領域における不要発射の強度 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、無線出力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参

照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域における不要発射の強度を

測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を
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受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

バースト波の測定にあっては、バースト時間内のバースト波の送出による不要発射

の平均電力を測定する。 

 
(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、無線出力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参

照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域における不要発射の強度を

測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

バースト波の測定にあっては、バースト時間内のバースト波の送出による不要発射

の平均電力を測定する。 

 
エ 占有周波数帯幅 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定する。スペクトルアナラ

イザを搬送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の 0.5%となる上下の

限界周波数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 
(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定する。スペクトルアナラ

イザを搬送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の 0.5%となる上下の

限界周波数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 
オ 空中線電力 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、電力計により送信電

力を測定する。 

連続送信波により測定することが望ましいが、バースト送信波にて測定する場合は、

送信時間率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電

力を測定し、その測定値に送信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当であ

る。 

 
(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を定格出力で送信するよう設定し、電力計により送信電
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力を測定する。 

連続送信波により測定することが望ましいが、バースト送信波にて測定する場合は、

送信時間率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電

力を測定し、その測定値に送信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当であ

る。 

 
(2) 受信装置 

副次的に発する電波等の限度 

ア 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を受信状態（送信出力停止）にし、受信器入力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照

帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分解

能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って積分

した値とする。 

イ 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の陸上移動中継局を受信状態（送信出力停止）にし、受信器入力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照

帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分解

能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って積分

した値とする。 

 
(3) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、(1)及び(2)の測定法によるほか、(1)及

び(2)の測定法と技術的に同等と認められる方法によることができる。 
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８．３ 小電力レピータ(TDD)の技術的条件 
８．３．１ 無線諸元 

(1) 無線周波数帯、周波数間隔 

無線周波数帯は、ITU-R において IMT 用周波数として特定された 3.５ＧHz 帯(3.4GHz-

3.6GHz)の周波数を使用すること。 

 

(2) 中継方式  

非再生中継方式又は再生中継方式であること。また、いずれの方式においても周波数変

換を行うことができる。なお、本方式で対象となる RF信号は、増幅する無線方式の信号と

する。 

 

(3) 伝送方式  

増幅する無線方式による。 

 

(4) 空中線電力、空中線利得 

下り回線（移動局向け送信）、上り回線（基地局向け送信）の空中線電力、空中線利得は、

表８．３．１に示すとおりとする。 

表８．３．１ 空中線電力の最大値 

 空中線電力 空中線利得 

下り回線 24.0dBm（250mW）注 0dBi以下注 

上り回線 16.0dBm（40mW） 9dBi以下 

注：下り回線において、等価等方輻射電力が絶対利得 0dBの空中線に

250mWの空中線電力を加えたときの値以下となる場合は、その低

下分を空中線の利得で補うことができるものとする。なお、空中

線利得には給電線損失は含まないものとする。 

 

(5) 占有周波数帯幅、電波の型式 

増幅する無線方式による。 

 

８．３．２ システム設計上の条件 

(1) 最大収容可能局数 

１基地局（＝１セル）当りの本レピータの最大収容可能局数は 50局を目安とする。 

 

(2) 電波防護指針への適合 

電波を使用する機器については、電波法施行規則第 21条の３に適合すること。 

 

(3) 他システムとの共用 

他の無線局及び電波法第 56 条に基づいて指定された受信設備に干渉の影響を与えない

ように、設置場所の選択等の必要な対策を講ずること。 
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８．３．３ 無線設備の技術的条件 

(1) 送信装置 

通常の動作状態において、以下の技術的条件を満たすこと。 

ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

±（0.1ppm+12Hz）以内であること。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

±（0.1ppm＋15Hz）以内であること。 

 

イ 空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

定格空中線電力の+3.0dB/-4.1dB以内であること。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

定格空中線電力の+3.0dB/-5.8dB以内であること。 

  

ウ 隣接チャネル漏えい電力 

隣接チャネル漏えい電力の許容値は、以下に示す値であること。ただし、送信周波数

帯域内については規定しない。 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

-13dBm/MHz（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ及び 7.5MHz離れ） 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

-32.2dBc/3.84MHz又は-13dBm/MHz以下（送信周波数帯域端から 2.5MHz離れ） 

-35.2dBc/3.84MHz又は-30dBm/MHz以下（送信周波数帯域端から 7.5MHz離れ） 

 

エ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の許容値は、以下の表に示す値であること。 

なお、この値は送信周波数帯域端から 10MHz以上の範囲に適用する。ただし、送信周

波数帯域内については規定しない。 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

9kHz以上150kHz未満 -13dBm 1kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上12.75GHz未満 -13dBm 1MHz 

12.75GHz以上下りの上端の周波数の５倍未満 -13dBm １MHz 
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(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -36dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -36dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -36dBm 100kHz 

1000MHz以上12.75GHz未満 -30dBm １MHz 

12.75GHz以上上りの上端の周波数の５倍未満 -30dBm １MHz 

 

オ 帯域外利得（非再生中継方式のみ適用） 

次の条件を全て満たすこと。 

・送信周波数帯域端から 5MHz離れた周波数において利得 35dB以下であること。 

・送信周波数帯域端から 10MHz離れた周波数において利得 20dB以下であること。 

・送信周波数帯域端から 40MHz離れた周波数において利得０dB以下であること。 

 

(2) 受信装置 

副次的に発する電波等の限度 

30MHz以上 1000MHz未満では-57dBm/100kHz以下、1000MHz以上下りの上端の周波数の５

倍未満では-47dBm/MHz以下であること。 

 

(3) その他必要な機能 

ア 包括して免許の申請を可能とするための機能 

「通信の相手方である無線局からの電波を受けることによって自動的に選択される

周波数の電波のみを発射する」こと。 

 

イ その他、陸上移動局として必要な機能 

(ｱ) 周囲の他の無線局への干渉を防止するための機能 

発振防止機能を有すること。 

 

(ｲ) 将来の周波数再編等に対応するための機能 

包括して免許の申請を可能とするための機能又は携帯電話端末からレピータを制

御する機能を有すること。 

 

８．３．４ 測定法 

(1) 送信装置 

入力試験信号については、特に指定する場合を除き中継を行う携帯無線通信等の標準的

な変調をかけた信号全てとする。なお、測定結果が最悪となる入力試験信号を用いる場合

は、それ以外の入力試験信号による測定を省略することができる。 

ア 周波数の許容偏差 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、周波数計、波形解

析器等を使用し、周波数偏差を測定する。 
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被試験器が、無変調の状態にできる場合は周波数計を用いて測定することができる。 

 バースト波の測定にあっては、バースト内の平均値を測定する。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、周波数計、波形解析

器等を使用し、周波数偏差を測定する。 

被試験器が、無変調の状態にできる場合は周波数計を用いて測定することができる。 

バースト波の測定にあっては、バースト内の平均値を測定する。 

 

イ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、スペクトルアナライ

ザにより隣接チャネル漏えい電力を測定する。 

バースト波の測定にあっては、スペクトラムアナライザを用い、掃引速度を１サン

プル点あたり１個以上のバーストが入るようにして測定する。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、スペクトルアナライ

ザにより隣接チャネル漏えい電力を測定する。 

バースト波の測定にあっては、スペクトラムアナライザを用い、掃引速度を１サン

プル点あたり１個以上のバーストが入るようにして測定する。 

 

ウ スプリアス領域における不要発射の強度 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、無線出力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参

照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域における不要発射の強度を

測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

バースト波の測定にあっては、バースト時間内のバースト波の送出による不要発射

の平均電力を測定する。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、無線出力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参

照帯域幅とし、規定される周波数範囲毎にスプリアス領域における不要発射の強度を
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測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分

解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って

積分した値を求める。 

また、搬送波近傍等において分解能帯域幅を参照帯域幅にすると搬送波等の影響を

受ける場合は、分解能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し参照帯域幅に換算

する方法を用いることができる。 

バースト波の測定にあっては、バースト時間内のバースト波の送出による不要発射

の平均電力を測定する。 

 

エ 占有周波数帯幅 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定する。スペクトルアナラ

イザを搬送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の 0.5%となる上下の

限界周波数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定する。スペクトルアナラ

イザを搬送波周波数に設定してその電力分布を測定し、全電力の 0.5%となる上下の

限界周波数点を求め、その差を占有周波数帯幅とする。 

 

オ 空中線電力 

(ｱ) 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、電力計により送信電

力を測定する。 

連続送信波により測定することが望ましいが、バースト送信波にて測定する場合は、

送信時間率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電

力を測定し、その測定値に送信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当であ

る。 

 

(ｲ) 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを定格出力で送信するよう設定し、電力計により送信電

力を測定する。 

連続送信波により測定することが望ましいが、バースト送信波にて測定する場合は、

送信時間率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電

力を測定し、その測定値に送信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当であ

る。 

 

カ 送信空中線の絶対利得 

測定距離 3m 以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したオープンサイト若しくはそれ

らのテストサイトにおいて測定すること。測定用空中線は測定する周波数帯における送
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信空中線絶対利得として求める。この場合において、複数の空中線を用いる場合であっ

て位相を調整して最大指向性を得る方式の場合は、合成した利得が最大になる状態で測

定すること。 

テストサイトの測定用空中線は、指向性のものを用いること。また、被測定対象機器

の大きさが 60cm を超える場合は、測定距離をその 5 倍以上として測定することが適当

である。 

なお、円偏波の空中線利得の測定においては直線偏波の測定用空中線を水平及び垂直

にして測定した値の和とすること。ただし、最大放射方向の特定が困難な場合は直線偏

波の空中線を水平又は垂直で測定した値に3dB加えることによって円偏波空中線の利得

とすることが適当である。 

 

キ 帯域外利得 

送信周波数帯域端から５MHz、10MHz、40MHz 離れた周波数において無変調波にて測定

する。 

入力信号レベルと出力信号レベルの測定にあたっては、連続送信波により測定するこ

とが望ましいが、バースト送信波にて測定する場合は、送信時間率が最大となるバース

ト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値に送信時間

率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当である。 

 

(2) 受信装置 

副次的に発する電波等の限度 

ア 下り回線（移動局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを受信状態（送信出力停止）にし、受信器入力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照

帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分解

能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って積分

した値とする。 

 

イ 上り回線（基地局向け送信） 

被試験器の小電力レピータを受信状態（送信出力停止）にし、受信器入力端子に接続

されたスペクトルアナライザにより、分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照

帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次的に発する電波の限度を測定する。 

分解能帯域幅を技術的条件により定められた参照帯域幅に設定できない場合は、分解

能帯域幅を参照帯域幅より狭い値として測定し、定められた参照帯域幅内に渡って積分

した値とする。 

 

(3) 包括して免許の申請を可能とするための機能の測定 

以下のいずれかの方法にて測定する。 

・受信した搬送波の事業者識別符号等を読み取ることで事業者を識別し、当該事業者の

搬送波のみを増幅することをスペクトルアナライザ等にて確認する。 
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・事業者特有の信号を定期的に受信し、レピータが当該信号を受信することで自らが増

幅可能な電波を受信していることを確認し、当該信号の受信が確認できなくなった際

には増幅動作を停止することをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

・基地局等からの遠隔制御により、増幅動作の停止が行えることをスペクトルアナライ

ザ等にて確認する。 

 

(4) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、(1)及び(2)の測定法によるほか、(1)及

び(2)の測定法と技術的に同等と認められる方法によることができる。 
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第９章 広帯域移動無線アクセスシステムの技術的条件 

９．１ WiMAX（3GPP参照規格）の技術的条件 

９．１．１ 一般的条件（無線諸元・システム設計上の条件） 
無線設備の種別は以下のとおりと想定する。 

① 移動局 

② 基地局 

③ 中継局（基地局と移動局との間の通信を中継する無線局） 

中継局の技術的条件については、基地局対向は移動局の技術的条件、移動局対向は基地

局の技術的条件を準用する。 

④ 小電力レピータ 

 

(1) 通信方式 

ア 通信方式：TDD方式 

イ 中継方式 

中継方式 非再生中継方式 再生中継方式 

中継周波数 同一周波数 異周波数 同一周波数 異周波数 

構成 一体型または分離型 一体型または分離型 

 

(2) 多重化方式 

ア 基地局（下り回線） 

OFDM及び TDMの複合方式又は OFDM、TDM及び SDMの複合方式 

イ 移動局（上り回線） 

SC-FDMA及び TDMAの複合方式若しくは SC-FDMA、TDMA及び SDMAの複合方式 

ウ 小電力レピータ（移動局対向）（再生中継方式のみ適用） 

OFDM及び TDMの複合方式又は OFDM、TDM及び SDMの複合方式 

エ 小電力レピータ（基地局対向）（再生中継方式のみ適用） 

SC-FDMA及び TDMAの複合方式若しくは SC-FDMA、TDMA及び SDMAの複合方式 

 

(3) 変調方式 

ア 基地局及び移動局 

BPSK、QPSK、16QAM、64QAM、256QAM 

eMTCは、BPSK、QPSK又は 16QAM方式を採用すること。 

 

イ 小電力レピータ（再生中継方式のみ適用） 

BPSK、QPSK、16QAM、64QAM、256QAM 

eMTC（基地局対向）は、BPSK、QPSK又は 16QAM方式を採用すること。 
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(4) 送信同期 

ア 基地局及び移動局 

Ａ 送信バースト繰り返し周期 

5ms ± 10μs以内又は 10ms ± 10μs以内 

Ｂ 送信バースト長 

移動局：1000×Nμs以内 

基地局：1000×Mμs以内 

ただし、M+Nは、5、10であること。（N、M は正の数 ※小数も含む） 

Ｃ 下り／上り比率 

M：N 

 

イ 小電力レピータ（再生中継方式のみ適用） 

Ａ 送信バースト繰り返し周期 

5ms ± 10μs以内又は 10ms ± 10μs以内 

Ｂ 送信バースト長 

基地局対向：1000×Nμs以内 

移動局対向：1000×Mμs以内 

ただし、M+Nは、5、10であること。（N、M は正の数 ※小数も含む） 

Ｃ 下り／上り比率 

M：N 

 

(5) 認証・秘匿・情報セキュリティ 

不正使用を防止するための移動局装置固有の番号付与、認証手順の適用、通信情報に対

する秘匿機能の運用等を必要に応じて講じること。 

 

(6) 電磁環境対策 

移動局と自動車用電子機器や医療用電子機器との相互の電磁干渉に対しては、十分な配

慮が払われていること。 

 

(7) 電波防護指針への適合 

移動局等、電波を使用する機器については、電波法施行規則第 21 条の３及び無線設備

規則第 14条の２に適合すること。 

 

(8) 移動局識別番号 

移動局の識別番号の付与、送出の手順はユーザによるネットワークの自由な選択、ロー

ミング、通信のセキュリティ確保、無線局の監理等について十分配慮して定められること

が望ましい。 

 

(9) 移動局送信装置の異常時の電波発射停止 

次の機能が同時に独立してなされること。 

ア 基地局が移動局の異常を検出した場合、基地局は移動局に送信停止を要求すること。 
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イ 移動局自身がその異常を検出した場合、異常検出タイマのタイムアウトにより移動局

自身が送信を停止すること。 

 

(10) システム設計上の条件（小電力レピータ非再生中継方式のみ適用） 

１基地局（=１セル）当たりの本レピータの最大収容可能局数は 100局を目安とする。 

 

９．１．２ 無線設備の技術的条件 
(1) 送信装置 

ア キャリアアグリゲーション 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合は、隣接チャネル漏洩

電力、帯域外領域における不要発射の強度及びスプリアス領域における不要発射の強度

について、最大の数の搬送波を同時に発射した状態で、搬送波間において、同時発射さ

れる全搬送波の技術的条件として定められた許容値のうち、最も高い値を満たすこと。 

移動局については、キャリアアグリゲーションで送信可能な搬送波の組合せで送信し

た状態において、搬送波ごとにウからセに定める技術的条件を満たすこととする。ただ

し、それぞれの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

周波数帯及び搬送波数について、移動局において搬送波が隣接しないキャリアアグリ

ゲーションで送信する場合については規定しない。搬送波が隣接するキャリアアグリゲ

ーションで送信する場合は、搬送波数は２とする。基地局については規定しない。 

 

 イ eMTC 

        基地局については、10MHz及び20MHzの各システムの送信周波数帯域内の連続する６リ

ソースブロック（1.08MHz幅）の範囲で送信することとし、10MHz及び20MHzの各システム

の送信可能なすべての搬送波を送信している状態で、ウからセに定める各システムの技

術的条件を満足すること。ただし、それぞれの項目において別に定めがある場合は、こ

の限りでない。 

移動局については、ウからセに定める各システムの技術的条件を満足すること。ただ

し、それぞれの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

 

ウ 周波数の偏差 

移動局： 3×10-6以内 

移動局（eMTC）：±（0.1ppm＋15Hz）以内 

基地局： 3×10-6以内 

小電力レピータ：3×10-6以内 

 

エ 占有周波数帯幅 

(ｱ) 移動局 

10MHzシステム：10MHz以下 

20MHzシステム：20MHz以下 

eMTC：1.4MHz以下 
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搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、搬送波の組合せ毎

にそれぞれ次に示す周波数帯幅の中に、発射される全平均電力の 99％が含まれるこ

と。 

 

10MHz+10MHzシステム：19.9MHz以下 

10MHz+20MHzシステム：29.9MHz以下 

20MHz+20MHzシステム：39.8MHz以下 

 

(ｲ) 基地局 

10MHzシステム：10MHz以下 

20MHzシステム：20MHz以下 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

10MHzシステム：10MHz以下 

20MHzシステム：20MHz以下 

 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合

は、搬送波の組合せ毎にそれぞれ次に示す幅以下の中に、発射される全平均電力の

99％が含まれること。 

 

10MHz+10MHzシステム：19.9MHz以下 

10MHz+20MHzシステム：29.9MHz以下 

20MHz+20MHzシステム：39.8MHz以下 

 

オ 空中線電力 

(ｱ) 移動局：400mW以下 

キャリアアグリゲーションで送信する場合は全搬送波の空中線電力の総和、空間多

重方式とキャリアアグリゲーションを併用して送信する場合は各空中線端子及び全

搬送波の総電力について、いずれも 200mW以下であること。 

 

(ｲ) 基地局： 

10MHzシステム：20W以下 

20MHzシステム：40W以下 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

・再生中継方式 

移動局対向、基地局対向とも全搬送波の総電力は 600mW以下とする。 

1搬送波あたりの電力は 200mW以下であること。 

・非再生中継方式 

移動局対向、基地局対向とも全搬送波の総電力は 200mW以下とする。 
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カ 空中線電力の許容偏差 

移動局： +87%、-79% 

移動局（eMTC）：+87%、-47% 

基地局： +87%、-47% 

小電力レピータ： +87%、-47% 

 

キ 送信空中線絶対利得 

(ｱ) 移動局 

4dBi以下 

ただし、空中線電力が 200mWを超える場合は 1dBi以下 

(ｲ) 基地局 

17dBi以下 

(ｳ) 小電力レピータ 

4dBi以下 

 

ク 隣接チャネル漏洩電力 

(ｱ) 移動局 

表９．１．２－１に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

 

表９．１．２－１ 隣接チャネル漏えい電力（移動局） 
システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

10MHzシステム 10MHz 2dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 3dBm 20MHz 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、隣接する２つの搬

送波の送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ離れた周波数を中心周波

数とする参照帯域幅分の値が表９．１．２－２に示す許容値以下であること。なお、

通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制

御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によって制限すること

又はそれらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすること

ができる。 

 

表９．１．２－２ 隣接チャネル漏えい電力（移動局）キャリアアグリゲーション 
システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

10MHz+10MHz 

システム 
19.9MHz 3dBm 19.9MHz 

10MHz+20MHz 

システム 
29.9MHz 4.76dBm 29.9MHz 

20MHz+20MHz 

システム 
39.8MHz 6dBm 39.8MHz 
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(ｲ) 基地局 

表９．１．２－３に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

一の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側の

搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

 

表９．１．２－３ 隣接チャネル漏えい電力（基地局） 
システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

10MHzシステム 10MHz 3dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 6dBm 20MHz 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

表９．１．２－４に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

 

表９．１．２－４ 隣接チャネル漏えい電力（小電力レピータ）基本 
システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

10MHzシステム 10MHz 2dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 3dBm 20MHz 

 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合

は、隣接する２つの搬送波の送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ離れ

た周波数を中心周波数とする参照帯域幅分の値が表９．１．２－５に示す許容値以下

であること。なお、通信にあたって小電力レピータに割り当てる周波数の範囲（リソ

ースブロック）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や小電力

レピータの制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限する

ことで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表９．１．２－５ 隣接チャネル漏えい電力（小電力レピータ）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

10MHz+10MHz 

システム 
19.9MHz 3dBm 19.9MHz 

10MHz+20MHz 

システム 
29.9MHz 4.76dBm 29.9MHz 

20MHz+20MHz 

システム 
39.8MHz 6dBm 39.8MHz 

    

ケ スペクトラムマスク 

(ｱ) 移動局 

送信周波数帯の中心周波数から不要発射の強度の測定帯域の中心周波数までの離

調周波数に対して、システム毎に表９．１．２－６に示す許容値以下であること。 
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表９．１．２－６ スペクトラムマスク（移動局） 

システム 離調周波数 許容値 

10MHzシステム 
15MHz以上 20MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz以上 25MHz未満 -30dBm/MHz 

20MHzシステム 
30MHz以上 35MHz未満 -25dBm/MHz 

35MHz以上 50MHz未満 -30dBm/MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不要発

射の強度の測定帯域が重複する場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。また、

各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と重複する

場合、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、表９．１．２－７

に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範

囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局

や移動局の制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限する

ことで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表９．１．２－７ スペクトラムマスク（移動局）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 

10MHz+10MHz 

システム 

14.95MHz以上 29.85MHz未満 -13dBm/MHz 

29.85MHz以上 34.85MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+20MHz 

システム 

19.95MHz以上 44.85MHz未満 -13dBm/MHz 

44.85MHz以上 49.85MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz+20MHz 

システム 

24.9MHz以上 59.7MHz未満 -13dBm/MHz 

59.7MHz以上 64.7MHz未満 -25dBm/MHz 

 

(ｲ) 基地局 

送信周波数帯の端（不要発射の強度の測定帯域に近い端に限る。）からの離調周波

数に対して、システム毎に表９．１．２－８に示す許容値以下であること。 

一の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側の

搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

 

表９．１．２－８ スペクトラムマスク（基地局） 

システム 離調周波数 許容値 

10MHzシステム 15MHz以上 25MHz未満 -22dBm/MHz 

20MHzシステム 30MHz以上 50MHz未満 -22dBm/MHz 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

送信周波数帯の端（不要発射の強度の測定帯域に近い端に限る。）からの離調周波

数に対して、システム毎に表９．１．２－９に示す許容値以下であること。 
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表９．１．２－９ スペクトラムマスク（小電力レピータ） 

システム 離調周波数 許容値 

10MHzシステム 
15MHz以上 20MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz以上 25MHz未満 -30dBm/MHz 

20MHzシステム 
30MHz以上 35MHz未満 -25dBm/MHz 

35MHz以上 50MHz未満 -30dBm/MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不要発

射の強度の測定帯域が重複する場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。また、

各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と重複する

場合、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合

は、表９．１．２－１０に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって小電力

レピータに割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制

限し、あるいは送信電力を基地局や小電力レピータの制御によって制限すること又は

それらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすることがで

きる。 

 

表９．１．２－１０ スペクトラムマスク（小電力レピータ）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 

10MHz+10MHz 

システム 

14.95MHz以上 29.85MHz未満 -13dBm/MHz 

29.85MHz以上 34.85MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+20MHz 

システム 

19.95MHz以上 44.85MHz未満 -13dBm/MHz 

44.85MHz以上 49.85MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz+20MHz 

システム 

24.9MHz以上 59.7MHz未満 -13dBm/MHz 

59.7MHz以上 64.7MHz未満 -25dBm/MHz 

 

コ スプリアス領域における不要発射の強度 

(ｱ) 移動局 

表９．１．２－１１に示す許容値以下であること。 

なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基

地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によって制限

すること又はそれらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値と

することができる。 

 

  表９．１．２－１１ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2530MHz未満 -30dBm １MHz 
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2530MHz以上2535MHz未満 -25dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -30dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHz から 2655MHz までの値は、搬送波の中心周波数から占有周波

数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

  eMTC の場合は、10MHz 及び 20MHz システムの各搬送波の中心周波数から占有周波

数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、２つの搬送波で送

信している条件でもこの許容値を満足すること。この場合において、10MHz+10MHzシ

ステムにあっては周波数離調（隣接する２つの搬送波の送信帯域幅の中心周波数か

ら参照帯域幅の送信周波数帯に近い方の端までの差の周波数を指す。搬送波が隣接

するキャリアアグリゲーションの場合にあっては、以下同じ。）が 34.85MHz 以上、

10MHz+20MHz システムにあっては周波数離調が 49.85MHz 以上、20MHz+20MHz システ

ムにあっては周波数離調が 64.7MHz以上に適用する。 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、一の搬送波のス

プリアス領域が他の搬送波の送信周波数帯域及び帯域外領域と重複する場合は、当

該周波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

(ｲ) 基地局 

表９．１．２－１２に示す許容値以下であること。 

一の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側の

搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

 

 表９．１．２－１２ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（基地局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2535MHz未満 -42dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -22dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHz から 2655MHz までの値は、搬送波の中心周波数から占有周波

数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

表９．１．２－１３に示す許容値以下であること。 

なお、通信にあたって小電力レピータに割り当てる周波数の範囲（リソースブロッ

ク）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や小電力レピータの

制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限することで、その

条件での許容値とすることができる。 
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表９．１．２－１３ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（小電力レピータ） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2530MHz未満 -30dBm １MHz 

2530MHz以上2535MHz未満 -25dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -30dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHz から 2655MHz までの値は、搬送波の中心周波数から占有周波

数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、一の搬送波のスプ

リアス領域が他の搬送波の送信周波数帯域及び帯域外領域と重複する場合は、当該周

波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

サ 送信装置の相互変調特性 

(ｱ) 基地局 

希望波を定格出力で送信した状態で、希望波から１チャネル及び２チャネル離れた

妨害波を希望波の定格出力より 30dB 低い送信電力で加えた場合において発生する相

互変調波の電力が、不要発射の強度の許容値及び隣接チャネル漏洩電力の許容値以下

であること。 

(ｲ) 中継局 

基地局と同様とする。 

 

シ 搬送波を送信していないときの漏洩電力 

(ｱ) 移動局 

-30dBm以下 

(ｲ) 基地局 

-30dBm以下 

(ｳ) 小電力レピータ 

-30dBm以下 

 

ス 筐体輻射 

受信待受状態において、等価等方輻射電力にて、 

・1GHz未満のとき 4nW以下 

・1GHz以上のとき 20nW以下 

であること。 
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セ 帯域外利得（小電力レピータ非再生中継方式のみ適用） 

・割当周波数帯域端から 5MHz離れた周波数において、利得 35dB以下であること。 

・割当周波数帯域端から 10MHz離れた周波数において、利得 20dB以下であること。 

・割当周波数帯域端から 40MHz離れた周波数において、利得 0dB以下であること。 

 

(2) 受信装置 

ア キャリアアグリゲーション 

移動局及び小電力レピータ（基地局対向）については、キャリアアグリゲーションで

受信可能な搬送波の組合せで受信した状態において、搬送波ごとにウからカに定める技

術的条件を満たすこととする。ただし、それぞれの項目において別に定めがある場合は、

この限りでない。 

 

イ eMTC 

        基地局については、10MHz及び20MHzの各システムの送信周波数帯域内の連続する６リ

ソースブロック（1.08MHz幅）の範囲で受信することとし、ウからキに定める各システム

の技術的条件を満足すること。ただし、それぞれの項目において別に定めがある場合は、

この限りでない。 

移動局については、ウからキに定める 10MHz及び 20MHzの各システムの技術的条件を

満足すること。ただし、それぞれの項目において別に定めがある場合は、この限りでな

い。 

 

ウ 受信感度 

受信感度は、QPSK で変調された信号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で

受信するために必要な空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において、以

下に示す値（基準感度）以下であること。 

静特性 

移動局： -94dBm以下 

移動局（eMTC）：-101dBm以下 

基地局： -101.5dBm以下 

小電力レピータ：-94dBm以下（再生中継方式のみ適用） 

 

エ スプリアスレスポンス 

スプリアスレスポンスは、一の無変調妨害波存在下で希望信号を受信する受信機能力

の尺度であり、以下の条件で希望波と無変調妨害波を加えたとき、QPSKで変調された信

号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で受信できること。 

静特性 

移動局：希望波 基準感度+9dB、無変調妨害波：-44dBm 

基地局：希望波 基準感度+6dB、無変調妨害波：-45dBm 

小電力レピータ：希望波 基準感度+9dB、無変調妨害波：-44dBm（再生中継方式のみ

適用） 
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オ 隣接チャネル選択度 

隣接チャネル選択度は、隣接する搬送波の周波数に配置された変調妨害波の存在下で

希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、以下の条件で希望波と隣接帯域の変調妨

害波を加えたとき、QPSKで変調された信号を規定の品質（最大スループットの95%以上）

で受信できること。 

静特性 

移動局：希望波 基準感度+14dB、変調妨害波：-54.5dBm 

基地局：希望波 基準感度+6dB、変調妨害波：-52dBm 

小電力レピータ：希望波 基準感度+14dB、変調妨害波：-54.5dBm(再生中継方式の

み適用) 

 

カ 相互変調特性 

３次相互変調の関係にある電力が等しい２つの無変調妨害波又は一方が変調された

妨害波の存在下で希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、以下の条件で希望波と

３次相互変調を生ずる関係にある無変調波と変調波の２つの妨害波を加えたとき、QPSK

で変調された信号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で受信できること。 

静特性 

移動局： 

希望波：基準感度+9dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -46dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -46dBm 

基地局： 

希望波：基準感度+6dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -52dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -52dBm 

小電力レピータ： 

希望波：基準感度+9dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -46dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -46dBm（再生中継方式のみ適用） 

 

キ 副次的に発する電波等の限度 

受信状態において、空中線端子から発射される電力 

9kHzから 150kHz   ： -54dBm/kHz以下 

150kHzから 30MHz  ： -54dBm/10kHz以下 

30MHzから 1000MHz ： -54dBm/100kHz以下 

1000MHz超え       ： -47dBm/MHz以下 

 

(3) その他必要な機能（小電力レピータのみ適用） 

ア 包括して免許の申請を可能とするための機能 

｢通信の相手方である無線局からの電波を受けることによって自動的に選択される周

波数の電波のみを発射する｣こと。 
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イ その他、陸上移動局として必要な機能（非再生中継方式のみ適用） 

周囲の他の無線局への干渉を防止するための発振防止機能を有すること。 
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９．１．３ 測定法 
９．１．３．１ 基地局、移動局 

WiMAX（3GPP 参照規格）の測定法は、国内で適用されている測定法に準ずることが適当であ

るが、今後、国際電気標準会議（IEC）等の国際的な動向を踏まえて対応することが望ましい。 

WiMAX（3GPP参照規格）は、複数の送受信空中線（MIMOやアダプティブアレーアンテナ等の

複数の送信増幅部含む無線設備）を有する送受信装置が一般的であると考えられるため、複数

の空中線を前提とした測定方法としている。 

 

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

 無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて測定（バースト波にあって

はバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定

し、それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を周波数の偏差とすることが適

当である。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等が証明された場合には一の

空中線端子にて測定することができる。 

また、波形解析器等専用の測定器を用いる場合は変調状態として測定することができ

る。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準符号化試験信号（符号長 511 ビット２値疑似雑音系列等。）を入力信号として加

えたときに得られるスペクトル分布の全電力をスペクトルアナライザ等を用いて測定

し、スペクトル分布の上限及び下限部分における電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%と

なる周波数幅を測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、

それぞれの空中線端子にて測定した値のうち最大となる値を占有周波数帯幅とするこ

とが適当である。ただし、空中線端子ごとに発射する周波数が異なる場合は、各空中線

端子を校正された RF 結合器等で結合し、全ての空中線端子からの信号を合成して測定

することが適当である。 

移動局において一の送信装置から連続した複数波を同時に発射する場合は、搬送波を

同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの平均電力を、高周波電力計を用い

て測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空

中線端子にて測定した値の総和を空中線電力とすること。 

また、連続送信波により測定することが望ましいが、バースト送信波にて測定する場

合は、送信時間率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均

電力を測定し、その測定値に送信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当であ

る。ただし、アダプティブアレーアンテナ（個々の空中線の電力及び位相を制御するこ

とによって空中線の指向特性を制御するものであって、一の空中線の電力を増加させた

場合、他の空中線の電力を低下させることによって、複数空中線の総電力を一定に制御

する機能を有するもの。）の場合にあっては、空中線電力の総和が最大となる状態にて
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測定すること。 

移動局において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発

射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 隣接チャネル漏洩電力 

標準符号化試験信号を入力信号とし、バースト波にあっては、規定の隣接チャネル帯

域内の電力についてスペクトルアナライザ等を用い、掃引速度が 1サンプル点あたり１

個以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、マックスホールドモードで測定する。

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて

測定した値の総和を隣接チャネル漏洩電力とすること。連続波にあっては、電力測定受

信機又はスペクトルアナライザを用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、それ

ぞれの測定値の総和を隣接チャネル漏洩電力とすることが適当である。ただし、アダプ

ティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電

力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測

定を行うこと。複数波同時発射時に規定の測定帯域幅に満たない場合は、分解能帯域幅

に応じた値を 10logで換算した値を基準値とみなして測定することが適当である。 

 

オ 帯域外領域における不要発射の強度 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの規定の離調周波数の平均電力（バ

ースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定す

る。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子

にて測定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルア

ナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参照帯域幅内の電力に換算

することが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の

空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測

定を行うこと。 

 

カ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当で

ある。この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数

範囲については、可能な限り 9kHzから 110GHzまでとすることが望ましいが、当面の間

は 30MHzから第５次高調波までとすることができる。 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの不要発射の平均電力（バースト波

にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定する。複数

の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定

した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザ

の分解能帯域幅は参照帯域幅に設定することが適当である。ただし、アダプティブアレ

ーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が

最大となる状態等で測定すること。 
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一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測

定を行うこと。 

 

キ 送信装置の相互変調特性 

基地局及び中継局 

希望波を定格出力で送信している状態において、希望波から１チャネル及び２チャネ

ル離れた無変調妨害波を規定の電力で加えた場合において発生する相互変調波の電力

を測定する。 

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子に

て測定した値の総和を相互変調の強度とすること。ただし、アダプティブアレーアンテ

ナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大とな

る状態等で測定すること。 

一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測

定を行うこと。連続した複数波の場合、測定対象とする周波数帯から最も離れた周波数

の搬送波から１チャネル及び２チャネル離れた無変調妨害波を規定の電力で加えた場

合において発生する相互変調波の電力を測定する。なお、不連続な複数波の場合、測定

対象となる搬送波から１チャネルまたは２チャネル離れた位置に他の同時発射される

搬送波が配置されている場合は、測定対象外とする。 

 

ク 搬送波を送信していないときの漏洩電力 

搬送波を送信していない状態において、送信周波数帯域内の規定の周波数幅の電力を、

スペクトルアナライザ等を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を、搬送波を送信してい

ないときの漏洩電力とすること。 

 

ケ 送信同期 

送信バースト繰り返し周期及び送信バースト長 

スペクトルアナライザの中心周波数を試験周波数として、掃引周波数幅を 0Hz（ゼロ

スパン）として測定する。ただし、十分な時間分解能が得られない場合は、広帯域検波

器を用いオシロスコープ又は、周波数カウンタ等の測定器を用いて測定することが望ま

しい。この場合において、複数の空中線端子を有する場合は各空中線端子を校正された

RF 結合器で結合し、全ての送信装置からの信号を合成して測定することが適当である。 

 

(2) 受信装置 

ア 受信感度 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、規定の品質（規定のス

ループット）になるときの空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において

許容値（基準感度）以下であること。 
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イ スプリアスレスポンス 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。一の無変調妨害波を技術基準で規定さ

れる妨害波レベルとして、周波数を掃引し、規定の品質（規定のスループット）以上で

受信できることを確認する。 

 

ウ 隣接チャネル選択度 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から隣接する搬送

波の周波数に配置された変調波を隣接妨害波とし技術基準で規定される妨害波レベル

として、規定の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

エ 相互変調特性 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から３次相互変調

の関係にある電力が等しい妨害波として隣接チャネル周波数の無変調波と次隣接チャ

ネル周波数の変調波の２つの妨害波を技術基準で規定される妨害波レベルとして、規定

の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

オ 副次的に発する電波等の限度 

スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を副次的に発する電波等

の限度とすること。 

この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、測定帯域幅に設定することが適

当である。 

 

９．１．３．２ 小電力レピータ（非再生中継方式） 

レピータには下り方向（移動局対向）と上り方向（基地局対向）の２つの異なる送受信機

能が存在する為、測定では下り方向と上り方向をそれぞれ測定する必要がある。また、国内

で適応されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電気標準会議（IEC）等の

国際的な動向を踏まえて対応することが望ましい。 

 

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

標準信号発生器等の信号源から無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用

いて測定（バースト波にあってはバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有す

る場合は空中線端子毎に測定し、それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を

周波数偏差とすることが適当である。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等

が証明された場合は一の空中線端子にて測定することができる。また、波形解析装置等

専用の測定器を用いる場合は、変調状態として測定することができる。 
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イ 占有周波数帯幅 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号（符号長 511 ビット２値疑似雑

音系列等。）等により変調をかけた信号を入力信号として加え、被試験機を送信電力が

最大となる状態で送信するように設定する。このときに得られるスペクトル分布の全電

力をスペクトルアナライザ等を用いて測定し、スペクトル分布の上限及び下限部分にお

ける電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波数幅を測定する。複数の空中線端子

を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの測定値のうち最大となる値を占有

周波数帯幅とすることが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から連続した複数波を同時に発

射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入

力信号として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定し、そ

のときの送信電力を高周波電力計を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は

空中線端子ごとに測定し、それぞれの総和を空中線電力とすることが適当である。また、

連続送信波にて測定することが望ましいが、バースト波にて測定する場合は、送信時間

率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、

その測定値に送信時間率の逆数を乗じることにより空中線電力とすることができる。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 帯域外利得 

当該割当周波数帯域端から技術的条件で定められた周波数だけ離れた周波数におい

て、標準信号発生器等の信号源から無変調連続波を加え、入力信号レベルに対する出力

信号レベルの比を帯域外利得とする。なお、送信電力が最大となる状態で送信する状態

と送信電力が最大となる状態から１０ｄＢ低いレベルで送信する状態で測定する。 

 

オ 隣接チャネル漏えい電力 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入

力信号として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定する。

バースト波にあっては、規定の隣接チャネル帯域内の電力についてスペクトルアナライ

ザ等を用い、掃引速度が 1 サンプル点あたり 1 個以上のバーストが入るようにし、ピ

ーク検波、マックスホールドモードで測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中

線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を隣接チャネル漏え

い電力とすること。連続波にあっては、電力測定受信機又はスペクトラムアナライザを

用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、それぞれの測定値の総和を隣接チャネ

ル漏えい電力とすることが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 
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カ スペクトラムマスク 

信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入力信

号として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定する。この

ときの規定の離調周波数の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、

スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子

ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度とするこ

と。この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くし

て測定し参照帯域幅内の電力に換算することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

キ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当で

ある。この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数

範囲については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望ましいが、当面の

間は 30MHz から第 5 次高調波までとすることができる。標準信号発生器等の信号源か

ら標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入力信号として加え、被試験機を送

信電力が最大となる状態で送信するように設定する。このときの不要発射の平均電力

（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナラザを用いて測定

する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端

子にて測定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトル

アナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅に設定することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

(2) 受信装置 

ア 副次的に発する電波等の限度 

被試験機を受信状態にし、受信入力端子に接続されたスペクトルアナライザにより、

分解能帯域幅を技術的条件により定められた測定帯域幅とし、規定される周波数範囲毎

に副次的に発する電波の強度を測定する。複数の空中線端子を有する場合は、空中線端

子毎に測定し、それぞれの測定値の総和を副次的に発する電波等の限度とすること。 

 

(3) 包括して免許の申請を可能とするための機能の測定 

以下のいずれかの方法にて測定する。 

受信する電波のうち、自システムの基地局又は陸上移動局からの通信のみを中継開始す

ることをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

基地局からの遠隔操作により、レピータの動作が停止（利得 0dB以下）していることを

スペクトルアナライザ等にて確認すること。 

 

(4) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、(1)及び(2)の測定法によるほか、(1)及
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び(2)の測定法と技術的に同等と認められる方法によることが出来る。 

 

９．１．３．３ 小電力レピータ再生中継方式 

レピータには下り方向（移動局対向）と上り方向（基地局対向）の２つの異なる送受信機

能が存在する為、測定では下り方向と上り方向をそれぞれ測定する必要がある。また、国内

で適応されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電気標準会議（IEC）等の

国際的な動向を踏まえて対応することが望ましい。複数の送受信空中線（MIMO やアダプテ

ィブアレーアンテナ等の複数の送信増幅部含む無線設備）を有する送受信装置が一般的であ

ると考えられるため、複数の空中線を前提とした測定方法としている。 

 

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて測定（バースト波にあって

はバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定

し、それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を周波数の偏差とすることが適

当である。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等が証明された場合には一の

空中線端子にて測定することができる。また、波形解析器等専用の測定器を用いる場合

は変調状態として測定することができる。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準符号化試験信号（符号長 511 ビット２値疑似雑音系列等。）を入力信号として加

えたときに得られるスペクトル分布の全電力を、スペクトルアナライザ等を用いて測定

し、スペクトル分布の上限及び下限部分における電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%と

なる周波数幅を測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、

それぞれの空中線端子にて測定した値のうち最大となる値を占有周波数帯幅とするこ

とが適当である。   

ただし、空中線端子ごとに発射する周波数が異なる場合は、各空中線端子を校正され

た RF 結合器等で結合し、全ての空中線端子からの信号を合成して測定することが適当

である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から連続した複数波を同時に発

射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの平均電力を、高周波電力計を用い

て測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空

中線端子にて測定した値の総和を空中線電力とすること。また、連続送信波により測定

することが望ましいが、バースト送信波にて測定する場合は、送信時間率が最大となる

バースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値に送

信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当である。ただし、アダプティブアレ

ーアンテナ（個々の空中線の電力及び位相を制御することによって空中線の指向特性を

制御するものであって、一の空中線の電力を増加させた場合、他の空中線の電力を低下
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させることによって、複数空中線の総電力を一定に制御する機能を有するもの。）の場

合にあっては、空中線電力の総和が最大となる状態にて測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 隣接チャネル漏えい電力 

標準符号化試験信号を入力信号とし、バースト波にあっては、規定の隣接チャネル帯

域内の電力についてスペクトルアナライザ等を用い、掃引速度が 1 サンプル点あたり

１個以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、マックスホールドモードで測定する。

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて

測定した値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすること。連続波にあっては、電力測定

受信機又はスペクトラムアナライザを用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、

それぞれの測定値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすることが適当である。ただし、

アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空

中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

オ 帯域外領域における不要発射の強度 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの規定の離調周波数の平均電力（バ

ースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定す

る。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子

にて測定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルア

ナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参照帯域幅内の電力に換算

することが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の

空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

カ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当で

ある。この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数

範囲については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望ましいが、当面の

間は 30MHz から第５次高調波までとすることができる。標準符号化試験信号を入力信

号として加えたときの不要発射の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電

力）を、スペクトルアナラザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中

線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度と

すること。この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅に設

定することが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一

の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定するこ

と。 
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小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

キ 搬送波を送信していないときの漏えい電力 

搬送波を送信していない状態において、送信周波数帯域内の規定の周波数幅の電力を、

スペクトルアナライザ等を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を、搬送波を送信してい

ないときの漏えい電力とすること。 

 

ク 送信同期 

送信バースト繰り返し周期及び送信バースト長 

スペクトルアナライザの中心周波数を試験周波数として、掃引周波数幅を 0Hz（ゼロ

スパン）として測定する。ただし、十分な時間分解能が得られない場合は、広帯域検波

器を用いオシロスコープまたは、周波数カウンタ等の測定器を用いて測定することが望

ましい。この場合において、複数の空中線端子を有する場合は各空中線端子を校正され

た RF 結合器で結合し、全ての送信装置からの信号を合成して測定することが適当であ

る。 

 

(2) 受信装置 

ア 受信感度 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、規定の品質（規定のス

ループット）になるときの空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において

許容値（基準感度）以下であること。 

 

イ スプリアスレスポンス 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。一の無変調妨害波を技術基準で規定さ

れる妨害波レベルとして、周波数を掃引し、規定の品質（規定のスループット）以上で

受信できることを確認する。 

 

ウ 隣接チャネル選択度 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から隣接する搬送

波の周波数に配置された変調波を隣接妨害波とし技術基準で規定される妨害波レベル

として、規定の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

エ 相互変調特性 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から３次相互変調

の関係にある電力が等しい妨害波として隣接チャネル周波数の無変調波と次隣接チャ

ネル周波数の変調波の２つの妨害波を技術基準で規定される妨害波レベルとして、規定
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の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

オ 副次的に発する電波等の限度 

スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を副次的に発する電波等

の限度とすること。この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、測定帯域幅に

設定することが適当である。 

 

(3) 包括して免許の申請を可能とするための機能の測定 

以下のいずれかの方法にて測定する。 

・受信する電波のうち、自システムの基地局又は陸上移動局からの通信のみを中継開始

することをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

・基地局からの遠隔操作により、レピータの動作が停止していることをスペクトルアナ

ライザ等にて確認すること。 

 

(4) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、(1)及び(2)の測定法によるほか、(1)及

び(2)の測定法と技術的に同等と認められる方法によることが出来る。 

 

９．１．４ 端末設備として移動局に求められる技術的な条件 
情報通信審議会諮問第 81 号「携帯電話等の周波数有効利用方策」のうち「2GHz 帯におけ

る IMT-2000（TDD方式）の技術的条件」（平成 17年５月 30日）の答申により示された技術的

な条件に準ずるものとする。ただし、以下(1)から(3)については、以下に示す技術的な条件

とする。 

(1) 送信タイミング 

標準送信タイミングは、基地局から受信したフレームに同期させ、かつ基地局から指定

されるチャネルおいて送信を開始するものとし、その送信の開始時点の偏差は±208ns

（eMTCにおいては、±130ns）の範囲にあること。 

 

(2) ランダムアクセス制御 

ア ランダムアクセス制御信号の送信は、基地局からの制御信号に同期して行うものであ

ること。 

イ ランダムアクセス制御信号を送信した後、基地局から 1.2秒（eMTCにおいては、0.403

秒）以内に通信チャネルを指定する信号を受信した場合は、指定された通信チャネルに

おいて情報の送信を開始するものであること。 

ウ 基地局からの通信チャネルを指定する信号が受信できなかった場合にあっては、不規

則な遅延時間の後にア以降の動作を行うものであること。ただし、この動作の回数は 200

回を超えてはならない。 

 

(3) 基地局に受信レベルを通知する機能 

基地局から指定された条件に基づき、周辺基地局の指定された参照信号の受信レベルに
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ついて検出を行い、周辺基地局の受信レベルが基地局から指定された条件を満たす場合は、

その結果を基地局に通知する機能を有すること。 

 

９．１．５ その他 
国内標準化団体等では、無線インターフェースの詳細仕様や高度化に向けた検討が引き続

き行われていることから、今後、これらの国際的な動向等を踏まえつつ、技術的な検討が不

要な事項について、国際的な整合性を早期に確保する観点から、適切かつ速やかに国際標準

の内容を技術基準に反映していくことが望ましい。 
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９．２ XGPの技術的条件 

９．２．１ 一般的条件（無線諸元・システム設計上の条件） 
無線設備の種別は以下のとおりと想定する。 

① 移動局 

② 基地局 

③ 中継局（基地局と移動局との間の通信を中継する無線局） 

中継局の技術的条件については、基地局対向は移動局の技術的条件、移動局対向は基地

局の技術的条件を準用する。 

④ 小電力レピータ 

 

(1) 通信方式 

ア 通信方式：TDD方式 

イ 中継方式 

非再生中継方式あるいは再生中継方式であること。 

 

中継方式 非再生中継方式 再生中継方式 

中継周波数 同一周波数 異周波数 同一周波数 異周波数 

構成 一体型または分離型 一体型または分離型 

 

(2) 多重化方式 

ア 基地局（下り回線） 

OFDM及び TDMの複合方式又は OFDM、TDM及び SDMの複合方式。 

イ 移動局（上り回線） 

OFDMA及び TDMAの複合方式若しくは OFDMA、TDMA及び SDMAの複合方式又は 

SC-FDMA及び TDMAの複合方式若しくは SC-FDMA、TDMA及び SDMAの複合方式。 

ウ 小電力レピータ（移動局対向）（再生中継方式のみ適用） 

OFDM及び TDMの複合方式又は OFDM、TDM及び SDMの複合方式。 

エ 小電力レピータ（基地局対向）（再生中継方式のみ適用） 

OFDMA及び TDMAの複合方式若しくは OFDMA、TDMA及び SDMAの複合方式又は 

SC-FDMA及び TDMAの複合方式若しくは SC-FDMA、TDMA及び SDMAの複合方式。 

 

(3) 変調方式 

ア 基地局および移動局 

BPSK、QPSK、16QAM、32QAM、64QAM、256QAM 

eMTCは、BPSK、QPSK又は 16QAM方式を採用すること。 

 

イ 小電力レピータ（再生中継方式のみ適用） 

BPSK、QPSK、16QAM、32QAM、64QAM、256QAM 

eMTC（基地局対向）は、BPSK、QPSK又は 16QAM方式を採用すること。 
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(4) 送信同期 

ア 基地局および移動局 

Ａ 送信バースト繰り返し周期 

2.5ms ± 10μs以内、5ms ± 10μs以内又は 10ms ± 10μs以内 

Ｂ 送信バースト長 

移動局： 625×Nμs以内 

基地局： 625×Mμs以内 

ただし、M+N=4、8又は 16であること。（N、Mは自然数） 

もしくは、 

移動局：1000×Nμs以内 

基地局：1000×Mμs以内 

ただし、M+Nは、5、10であること。（N、M は正の数 ※小数も含む） 

Ｃ 下り／上り比率 

M：N 

 

イ 小電力レピータ（再生中継方式のみ適用） 

Ａ 送信バースト繰り返し周期 

2.5ms ± 10μs以内、5ms ± 10μs以内又は 10ms ± 10μs以内 

Ｂ 送信バースト長 

移動局対向： 625×Nμs以内 

基地局対向： 625×Mμs以内 

ただし、M+N=4、8又は 16であること。（N、Mは自然数） 

もしくは、 

基地局対向：1000×Nμs以内 

移動局対向：1000×Mμs以内 

ただし、M+Nは、5、10であること。（N、M は正の数 ※小数も含む） 

Ｃ 下り／上り比率 

M：N 

 

(5) 認証・秘匿・情報セキュリティ 

不正使用を防止するための移動局装置固有の番号付与、認証手順の適用、通信情報に対

する秘匿機能の運用等を必要に応じて講じること。 

 

(6) 電磁環境対策 

移動局と自動車用電子機器や医療用電子機器との相互の電磁干渉に対しては、十分な配

慮が払われていること。 

 

(7) 電波防護指針への適合 

移動局等、電波を使用する機器については、電波法施行規則第 21 条の３及び無線設備

規則第 14条の２に適合すること。 
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(8) 移動局識別番号 

移動局の識別番号の付与、送出の手順はユーザによるネットワークの自由な選択、ロー

ミング、通信のセキュリティ確保、無線局の監理等について十分配慮して定められること

が望ましい。 

 

(9) 移動局送信装置の異常時の電波発射停止 

次の機能が同時に独立してなされること。 

ア 基地局が移動局の異常を検出した場合、基地局は移動局に送信停止を要求すること。

イ 移動局自身がその異常を検出した場合、異常検出タイマのタイムアウトにより移動

局自身が送信を停止すること。 

 

(10) システム設計上の条件（小電力レピータ非再生中継方式のみ適用） 

1基地局（=1セル）当たりの本レピータの最大収容可能局数は 100局を目安とする。 

 

９．２．２ 無線設備の技術的条件 
(1) 送信装置 

ア キャリアアグリゲーション 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合は、隣接チャネル漏洩

電力、帯域外領域における不要発射の強度及びスプリアス領域における不要発射の強度

について、最大の数の搬送波を同時に発射した状態で、搬送波間において、同時発射さ

れる全搬送波の技術的条件として定められた許容値のうち、最も高い値を満たすこと。 

移動局については、キャリアアグリゲーションで送信可能な搬送波の組合せで送信し

た状態で、搬送波ごとにウからセに定める技術的条件を満たすこととする。ただし、そ

れぞれの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

周波数帯及び搬送波数について、移動局において搬送波が隣接しないキャリアアグリゲ

ーションで送信する場合については規定しない。搬送波が隣接するキャリアアグリゲーシ

ョンで送信する場合は、搬送波数は２とする。基地局については規定しない。 

 

イ eMTC 

        基地局については、５MHz、10MHz及び20MHzの各システムの送信周波数帯域内の連続す

る６リソースブロック（1.08MHz幅）の範囲で送信することとし、５MHz、10MHz及び20MHz

の各システムの送信可能なすべての搬送波を送信している状態で、ウからセに定める各

システムの技術的条件を満足すること。ただし、それぞれの項目において別に定めがあ

る場合は、この限りでない。 

移動局については、ウからセに定める各システムの技術的条件を満足すること。ただ

し、それぞれの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

 

ウ 周波数の偏差 

移動局： 3×10-6以内 

移動局（eMTC）：±（0.1ppm＋15Hz）以内 

基地局： 3×10-6以内 
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小電力レピータ：3×10-6以内 

 

エ 占有周波数帯幅 

(ｱ) 移動局 

2.5MHzシステム ：2.5MHz以下 

５MHzシステム  ：5MHz以下 

10MHzシステム  ：10MHz以下 

20MHzシステム  ：20MHz以下 

eMTC：1.4MHz以下 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、搬送波の組合せご

とにそれぞれ次に示す周波数帯幅の中に、発射される全平均電力の 99％が含まれる

こと。 

 
５MHz+５MHzシステム：9.8MHz以下 

５MHz+10MHzシステム：14.95MHz以下 

10MHz+10MHzシステム：19.9MHz以下 

５MHz+20MHzシステム：24.95MHz以下 

10MHz+20MHzシステム：29.9MHz以下 

20MHz+20MHzシステム：39.8MHz以下 

 

(ｲ) 基地局 

2.5MHzシステム ：2.5MHz以下 

５MHzシステム   ：5MHz以下 

10MHzシステム  ：10MHz以下 

20MHzシステム  ：20MHz以下 

  

(ｳ) 小電力レピータ 

2.5MHzシステム ：2.5MHz以下 

５MHzシステム   ：5MHz以下 

10MHzシステム  ：10MHz以下 

20MHzシステム  ：20MHz以下 

 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合

は、搬送波の組合せ毎にそれぞれ次に示す幅以下の中に、発射される全平均電力の

99％が含まれること。 

 

５MHz+５MHzシステム：9.8MHz以下 

５MHz+10MHzシステム：14.95MHz以下 

10MHz+10MHzシステム：19.9MHz以下 

５MHz+20MHzシステム：24.95MHz以下 
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10MHz+20MHzシステム：29.9MHz以下 

20MHz+20MHzシステム：39.8MHz以下 

 

オ 空中線電力 

(ｱ) 移動局：400mW以下 

キャリアアグリゲーションで送信する場合は各搬送波の空中線電力の合計値、空間

多重方式とキャリアアグリゲーションを併用して送信する場合は各空中線端子及び

各搬送波の空中線電力の合計値について、いずれも 200mW以下であること。 

(ｲ) 基地局： 40W以下 

(ｳ) 小電力レピータ： 200mW以下＊ 

＊ 非再生中継方式においては、全搬送波の総電力とし、下り回線及び上り回線合

わせて、同時送信可能な総電力は 200mWとする。再生中継方式においては、1搬

送波あたりの電力とし、下り回線及び上り回線合わせて、同時に送信可能な総電

力は 600mWとする。 

 

カ 空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 移動局： +87%、-79% 

(ｲ) 移動局（eMTC）：+87%、-47% 

(ｳ) 基地局： +87%、-47% 

(ｴ) 小電力レピータ： +87%、-47% 

 

キ 送信空中線絶対利得 

(ｱ) 移動局 

4dBi以下 

ただし、空中線電力が 200mWを超える場合は 1dBi以下 

(ｲ) 基地局 

17dBi以下 

(ｳ) 小電力レピータ 

4dBi以下 

 

ク 隣接チャネル漏洩電力 

(ｱ) 移動局 

表９．２．２－１に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

 

表９．２．２－１ 隣接チャネル漏えい電力（移動局） 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

2.5MHzシステム 2.5MHz 2dBm 2.5MHz 

５MHzシステム 5MHz 2dBm 5MHz 

10MHzシステム 10MHz 2dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 3dBm 20MHz 
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搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、隣接する２つの搬

送波の送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ離れた周波数を中心周波

数とする参照帯域幅分の値が表９．２．２－２に示す許容値以下であること。なお、

通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制

御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によって制限すること

又はそれらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすること

ができる。 

 

表９．２．２－２ 隣接チャネル漏えい電力（移動局）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

５MHz+５MHz 

システム 
9.8MHz 2dBm 9.8MHz 

５MHz+10MHz 

システム 
14.95MHz 2.87dBm 14.95MHz 

10MHz+10MHz 

システム 
19.9MHz 3dBm 19.9MHz 

５MHz+20MHz 

システム 
24.95MHz 3.97dBm 24.95MHz 

10MHz+20MHz 

システム 
29.9MHz 4.76dBm 29.9MHz 

20MHz+20MHz 

システム 
39.8MHz 6dBm 39.8MHz 

 

(ｲ) 基地局 

表９．２．２－３に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

一の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側の搬

送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

    

表９．２．２－３ 隣接チャネル漏えい電力（基地局） 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

2.5MHzシステム 2.5MHz 3dBm 2.5MHz 

５MHzシステム ５MHz 3dBm ５MHz 

10MHzシステム 10MHz 3dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 6dBm 20MHz 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

表９．２．２－４に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

 

表９．２．２－４ 隣接チャネル漏えい電力（小電力レピータ）基本 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

2.5MHzシステム 2.5MHz 2dBm 2.5MHz 

５MHzシステム 5MHz 2dBm 5MHz 
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10MHzシステム 10MHz 2dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 3dBm 20MHz 

 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、隣

接する２つの搬送波の送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ離れた周波数を中

心周波数とする参照帯域幅分の値が表９．２．２－５に示す許容値以下であること。なお、

通信にあたって小電力レピータに割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の

制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や小電力レピータの制御によって制限する

こと又はそれらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすることが

できる。 

 

 

表９．２．２－５ 隣接チャネル漏えい電力（小電力レピータ）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

５MHz+５MHz 

システム 
9.8MHz 2dBm 9.8MHz 

５MHz+10MHz 

システム 
14.95MHz 2.87dBm 14.95MHz 

10MHz+10MHz 

システム 
19.9MHz 3dBm 19.9MHz 

５MHz+20MHz 

システム 
24.95MHz 3.97dBm 24.95MHz 

10MHz+20MHz 

システム 
29.9MHz 4.76dBm 29.9MHz 

20MHz+20MHz 

システム 
39.8MHz 6dBm 39.8MHz 

   

ケ スペクトラムマスク 

(ｱ) 移動局 

送信周波数帯の中心周波数から不要発射の強度の測定帯域の中心周波数までの離

調周波数に対して、システム毎に表９．２．２－６に示す許容値以下であること。 

 

表９．２．２－６スペクトラムマスク（移動局）  

システム 離調周波数 許容値 

2.5MHzシステム 3.75MHz以上 6.25MHz未満 -10dBm/MHz 

５MHzシステム 7.5MHz以上 12.5MHz未満 -10dBm/MHz 

10MHzシステム 
15MHz以上 20MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz以上 25MHz未満 -30dBm/MHz 

20MHzシステム 
30MHz以上 35MHz未満 -25dBm/MHz 

35MHz以上 50MHz未満 -30dBm/MHz 
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搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不要発

射の強度の測定帯域が重複する場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。また、

各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と重複する

場合、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、表９．２．２－７

に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範

囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局

や移動局の制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限する

ことで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表９．２．２－７ スペクトラムマスク（移動局）キャリアアグリゲーション  

システム 離調周波数 許容値 

５MHz+５MHz 

システム 

9.9MHz以上 14.7MHz未満 -13dBm/MHz 

14.7MHz以上 19.7MHz未満 -25dBm/MHz 

５MHz+10MHz 

システム 

12.475MHz以上 22.425MHz未満 -13dBm/MHz 

22.425MHz以上 27.425MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+10MHz 

システム 

14.95MHz以上 29.85MHz未満 -13dBm/MHz 

29.85MHz以上 34.85MHz未満 -25dBm/MHz 

５MHz+20MHz 

システム 

17.475MHz以上 37.425MHz未満 -13dBm/MHz 

37.425MHz以上 42.425MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+20MHz 

システム 

19.95MHz以上 44.85MHz未満 -13dBm/MHz 

44.85MHz以上 49.85MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz+20MHz 

システム 

24.9MHz以上 59.7MHz未満 -13dBm/MHz 

59.7MHz以上 64.7MHz未満 -25dBm/MHz 

 

(ｲ) 基地局 

送信周波数帯の中心周波数から不要発射の強度の測定帯域の中心周波数までの離

調周波数に対して、システム毎に表９．２．２－８に示す許容値以下であること。一

の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側の搬送

波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

       

表９．２．２－８ スペクトラムマスク（基地局） 

システム 離調周波数 許容値 

2.5MHzシステム 3.75MHz以上 6.25MHz未満 -5.25dBm/MHz 

５MHzシステム 7.5MHz以上 12.5MHz未満 -15.7dBm/MHz 

10MHzシステム 15MHz以上 25MHz未満 -22dBm/MHz 

20MHzシステム 30MHz以上 50MHz未満 -22dBm/MHz 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

送信周波数帯の中心周波数から不要発射の強度の測定帯域の中心周波数までの離

調周波数に対して、システム毎に表９．２．２－９に示す許容値以下であること。 
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表９．２．２－９ スペクトラムマスク（小電力レピータ） 

システム 離調周波数 許容値 

2.5MHzシステム 3.75MHz以上 6.25MHz未満 -10dBm/MHz 

５MHzシステム 7.5MHz以上 12.5MHz未満 -10dBm/MHz 

10MHzシステム 
15MHz以上 20MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz以上 25MHz未満 -30dBm/MHz 

20MHzシステム 
30MHz以上 35MHz未満 -25dBm/MHz 

35MHz以上 50MHz未満 -30dBm/MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不要発

射の強度の測定帯域が重複する場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。また、

各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と重複する

場合、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合

は、表９．２．２－１０に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって小電力

レピータに割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制

限し、あるいは送信電力を基地局や小電力レピータの制御によって制限すること又は

それらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすることがで

きる。 

 

表９．２．２－１０ スペクトラムマスク（小電力レピータ）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 

５MHz+５MHz 

システム 

9.9MHz以上 14.7MHz未満 -13dBm/MHz 

14.7MHz以上 19.7MHz未満 -25dBm/MHz 

５MHz+10MHz 

システム 

12.475MHz以上 22.425MHz未満 -13dBm/MHz 

22.425MHz以上 27.425MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+10MHz 

システム 

14.95MHz以上 29.85MHz未満 -13dBm/MHz 

29.85MHz以上 34.85MHz未満 -25dBm/MHz 

５MHz+20MHz 

システム 

17.475MHz以上 37.425MHz未満 -13dBm/MHz 

37.425MHz以上 42.425MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+20MHz 

システム 

19.95MHz以上 44.85MHz未満 -13dBm/MHz 

44.85MHz以上 49.85MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz+20MHz 

システム 

24.9MHz以上 59.7MHz未満 -13dBm/MHz 

59.7MHz以上 64.7MHz未満 -25dBm/MHz 

 

コ スプリアス領域における不要発射の強度 

(ｱ) 移動局 

表９．２．２－１１に示す許容値以下であること。 

なお、移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御によ

って制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によって制限すること又はそ
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れらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすることができ

る。 

 

表９．２．２－１１ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2530MHz未満 -30dBm １MHz 

2530MHz以上2535MHz未満 -25dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -30dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHz から 2655MHz までの値は、搬送波の中心周波数から占有周波

数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

  eMTCの場合は、5MHz、10MHz及び 20MHzシステムの各搬送波の中心周波数から占有

周波数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、２つの搬送波で送

信している条件でもこの許容値を満足すること。この場合において、５MHz+５MHzシ

ステムにあっては周波数離調（隣接する２つの搬送波の送信帯域幅の中心周波数か

ら参照帯域幅の送信周波数帯に近い方の端までの差の周波数を指す。搬送波が隣接

するキャリアアグリゲーションの場合にあっては、以下同じ。）が 19.7MHz以上、５

MHz+10MHzシステムにあっては周波数離調が 27.425MHz以上、10MHz+10MHzシステム

にあっては周波数離調が 34.85MHz以上、5MHz+20MHzシステムにあっては周波数離調

が 42.425MHz 以上、10MHz+20MHz システムにあっては周波数離調が 49.85MHz 以上、

20MHz+20MHzシステムにあっては周波数離調が 64.7MHz以上に適用する。 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、一の搬送波のス

プリアス領域が他の搬送波の送信周波数帯域及び帯域外領域と重複する場合は、当

該周波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

(ｲ) 基地局 

表９．２．２－１２に示す許容値以下であること。 

一の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側の

搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

 

表９．２．２－１２ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（基地局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 
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2505MHz以上2535MHz未満 -42dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -22dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHz から 2655MHz までの値は、搬送波の中心周波数から占有周波

数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

表９．２．２－１３に示す許容値以下であること。 

なお、通信に当たって小電力レピータに割り当てる周波数の範囲（リソースブロッ

ク）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や小電力レピータの

制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限することで、その

条件での許容値とすることができる。 

 

表９．２．２－１３ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（小電力レピータ） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2530MHz未満 -30dBm １MHz 

2530MHz以上2535MHz未満 -25dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -30dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHz から 2655MHz までの値は、搬送波の中心周波数から占有周波

数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、一の搬送波のスプ

リアス領域が他の搬送波の送信周波数帯域及び帯域外領域と重複する場合は、当該周

波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

サ スプリアス領域における不要発射の強度（送信相互変調） 

(ｱ) 基地局 

希望波を定格出力で送信した状態で、希望波から 1チャネル及び 2チャネル離れた

妨害波を希望波の定格出力より 30dB 低い送信電力で加えた場合において発生する相

互変調波の電力が、不要発射の強度の許容値及び隣接チャネル漏洩電力の許容値以下

であること。 

(ｲ) 中継局 

基地局と同様とする。 

 

シ 搬送波を送信していないときの漏洩電力 

(ｱ) 移動局 

-30dBm以下 
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(ｲ) 基地局 

-30dBm以下 

(ｳ) 小電力レピータ 

-30dBm以下 

 

ス 筐体輻射 

受信待受状態において、等価等方輻射電力にて、 

1GHz未満のとき 4nW以下 

1GHz以上のとき 20nW以下 

であること。 

 

セ 帯域外利得（小電力レピータ非再生中継方式のみ適用） 

・割当周波数帯域端から 5MHz離れた周波数において、利得 35dB以下であること。 

・割当周波数帯域端から 10MHz離れた周波数において、利得 20dB以下であること。 

・割当周波数帯域端から 40MHz離れた周波数において、利得 0dB以下であること。 

 

(2) 受信装置 

ア キャリアアグリゲーション 

移動局及び小電力レピータ（基地局対向）については、キャリアアグリゲーション

で受信可能な搬送波の組合せで受信した状態において、搬送波ごとにウからカに定め

る技術的条件を満たすこととする。ただし、それぞれの項目において別に定めがある

場合は、この限りでない。 

 

イ eMTC 

        基地局については、５MHz、10MHz及び20MHzの各システムの送信周波数帯域内の連続す

る６リソースブロック（1.08MHz幅）の範囲で受信することとし、ウからキに定める各シ

ステムの技術的条件を満足すること。ただし、それぞれの項目において別に定めがある

場合は、この限りでない。 

移動局については、ウからキに定める５MHz、10MHz及び 20MHzの各システムの技術的

条件を満足すること。ただし、それぞれの項目において別に定めがある場合は、この限

りでない。 

 

ウ 受信感度 

受信感度は、QPSK で変調された信号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で

受信するために必要な空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において、以

下に示す値（基準感度）以下であること。 

静特性 

移動局： -94dBm以下 

移動局（eMTC）： -101dBm以下 

基地局： -101.5dBm以下 

小電力レピータ：-94dBm以下（再生中継方式のみ適用） 
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エ スプリアスレスポンス 

スプリアスレスポンスは、一の無変調妨害波存在下で希望信号を受信する受信機能力

の尺度であり、以下の条件で希望波と無変調妨害波を加えたとき、QPSKで変調された信

号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で受信できること。 

静特性 

移動局：希望波 基準感度+9dB、無変調妨害波：-44dBm 

基地局：希望波 基準感度+6dB、無変調妨害波：-45dBm 

小電力レピータ：希望波 基準感度+9dB、無変調妨害波：-44dBm 

（再生中継方式のみ適用） 

 

オ 隣接チャネル選択度 

隣接チャネル選択度は、隣接する搬送波の周波数に配置された変調妨害波の存在下で

希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、以下の条件で希望波と隣接帯域の変調妨

害波を加えたとき、QPSKで変調された信号を規定の品質（最大スループットの95%以上）

で受信できること。 

静特性 

移動局：希望波 基準感度+14dB、変調妨害波：-54.5dBm 

基地局：希望波 基準感度+6dB、変調妨害波：-52dBm 

小電力レピータ：希望波 基準感度+14dB、変調妨害波：-54.5dBm 

（再生中継方式のみ適用） 

 

カ 相互変調特性 

3次相互変調の関係にある電力が等しい 2つの無変調妨害波又は一方が変調された妨

害波の存在下で希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、以下の条件で希望波と 3

次相互変調を生ずる関係にある無変調波と変調波の 2つの妨害波を加えたとき、QPSKで

変調された信号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で受信できること。 

静特性 

移動局：希望波：基準感度+9dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -46dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -46dBm 

基地局：希望波：基準感度+6dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -52dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -52dBm 

小電力レピータ：希望波：基準感度+9dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -46dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -46dBm 

（再生中継方式のみ適用） 

 

キ 副次的に発する電波等の限度 

受信状態において、空中線端子から発射される電力 
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9kHzから 150kHz   ： -54dBm/kHz以下 

150kHzから 30MHz  ： -54dBm/10kHz以下 

30MHzから 1000MHz ： -54dBm/100kHz以下 

1000MHz超え       ： -47dBm/MHz以下 

 

(3) その他必要な機能（小電力レピータのみ適用） 

ア 包括して免許の申請を可能とするための機能 

｢通信の相手方である無線局からの電波を受けることによって自動的に選択される周

波数の電波のみを発射する｣こと。 

イ その他、陸上移動局として必要な機能（非再生中継方式のみ適用） 

周囲の他の無線局への干渉を防止するための発振防止機能を有すること。 

 

９．２．３ 測定法 
９．２．３．１ 移動局、基地局 

XGP の測定法は、国内で適用されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際

電気標準会議（IEC）等の国際的な動向を踏まえて対応することが望ましい。 

XGPは、複数の送受信空中線（MIMOやアダプティブアレーアンテナ等の複数の送信増幅部

含む無線設備）を有する送受信装置が一般的であると考えられるため、複数の空中線を前提

とした測定方法としている。 

  

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて測定（バースト波にあって

はバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定

し、それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を周波数の偏差とすることが適

当である。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等が証明された場合には一の

空中線端子にて測定することができる。 

また、波形解析器等専用の測定器を用いる場合は変調状態として測定することができ

る。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準符号化試験信号（符号長 511 ビット 2 値疑似雑音系列等。）を入力信号として加

えたときに得られるスペクトル分布の全電力をスペクトルアナライザ等を用いて測定

し、スペクトル分布の上限及び下限部分における電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%と

なる周波数幅を測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、

それぞれの空中線端子にて測定した値のうち最大となる値を占有周波数帯幅とするこ

とが適当である。 

ただし、空中線端子ごとに発射する周波数が異なる場合は、各空中線端子を校正され

た RF 結合器等で結合し、全ての空中線端子からの信号を合成して測定することが適当

である。 

移動局において一の送信装置から連続した複数波を同時に発射する場合は、搬送波を
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同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの平均電力を、高周波電力計を用い

て測定する。 

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子に

て測定した値の総和を空中線電力とすること。 

また、連続送信波により測定することが望ましいが、バースト送信波にて測定する場

合は、送信時間率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均

電力を測定し、その測定値に送信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当であ

る。ただし、アダプティブアレーアンテナ（個々の空中線の電力及び位相を制御するこ

とによって空中線の指向特性を制御するものであって、一の空中線の電力を増加させた

場合、他の空中線の電力を低下させることによって、複数空中線の総電力を一定に制御

する機能を有するもの。）の場合にあっては、空中線電力の総和が最大となる状態にて

測定すること。 

移動局において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発

射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 隣接チャネル漏洩電力 

標準符号化試験信号を入力信号とし、バースト波にあっては、規定の隣接チャネル帯

域内の電力についてスペクトルアナライザ等を用い、掃引速度が 1サンプル点あたり 1

個以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、マックスホールドモードで測定する。

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて

測定した値の総和を隣接チャネル漏洩電力とすること。連続波にあっては、電力測定受

信機又はスペクトルアナライザを用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、それ

ぞれの測定値の総和を隣接チャネル漏洩電力とすることが適当である。ただし、アダプ

ティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電

力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

また、一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状

態で測定を行うこと。複数波同時発射時に規定の測定帯域幅に満たない場合は、分解能

帯域幅に応じた値を 10log で換算した値を基準値とみなして測定することが適当であ

る。 

 

オ スペクトルマスク 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの規定の離調周波数の平均電力（バ

ースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定す

る。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子

にて測定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルア

ナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参照帯域幅内の電力に換算

することが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の

空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 
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また、一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状

態で測定を行うこと。 

 

 

カ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当で

ある。 

この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数範囲

については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望ましいが、当面の間は

30MHzから第 5次高調波までとすることができる。 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの不要発射の平均電力（バースト波

にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定する。複数

の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定

した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザ

の分解能帯域幅は参照帯域幅に設定することが適当である。ただし、アダプティブアレ

ーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が

最大となる状態等で測定すること。 

また、一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状

態で測定を行うこと。 

 

キ スプリアス領域における不要発射の強度（送信相互変調） 

基地局及び中継局 

希望波を定格出力で送信している状態において、希望波から 1チャネル及び 2チャネ

ル離れた無変調妨害波を規定の電力で加えた場合において発生する相互変調波の電力

を測定する。 

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子に

て測定した値の総和を相互変調の強度とすること。ただし、アダプティブアレーアンテ

ナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大とな

る状態等で測定すること。 

また、一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状

態で測定を行うこと。なお連続した周波数配置による複数波同時発射の場合、測定対象

とする周波数帯から最も離れた周波数の搬送波から１チャネル及び２チャネル離れた

無変調妨害波を規定の電力で加えた場合において発生する相互変調波の電力を測定す

る。また不連続な周波数配置による複数波同時発射の場合、測定対象となる搬送波から

１チャネルまたは２チャネル離れた位置に他の同時発射される搬送波が配置されてい

る場合は、測定対象外とする。 

 

ク 搬送波を送信していないときの漏洩電力 

搬送波を送信していない状態において、送信周波数帯域内の規定の周波数幅の電力を

スペクトルアナライザ等を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を搬送波を送信していな
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いときの漏洩電力とすること。 

 

ケ 送信同期 

送信バースト繰り返し周期及び送信バースト長 

スペクトルアナライザの中心周波数を試験周波数として、掃引周波数幅を 0Hz（ゼロ

スパン）として測定する。ただし、十分な時間分解能が得られない場合は、広帯域検波

器を用いオシロスコープ又は、周波数カウンタ等の測定器を用いて測定することが望ま

しい。この場合において、複数の空中線端子を有する場合は各空中線端子を校正された

RF 結合器で結合し、全ての送信装置からの信号を合成して測定することが適当である。 

 

(2) 受信装置 

ア 受信感度 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、規定の品質（規定のス

ループット）になるときの空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において

許容値（基準感度）以下であること。 

 

イ スプリアスレスポンス 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。一の無変調妨害波を技術基準で規定さ

れる妨害波レベルとして、周波数を掃引し、規定の品質（規定のスループット）以上で

受信できることを確認する。 

 

ウ 隣接チャネル選択度 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から隣接する搬送

波の周波数に配置された変調波を隣接妨害波とし技術基準で規定される妨害波レベル

として、規定の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

エ 相互変調特性 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から 3次相互変調

の関係にある電力が等しい妨害波として隣接チャネル周波数の無変調波と次隣接チャ

ネル周波数の変調波の 2つの妨害波を技術基準で規定される妨害波レベルとして、規定

の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

オ 副次的に発する電波等の限度 

スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を副次的に発する電波等

の限度とすること。 

この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、測定帯域幅に設定することが適

当である。 
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９．２．３．２ 小電力レピータ非再生中継方式 

レピータには下り方向（対移動対向）と上り方向（対基地対向）の２つの異なる送受信機能

が存在する為、測定では下り方向と上り方向をそれぞれ測定する必要がある。また、国内で適

応されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電気標準会議（IEC）等の国際的

な動向を踏まえて対応することが望ましい。 

 

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

標準信号発生器等の信号源から無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用

いて測定（バースト波にあってはバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有す

る場合は空中線端子毎に測定し、それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を

周波数偏差とすることが適当である。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等

が証明された場合は一の空中線端子にて測定することができる。また、波形解析装置等

専用の測定器を用いる場合は、変調状態として測定することができる。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号（符号長 511 ビット 2 値疑似雑

音系列等。）等により変調をかけた信号を入力信号として加え、被試験機を送信電力が

最大となる状態で送信するように設定する。このときに得られるスペクトル分布の全電

力をスペクトルアナライザ等を用いて測定し、スペクトル分布の上限及び下限部分にお

ける電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波数幅を測定する。複数の空中線端子

を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの測定値のうち最大となる値を占有

周波数帯幅とすることが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から連続した複数波を同時に発

射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入

力信号として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定し、そ

のときの送信電力を高周波電力計を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は

空中線端子ごとに測定し、それぞれの総和を空中線電力とすることが適当である。また、

連続送信波にて測定することが望ましいが、バースト波にて測定する場合は、送信時間

率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、

その測定値に送信時間率の逆数を乗じることにより空中線電力とすることができる。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 帯域外利得 

当該割当周波数帯域端から技術的条件で定められた周波数だけ離れた周波数におい

て、標準信号発生器等の信号源から無変調連続波を加え、入力信号レベルに対する出力
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信号レベルの比を帯域外利得とする。なお、送信電力が最大となる状態で送信する状態

と送信電力が最大となる状態から１０ｄＢ低いレベルで送信する状態で測定する。 

 

オ 隣接チャネル漏えい電力 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入

力信号として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定する。

バースト波にあっては、規定の隣接チャネル帯域内の電力についてスペクトルアナライ

ザ等を用い、掃引速度が 1 サンプル点あたり 1 個以上のバーストが入るようにし、ピ

ーク検波、マックスホールドモードで測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中

線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を隣接チャネル漏え

い電力とすること。連続波にあっては、電力測定受信機又はスペクトラムアナライザを

用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、それぞれの測定値の総和を隣接チャネ

ル漏えい電力とすることが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

カ スペクトラムマスク 

信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入力信

号として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定する。この

ときの規定の離調周波数の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、

スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子

ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度とするこ

と。この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くし

て測定し参照帯域幅内の電力に換算することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

キ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当で

ある。この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数

範囲については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望ましいが、当面の

間は 30MHz から第 5 次高調波までとすることができる。標準信号発生器等の信号源か

ら標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入力信号として加え、被試験機を送

信電力が最大となる状態で送信するように設定する。このときの不要発射の平均電力

（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナラザを用いて測定

する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端

子にて測定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトル

アナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅に設定することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 
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(2) 受信装置 

ア 副次的に発する電波等の限度 

被試験機を受信状態にし、受信入力端子に接続されたスペクトルアナライザにより、

分解能帯域幅を技術的条件により定められた測定帯域幅とし、規定される周波数範囲毎

に副次的に発する電波の強度を測定する。複数の空中線端子を有する場合は、空中線端

子毎に測定し、それぞれの測定値の総和を副次的に発する電波等の限度とすること。 

 

(3) 包括して免許の申請を可能とするための機能の測定 

以下のいずれかの方法にて測定する。 

(ｱ) 受信する電波のうち、自システムの基地局又は陸上移動局からの通信のみを中継開

始することをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

(ｲ) 基地局からの円滑操作により、レピータの動作が停止（利得 0dB以下）しているこ

とをスペクトルアナライザ等にて確認すること。 

 

(4) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、ア及びイの測定法によるほか、ア及び

イの測定法と技術的に同等と認められる方法によることが出来る。 

 

９．２．３．３ 小電力レピータ再生中継方式 

レピータには下り方向（移動局対向）と上り方向（基地局対向）の２つの異なる送受信機能

が存在する為、測定では下り方向と上り方向をそれぞれ測定する必要がある。また、国内で適

応されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電気標準会議（IEC）等の国際的

な動向を踏まえて対応することが望ましい。複数の送受信空中線（MIMO やアダプティブアレー

アンテナ等の複数の送信増幅部含む無線設備）を有する送受信装置が一般的であると考えられ

るため、複数の空中線を前提とした測定方法としている。 

 

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて測定（バースト波にあって

はバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定

し、それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を周波数の偏差とすることが適

当である。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等が証明された場合には一の

空中線端子にて測定することができる。また、波形解析器等専用の測定器を用いる場合

は変調状態として測定することができる。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準符号化試験信号（符号長 511 ビット 2 値疑似雑音系列等。）を入力信号として加

えたときに得られるスペクトル分布の全電力をスペクトルアナライザ等を用いて測定

し、スペクトル分布の上限及び下限部分における電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%と

なる周波数幅を測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、

それぞれの空中線端子にて測定した値のうち最大となる値を占有周波数帯幅とするこ
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とが適当である。ただし、空中線端子ごとに発射する周波数が異なる場合は、各空中線

端子を校正された RF 結合器等で結合し、全ての空中線端子からの信号を合成して測定

することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から連続した複数波を同時に発

射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの平均電力を、高周波電力計を用い

て測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空

中線端子にて測定した値の総和を空中線電力とすること。また、連続送信波により測定

することが望ましいが、バースト送信波にて測定する場合は、送信時間率が最大となる

バースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値に送

信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当である。ただし、アダプティブアレ

ーアンテナ（個々の空中線の電力及び位相を制御することによって空中線の指向特性を

制御するものであって、一の空中線の電力を増加させた場合、他の空中線の電力を低下

させることによって、複数空中線の総電力を一定に制御する機能を有するもの。）の場

合にあっては、空中線電力の総和が最大となる状態にて測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 隣接チャネル漏えい電力 

標準符号化試験信号を入力信号とし、バースト波にあっては、規定の隣接チャネル帯

域内の電力についてスペクトルアナライザ等を用い、掃引速度が 1 サンプル点あたり 1 

個以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、マックスホールドモードで測定する。

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて

測定した値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすること。連続波にあっては、電力測定

受信機又はスペクトラムアナライザを用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、

それぞれの測定値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすることが適当である。ただし、

アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空

中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

オ スペクトルマスク 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの規定の離調周波数の平均電力（バ

ースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定す

る。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子

にて測定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルア

ナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参照帯域幅内の電力に換算

することが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の

空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 
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小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

 

カ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当で

ある。この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数

範囲については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望ましいが、当面の

間は 30MHz から第 5 次高調波までとすることができる。標準符号化試験信号を入力信

号として加えたときの不要発射の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電

力）を、スペクトルアナラザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中

線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度と

すること。この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅に設

定することが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一

の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定するこ

と。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

キ 搬送波を送信していないときの漏えい電力 

搬送波を送信していない状態において、送信周波数帯域内の規定の周波数幅の電力を

スペクトルアナライザ等を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を搬送波を送信していな

いときの漏えい電力とすること。 

 

ク 送信同期 

送信バースト繰り返し周期及び送信バースト長 

スペクトルアナライザの中心周波数を試験周波数として、掃引周波数幅を 0Hz（ゼロ

スパン）として測定する。ただし、十分な時間分解能が得られない場合は、広帯域検波

器を用いオシロスコープまたは、周波数カウンタ等の測定器を用いて測定することが望

ましい。この場合において、複数の空中線端子を有する場合は各空中線端子を校正され

た RF 結合器で結合し、全ての送信装置からの信号を合成して測定することが適当であ

る。 

 

(2) 受信装置 

ア 受信感度 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、規定の品質（規定のス

ループット）になるときの空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において

許容値（基準感度）以下であること。 

 

 



182 
 

イ スプリアスレスポンス 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。一の無変調妨害波を技術基準で規定さ

れる妨害波レベルとして、周波数を掃引し、規定の品質（規定のスループット）以上で

受信できることを確認する。 

 

ウ 隣接チャネル選択度 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から隣接する搬送

波の周波数に配置された変調波を隣接妨害波とし技術基準で規定される妨害波レベル

として、規定の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

エ 相互変調特性 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から 3 次相互変

調の関係にある電力が等しい妨害波として隣接チャネル周波数の無変調波と次隣接チ

ャネル周波数の変調波の 2つの妨害波を技術基準で規定される妨害波レベルとして、規

定の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

オ 副次的に発する電波等の限度 

スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を副次的に発する電波等

の限度とすること。この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、測定帯域幅に

設定することが適当である。 

 

 

(3) 包括して免許の申請を可能とするための機能の測定 

以下のいずれかの方法にて測定する。 

(ｱ) 受信する電波のうち、自システムの基地局又は陸上移動局からの通信のみを中継開

始することをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

(ｲ) 基地局等からの円滑操作により、レピータの動作が停止していることをスペクトル

アナライザ等にて確認すること。 

 

(4) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、ア及びイの測定法によるほか、ア及び

イの測定法と技術的に同等と認められる方法によることが出来る。 

 

９．２．４ 端末設備として移動局に求められる技術的な条件 
情報通信審議会諮問第 81 号「携帯電話等の周波数有効利用方策」のうち「2GHz 帯におけ

る IMT-2000（TDD 方式）の技術的条件」（平成 17 年 5 月 30 日）の答申により示された技術

的な条件に準ずるものとする。ただし、以下(1)から(3)については、以下に示す技術的な条
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件とする。 

 

(1) 送信タイミング 

標準送信タイミングは、基地局から受信したフレームに同期させ、かつ基地局から指定

されるチャネルおいて送信を開始するものとし、その送信の開始時点の偏差は±208ns

（eMTCにおいては、±130ns）の範囲にあること。 

 

(2) ランダムアクセス制御 

ア ランダムアクセス制御信号の送信は、基地局からの制御信号に同期して行うものであ

ること。 

イ ランダムアクセス制御信号を送信した後、基地局から 1.2秒（eMTCにおいては、0.403

秒）以内に通信チャネルを指定する信号を受信した場合は、指定された通信チャネルに

おいて情報の送信を開始するものであること。 

ウ 基地局からの通信チャネルを指定する信号が受信できなかった場合にあっては、不規

則な遅延時間の後に(ｱ)以降の動作を行うものであること。ただし、この動作の回数は

200回を超えてはならない。 

 

(3) 基地局に受信レベルを通知する機能 

基地局から指定された条件に基づき、周辺基地局の指定された参照信号の受信レベルに

ついて検出を行い、周辺基地局の受信レベルが基地局から指定された条件を満たす場合は、

その結果を基地局に通知する機能を有すること。 

 

９．２．５ その他 
国内標準化団体等では、無線インターフェースの詳細仕様や高度化に向けた検討が引き続

き行われていることから、今後、これらの国際的な動向等を踏まえつつ、技術的な検討が不

要な事項について、国際的な整合性を早期に確保する観点から、適切かつ速やかに国際標準

の内容を技術基準に反映していくことが望ましい。 
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Ⅴ 検討結果 

新世代モバイル通信システム委員会は、情報通信審議会諮問第 2038 号「新世代モバイル

通信システムの技術的条件」（平成 28年 10月 12日諮問）のうち「LTE-Advanced等の高度化

に関する技術的条件」について、別添のとおり取りまとめた。 

LTE-Advanced方式(TDD)の技術的条件は、平成28年５月24日付け情報通信審議会答申「携

帯電話等の周波数有効利用方策」のうち「第４世代移動通信システム（LTE-Advanced）等

の高度化に関する技術的条件」（平成７年７月24日付け電気通信技術審議会諮問第81号）を

基に検討を行ったものである。 
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情報通信審議会 情報通信技術分科会  
新世代モバイル通信システム委員会 構成員 

(敬称略) 

氏   名 主  要  現  職 

委員 

主査 

森川 博之 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

委員 

主査代理 

三瓶 政一 大阪大学大学院 工学研究科 電気電子情報工学専攻 

教授 

委員 江村 克己 日本電気株式会社 取締役執行役員常務 兼 CTO 

専門委員 岩浪 剛太 株式会社インフォシティ 代表取締役 

〃 内田 義昭 KDDI株式会社 取締役執行役員専務 技術統括本部長 

〃 江田 麻季子 インテル株式会社 代表取締役社長 

〃 栄藤 稔 株式会社 NTTドコモ 執行役員 

〃 大岸 裕子 ソニー株式会社 R&Dプラットフォーム デバイス&マテ

リアル研究開発本部 企画部 統括部長 

〃 大谷 和子 株式会社日本総合研究所 執行役員 経営管理部門 

法務部長 

〃 大槻 次郎 株式会社富士通研究所 常務取締役（第２回～） 

〃 岡 秀幸 パナソニック株式会社 エコソリューションズ社 常務 

〃 小林 真寿美 独立行政法人国民生活センター 相談情報部 

相談第 2課 課長 

〃 佐々木 繁 株式会社富士通研究所 代表取締役社長（第１回） 

〃 篠原 弘道 日本電信電話株式会社 代表取締役副社長 

研究企画部門長 

〃 高田 潤一 東京工業大学 環境・社会理工学院 教授 

〃 徳永 順二 ソフトバンク株式会社 常務執行役員 

〃 藤本 正代 富士ゼロックス株式会社 パートナー、 

情報セキュリティ大学院大学 客員教授、 

GLOCOM 客員研究員 

〃 藤原 洋 株式会社ブロードバンドタワー 代表取締役会長 兼 

社長 CEO 

〃 松井 房樹 一般社団法人電波産業会 専務理事・事務局長 

平成 29年 5月 12日現在 

別表１ 
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情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会 
基本コンセプト作業班 構成員 

 

(敬称略) 

平成29年7月6日現在 

氏   名 主  要  現  職 

主任 三瓶 政一 大阪大学大学院 工学研究科 電気電子情報工学専攻 

教授 

主任代理 山尾 泰 電気通信大学 先端ワイヤレスコミュニケーション研究

センター 教授 

 岩浪 剛太 株式会社インフォシティ 代表取締役 

 岩根 靖 三菱電機株式会社 通信システム事業本部 通信システ

ムエンジニアリングセンター 戦略事業推進グループ 

主席技師長 

 大西 完司 ソニー株式会社 R&Dプラットフォーム 研究開発企画部門 

専任部長 

 上村 治 ソフトバンク株式会社 渉外本部 本部長代理 

 佐藤 孝平 第５世代モバイル推進フォーラム 事務局長 / 

一般社団法人電波産業会 参与（標準化統括） 

 清水 俊光 日本電気株式会社 執行役員（第８回） 

 庄納 崇 インテル株式会社 通信デバイス事業本部 グローバル

ワイヤレス営業本部 日本担当 ディレクター 

 辻 ゆかり 日本電信電話株式会社 ネットワーク基盤技術研究所 所

長 

 中村 武宏 株式会社 NTTドコモ 先進技術研究所 ５Ｇ推進室室長 

 中村 隆治 富士通株式会社 ネットワークビジネス戦略室 プリン

シパルエンジニア 

 橋本 和哉 日本電気株式会社 テレコムキャリアビジネスユニット 

理事（第１回～第７回） 

 林 俊樹 株式会社ゲオネットワークス 代表取締役 

 平松 勝彦 パナソニック株式会社 AVCネットワークス社 技術本部 

通信技術総括担当 

 本多 美雄 欧州ビジネス協会 電気通信機器委員会 委員長 

 松永 彰 KDDI 株式会社 技術統括本部 モバイル技術本部 シニ

アディレクター 

別表２ 
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情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会 
技術検討作業班 構成員 

 

(敬称略) 

氏   名 主  要  現  職 

主任 三瓶 政一 大阪大学大学院 工学研究科 電気電子情報工学専攻 

教授 

主任代理 山尾 泰 電気通信大学 先端ワイヤレスコミュニケーション研究

センター 教授 

 青山 恭弘 パナソニック株式会社 コネクティッドソリューション

ズ社 イノベーションセンター 無線ソリューション開

発部 部長 

 天野 茂 日本電気株式会社 テレコムキャリアビジネスユニット 

ワイヤレスネットワーク開発本部 シニアエキスパート 

 岩根 靖 三菱電機株式会社 通信システム事業本部 通信システ

ムエンジニアリングセンター 戦略事業推進グループ 

主席技師長 

 小竹 信幸 一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター 技術

部 技術部長 

 加藤 康博 一般社団法人電波産業会 研究開発本部 移動通信グルー

プ 担当部長 

 上村 治 ソフトバンク株式会社 渉外本部 本部長代理 

 國弘 卓志 ソニー株式会社  コネクティビティ技術開発部 統括部

長 

 城田 雅一 クアルコムジャパン株式会社 標準化担当部長 

 中村 武宏 株式会社 NTTドコモ 先進技術研究所 ５Ｇ推進室室長 

 中村 隆治 富士通株式会社 ネットワークビジネス戦略室 プリン

シパルエンジニア 

 本多 美雄 欧州ビジネス協会 電気通信機器委員会 委員長 

 松永 彰 KDDI 株式会社 技術統括本部 モバイル技術本部 シニ

アディレクター 

平成29年5月31日現在 

  

別表３ 
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参考資料１ 干渉検討で使用した各無線システムのスペック等 

参考資料１－１ 気象衛星システムのスペック 

参１－１．１ 極軌道衛星のスペック 
 
ア 衛星局の送信側スペック 

 諸元 

送信周波数帯 １６９８ＭＨｚ、１７０２．５ＭＨｚ、１７０７ＭＨｚ 

帯域幅 ４．５ＭＨｚ（Ｍｅｔｏｐ）
※１

 

ＥＩＲＰ ４０．１ｄＢｍ
※２

 

（６３度方向） 

移動高度 ８００ｋｍ～８５０ｋｍ 

  ※1 ITU-R レポート SA.2320 
  ※2 気象衛星センター技術報告第 40 号(2007 年 3 月) 

 
イ 受信専用設備のスペック 

 
諸元

※３ 

受信周波数帯 １６９８ＭＨｚ、１７０２．５ＭＨｚ、 

１７０７ＭＨｚ 
受信アンテナ利得 ２９．８ｄＢｉ 
受信アンテナ高 １２ｍ 

アンテナパターン 図 参考１－２－１ 

（ITU-R F.1245-1適用） 
受信アンテナ最小仰角 ５度 

許容干渉

電力
※１※２

  

Ｌｏｎｇ-ｔｅｒｍ
※４ －１１８．７ｄＢｍ/４．５ＭＨｚ 

（２０％値） 

Ｓｈｏｒｔ－ｔｅｒｍ
※５ －１０５．７ｄＢｍ/４．５ＭＨｚ 

（０．００９４％値） 

帯域外干渉 －７０ｄＢｍ 

  ※1 ITU-R 勧告 SA.1027 
※2 1 対 1 対向モデルでは、Short-term、確率計算では Long-term の許容干渉電力を使用 

  ※3 極軌道衛星受信専用設備の受信性能は ITU-R レポート SA.2329 を参照 
  ※4 Long-term は許容干渉電力が 20%の時間率を超えない 
  ※5 Short-term は許容干渉電力が 0.0094%の時間率を超えない 
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図 参１－１－１ 受信専用設備アンテナパターン 

 
参１－１．２ 静止衛星のスペック 

 
ア 衛星局の送信側スペック 

 
諸元

※１
 

送信周波数帯 １６８７．５ＭＨｚ 

帯域幅 ２ＭＨｚ 

ＥＩＲＰ ５５．５ｄＢｍ 

移動高度 
３５，７８６ｋｍ 

（静止） 

  ※1 ITU-R 勧告 SA.1158 及び勧告 SA.1161  
 
イ 受信専用設備のスペック 

 
諸元

※２ 

受信周波数帯 １６８７．５ＭＨｚ 

受信アンテナ利得 ２９．８ｄＢｉ 
受信アンテナ高 １２ｍ 

アンテナパターン 図 参１－２－１ 

（ITU-R F.1245-1適用） 
受信アンテナ最小仰角 ２０度 

許容干渉

電力
※１

  

Ｌｏｎｇ-ｔｅｒｍ
※3 －１１５．４ｄＢｍ／２．１１ＭＨｚ 

（２０％値） 

Ｓｈｏｒｔ－ｔｅｒｍ
※4 －１１７．２ｄＢｍ／２．１１ＭＨｚ 

（０．０１１％値） 
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帯域外干渉 －７０ｄＢｍ 
  ※1 1 対 1 対向モデルでは、Short-term、確率計算では Long-term の許容干渉電力を使用 
  ※2 静止衛星受信専用設備の受信性能は ITU-R 勧告 SA.1158 及び勧告 SA.1161 を参照 
  ※3 Long-term は許容干渉電力が 20%の時間率を超えない 
  ※4 Short-term は許容干渉電力が 0.011%の時間率を超えない 
 

 
図 参１－２－１ 受信専用設備アンテナパターン 
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参考資料１－２ 気象援助（ラジオゾンデ）システムのスペック 

参１－２．１ 気象援助（ラジオゾンデ）のスペック 
 
ア 上空送信設備の送信側スペック 

 諸元 

送信周波数帯 １６７３ＭＨｚ、１６８０ＭＨｚ、１６８７ＭＨｚ 

帯域幅 ６ＭＨｚ 

送信電力 １Ｗ以下 

アンテナ利得 ３ｄＢｉ以下 

スプリアス領域における不

要発射の強度 
５０μＷ以下 

移動高度 最大３０ｋｍ 

 
イ 地上受信設備の受信側スペック 

 諸元 

受信周波数帯 １６７３ＭＨｚ、１６８０ＭＨｚ、１６８７ＭＨｚ 

受信アンテナ利得 ２８．０ｄＢｉ
※2
 

給電損失 ３ｄＢ以下
※2
 

受信アンテナ高 ２ｍ 

アンテナパターン 
図 参考１－２－１ 

（ITU-R SA.1165-2適用） 

受信アンテナ最小仰角 １０度 

許容干渉

電力
※１※2

  

２０％値 －１２５．２ｄＢｍ/１．３ＭＨｚ 

０．８％値  －１０９．４ｄＢｍ/１．３ＭＨｚ 

０．０２％値  －１０５．３ｄＢｍ/１．３ＭＨｚ 

帯域外干渉 －７０ｄＢｍ 

  ※1 1 対 1 対向モデルでは、Short-term、確率計算では Long-term の許容干渉電力を使用 
  ※2 ITU-R 勧告 RS.1263-1 の RDF system のパラメータを適用 
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図 参３－２－１ ラジオゾンデ地上局アンテナパターン 

 
参１－２．２ 気象援助（ラジオゾンデ）の国内メジャー製品スペック 

 
ア 上空送信設備の送信側スペック 

 諸元 

送信周波数帯 １６８７ＭＨｚ 

帯域幅 ２．０ＭＨｚ 

送信電力 ２７．７８ｄＢｍ 

アンテナ利得 ２．１５ｄＢｉ 

スプリアス領域における不

要発射の強度 
－８８．５５ｄＢｃ／ＭＨｚ 

移動高度 最大２０ｋｍ 

 
イ 地上受信設備の受信側スペック 

 諸元 

受信周波数帯 １６８７ＭＨｚ 

受信アンテナ利得 １６．７ｄＢｉ 
給電損失 １ｄＢ以下 

受信アンテナ高 １ｍ 
アンテナパターン 図 参１－２－２ 
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受信アンテナ最小仰角 １０度 

許容干渉

電力
※１※2

  
帯域内干渉 －１０８．５ｄＢｍ／３．５ＭＨｚ 

帯域外干渉 －１０．５ｄＢｍ 

 

 
   （ａ） 垂直面パターン            （ｂ） 水平面パターン 

図 参１－２－２ ラジオゾンデ地上局アンテナパターン 
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参考資料２ サブアーバンのトラフィックモデルについて 
 
今回、気象衛星関連システムと LTE-Advanced 陸上移動局との確率計算を用いた共用検

討を実施する上で、トラフィックモデルが重要となる。気象衛星関連システムは、極軌道

衛星やラジオゾンデの気球局等を追尾するため、建造物の少なく、周囲を見渡せる場所で

運用される場合が多い。このため、本検討では、トラフィックモデルとして、人口が密集

する都心を想定したモデルではなく、郊外や住宅街を想定したサブアーバンモデルを適用

した。 
従来の共用検討におけるトラフィックモデルとしては、アーバンモデルにおける最繁時

が想定されており、平均トラフィック密度として 40.62erl/MHz/km2（ボイスアクティベー

ション無）が適用されている。表 参２－１にトラフィックモデルを検討したパラメータを

示す。１つのセル内で同一のトラフィックが発生したと仮定すると、サブアーバンモデル

とアーバンモデルにおける平均トラフィック密度の比率は、セルの面積比に反比例する。

よって、上述の最繁時トラフィックモデルに、アーバンモデルとサブアーバンモデルのセ

ルの面積比である 1/6.75 を積算した 6.018erl/MHz/km2 をサブアーバンモデルにおける平

均トラフィック密度として干渉検討に使用した。 
 

表 参２－１ トラフィックモデルを検討したパラメータ 
 Urban 

Macro-cell 
Rural 

Macro-cell 
Suburban 
Macro-cell 

Layout Hexagonal grid Hexagonal grid Hexagonal grid 
Inter-site distance 500 m 1,732 m 1,299 m 

※ ITU-R レポート M.2135-1 より抜粋 
 

 
図 参２－１ 検討レイアウト 
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参考資料３ 気象関連システムとの干渉検討 
 

参考資料３－１ モデルⅠ（LTE-Advanced陸上移動局⇒気象衛星（受

信専用設備）） 

（１）極軌道衛星の場合 

＜ステップ１（１対１対向モデル）＞ 

干渉検討結果を表参３．１－１に示す。ステップ１では、所要改善量が 20.6dB 残

留することとなったため（水平離隔距離で 5154m に相当）、無線機の実力値によるス

テップ２を実施した。 

 

表参３．１－１ ステップ１（１対１対向モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 受信専用設備受信周波数＝1707MHz、受信専用設備仰角＝5度 

 陸上移動局送信電力＝最大値、最近接離隔距離＝10ｍ 

 
帯域内干渉 

帯域外干渉 
送信幅:5MHz 送信幅:20MHz 

陸上移動

局 

送信電力(dBm)  23.0 

スプリアス

(dBm/MHz)  
-15.8 -19.6 ー 

人体損(dB)  -8.0 

陸上移動局送信(m) 1.5 

伝搬損(dB)  68.8 

離隔距離(m)  37.0 

陸上移動局ー受信専用設備間

角度(度) 
20.8 

受信専用

設備 

受信高(m)  12.0 

受信仰角(度) 5.0 

アンテナ利得(dBi)  29.8 

アンテナ指向性減

衰量(dB)  
28.8 

許容干渉レベル

(dBm/MHz)※1 
-112.2dBm/MHz  -70dBm 

干渉電力(dB/MHz)  -91.6 -95.3 -52.8 
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所要改善量(dB)  20.6 16.9 17.2 

※1 Short-termの許容干渉レベルで評価(0.0094%の時間率を超えない) 

 

＜ステップ２（実力値モデル）＞ 

干渉検討結果を表参３．１－２に示す。ステップ２では所要改善量が 17.2dB 残留

することとなったため（水平離隔距離で 3382mに相当）、ステップ３を実施した。 

 

表参３．１－２ ステップ２（実力値モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 受信専用設備受信周波数＝1707MHz、受信専用設備仰角＝5度 

 陸上移動局送信電力＝最大値、最近接離隔距離＝10ｍ 

 
帯域内干渉 

帯域外干渉 
送信幅:5MHz 送信幅:20MHz 

陸上移動

局 

送信電力(dBm)  23.0 

スプリアス

(dBm/MHz) ※1 
-24.0 -30.4 ー 

人体損(dB)  -8.0 

陸上移動局送信(m) 1.5 

伝搬損(dB)  68.8 

離隔距離(m)  37.0 

陸上移動局ー受信専用設備間

角度(度) 
20.8 

受信専用

設備 

受信高(m)  12.0 

受信仰角(度) 5.0 

アンテナ利得(dBi)  29.8 

アンテナ指向性減

衰量(dB)  
28.8 

許容干渉レベル

(dBm/MHz)※2 
-112.2dBm/MHz  -70dBm 

干渉電力(dB/MHz)  -99.7 -106.2 -52.8 

所要改善量(dB)  12.5 6.0 17.2 

※1 表４．２．２－１ 

※2 Short-termの許容干渉レベルで評価(0.0094%の時間率を超えない) 
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＜ステップ３（確率計算）＞ 

干渉検討結果を表参３．１－３に示す。ステップ３では、帯域内、帯域外干渉とも

許容干渉電力を大きく下回る結果となった。 

 

表参３．１－３ ステップ３（確率計算）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 受信専用設備受信周波数＝1707MHz、受信専用設備仰角＝5度 

 陸上移動局送信電力＝送信電力分布を適用（図４．２．２－２） 

 最近接離隔距離＝0ｍ 

 帯域外雑音：実力値を使用（図４．２．２－１） 

 

 
帯域内干渉 帯域外干渉 

送信幅:5MHz 送信幅:20MHz 送信幅:5MHz 送信幅:20MHz 

許容干渉電力 -118.7dBm/4.5MHz  -70dBm 

干渉電力  -127.5dBm/4.5MHz -123.4dBm/4.5MHz -88.8dBm -77.8dBm 

所要改善量

(dB)  
-8.8 -4.7 -18.8 -7.8 
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（２）静止衛星の場合 

＜ステップ１（１対１対向モデル）＞ 

干渉検討結果を表参３．１－４に示す。ステップ１では、所要改善量が 19.1dB 残

留することとなったため（水平離隔距離で 352mに相当）、無線機の実力値によるステ

ップ２を実施した。 

 

表参３．１－４ ステップ１（１対１対向モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 受信専用設備受信周波数＝1687.5MHz、受信専用設備仰角＝20度 

 陸上移動局送信電力＝最大値、最近接離隔距離＝10ｍ 

 
帯域内干渉 

帯域外干渉 
送信幅:5MHz 送信幅:20MHz 

陸上移動

局 

送信電力(dBm)  23.0 

スプリアス

(dBm/MHz)  
-30.0 -25.0 ー 

人体損(dB)  -8.0 

陸上移動局送信(m) 1.5 

伝搬損(dB)  60.3 

離隔距離(m)  10.0 

陸上移動局ー受信専用設備間

角度(度) 
66.4 

受信専用

設備 

受信高(m)  12.0 

受信仰角(度) 20.0 

アンテナ利得(dBi)  29.8 

アンテナ指向性減

衰量(dB)  
37.9 

許容干渉レベル

(dBm/MHz)※1 
-120.4dBm/MHz  -70dBm 

干渉電力(dB/MHz)  -106.4 -101.4 -53.4 

所要改善量(dB)  14.1 19.1 16.6 

※1 Short-termの許容干渉レベルで評価(0.011%の時間率を超えない) 
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＜ステップ２（実力値モデル）＞ 

干渉検討結果を表参３．１－５に示す。ステップ２では、帯域外干渉において所要

改善量が 16.6dB 残留することとなったため（水平離隔距離で 260m に相当）、ステッ

プ３を実施した。 

 

表参３．１－５ ステップ２（実力値モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 受信専用設備受信周波数＝1687.5MHz、受信専用設備仰角＝20度 

 陸上移動局送信電力＝最大値、最近接離隔距離＝10ｍ 

 
帯域内干渉 

帯域外干渉 
送信幅:5MHz 送信幅:20MHz 

陸上移動

局 

送信電力(dBm)  23.0 

スプリアス

(dBm/MHz) ※1 
-71.0 -47.7 ー 

人体損(dB)  -8.0 

陸上移動局送信(m) 1.5 

伝搬損(dB)  60.3 

離隔距離(m)  10.0 

陸上移動局ー受信専用設備間

角度(度) 
66.4 

受信専用

設備 

受信高(m)  12.0 

受信仰角(度) 20.0 

アンテナ利得(dBi)  29.8 

アンテナ指向性減

衰量(dB)  
37.9 

許容干渉レベル

(dBm/MHz)※2 
-120.4dBm/MHz  -70dBm 

干渉電力(dB/MHz)  -147.4 -124.1 -53.4 

所要改善量(dB)  -26.9 -3.6 16.6 

※1 表４．２．２－１ 

※2 Short-termの許容干渉レベルで評価(0.011%の時間率を超えない) 
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＜ステップ３（確率計算）＞ 

干渉検討結果を表参３．１－６に示す。ステップ３では、帯域内、帯域外干渉とも

許容干渉電力を大きく下回る結果となった。 

 

表参３．１－６ ステップ３（確率計算）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 受信専用設備受信周波数＝1687.5MHz、受信専用設備仰角＝20度 

 陸上移動局送信電力＝送信電力分布を適用（図４．２．２－２） 

 最近接離隔距離＝0ｍ 

 帯域外雑音：実力値を使用（図４．２．２－１） 

 

 
帯域内干渉 帯域外干渉 

送信幅:5MHz 送信幅:20MHz 送信幅:5MHz 送信幅:20MHz 

許容干渉電力 -115.4dBm/2.11MHz  -70dBm 

干渉電力  -191.4dBm/2.11MHz -154.4dBm/2.11MHz -101.5dBm -87.1dBm 

所要改善量

(dB)  
-76.0 -39.0 -31.5 -17.1 
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参考資料３－２ モデルⅡ（気象衛星（衛星局）⇒LTE-Advanced基地

局） 

 
（１）極軌道衛星の場合 

＜ステップ１（１対１対向モデル）＞ 

衛星局のスプリアス特性が不明のため、同一 CH 相当としてステップ１の検討を実

施した結果を表参３．２－１に示す。帯域内、帯域外ともに許容干渉電力を大きく下

回る結果となった。 

 

表参３．２－１ ステップ１（１対１対向モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 極軌道衛星局送信周波数＝1707MHz 

 帯域内干渉 帯域外干渉 

衛星局 

送信周波数(MHz)  1707 

EIRP(dBm)※1 40.1 

送信帯域幅(MHz)  4.5 - 

送信スプリアス

(dBm/MHz)※2 
不明 - 

伝搬損(dB)  155.1 

衛星局－基地局距離(m) 800,000.0 

基地局 

受信アンテナ利

得（給電損失含

む） (dBi)  

12.0 

アンテナ指向性

減衰量 (dB) 
23.5 

アンテナ高さ 

(m)  
40.0 

許容干渉レベル -119.0dBm/MHz  -43.0dBm 

干渉電力  -133.0dBm/MHz  -126.5dBm 

所要改善量(dB)  -14.0 -83.5 

※1 63度における EIRP値 

※2 衛星局のスプリアス特性が不明のため、同一 CHで計算 
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（２）静止衛星の場合 

＜ステップ１（１対１対向モデル）＞ 

衛星局のスプリアス特性が不明のため、同一 CH 相当としてステップ１の検討を実

施した結果を表参３．２－２に示す。帯域内、帯域外ともに許容干渉電力を大きく下

回る結果となった。 

 

表参３．２－２ ステップ１（１対１対向モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 静止衛星局送信周波数＝1687.5MHz 

 帯域内干渉 帯域外干渉 

衛星局 

送信周波数(MHz)  1687.5 

EIRP(dBm) 55.5 

送信帯域幅(MHz)  2.0 - 

送信スプリアス

(dBm/MHz)※1 
不明 - 

伝搬損(dB)  188.1 

衛星局－基地局距離(m) 35,786,000.0 

基地局 

受信アンテナ利

得（給電損失含

む） (dBi)  

12.0 

アンテナ指向性

減衰量 (dB) 
19.1 

アンテナ高さ 

(m)  
40.0 

許容干渉レベル -119.0dBm/MHz  -43.0dBm 

干渉電力  -142.7dBm/MHz  -139.7dBm 

所要改善量(dB)  -23.7 -96.7 

※1 衛星局のスプリアス特性が不明のため、同一 CHで計算 
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参考資料３－３ モデルⅢ（LTE-Advanced陸上移動局⇒ラジオゾンデ

（地上受信設備）） 

（１）ITU-R 共用検討パラメータでの検討 
＜ステップ１（１対１対向モデル）＞ 

干渉検討結果を表参３．３－１に示す。ステップ１では、所要改善量が 17.2dB 残

留することとなったため（水平離隔距離で 729mに相当）、無線機の実力値によるステ

ップ２を実施した。 

 

表参３．３－１ ステップ１（１対１対向モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 ラジオゾンデ（RDF）を対象、地上受信設備仰角＝10度 

 陸上移動局送信電力＝最大値、最近接離隔距離＝100ｍ 

 
帯域内干渉 

帯域外干渉 
送信幅:5MHz 送信幅:20MHz 

陸上移動

局 

送信電力(dBm)  23.0 

スプリアス

(dBm/RBWs)※1 
-28.9 -23.9 ― 

人体損(dB)  -8.0 

陸上移動局送信(m) 1.5 

伝搬損(dB)  77.0 

離隔距離(m)  100.0 

陸上移動局ー地上受信設備間

角度(度) 
10.3 

地上受信

設備 

受信高(m)  2.0 

受信仰角(度) 10.0 

アンテナ利得（給

電損失含む）(dBi)  
25.0 

アンテナ指向性減

衰量(dB)  
4.3 

許容干渉レベル

(dBm/RBWs)※1 
-105.3dBm ― 

干渉電力(dB/RBWs)※1 -93.1 -88.1 ― 

所要改善量(dB)  12.2 17.2 ― 
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※1 RBWs=1.3MHz 

※2 Short-termの許容干渉レベルで評価(0.02%の時間率を超えない) 

 

＜ステップ２（実力値モデル）＞ 

干渉検討結果を表参３．３－２に示す。ステップ２では干渉電力値が所要改善量を

大きく下回る結果となった。 

 

表参３．３－２ ステップ２（実力値モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 ラジオゾンデ（RDF）を対象、地上受信設備仰角＝10度 

 陸上移動局送信電力＝最大値、最近接離隔距離＝100ｍ 

 
帯域内干渉 

帯域外干渉 
送信幅:5MHz 送信幅:20MHz 

陸上移動

局 

送信電力(dBm)  23.0 

スプリアス

(dBm/RBWs) ※1、2 
-71.4 -47.7 ― 

人体損(dB)  -8.0 

陸上移動局送信(m) 1.5 

伝搬損(dB)  77.0 

離隔距離(m)  100.0 

陸上移動局ー地上受信設備間

角度(度) 
10.3 

地上受信

設備 

受信高(m)  2.0 

受信仰角(度) 10.0 

アンテナ利得（給

電損失含む）(dBi)  
25.0 

アンテナ指向性減

衰量(dB)  
4.3 

許容干渉レベル

(dBm/RBWs)※3 
-105.3 ― 

干渉電力(dB/RBWs) ※1 -135.6 -111.9 ― 

所要改善量(dB)  -30.3 -6.6 ― 

※1 RBWs＝1.3MHz 

※2 表４．２．２－１ 

※3 Short-termの許容干渉レベルで評価(0.02%の時間率を超えない) 
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（２）ラジオゾンデ国内メジャー製品における実力値ベースでの検討 
＜ステップ１（１対１対向モデル）＞ 

干渉検討結果を表参３．３－３に示す。ステップ１では、アンテナ正対方向で所要

改善量が 11.2dB残留（水平離隔距離で 362mに相当）したが、アンテナ指向方向外で

は、許容干渉レベルを下回る結果となった。 

 

表参３．３－３ ステップ１（１対１対向モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 ラジオゾンデ（RDF）を対象、地上受信設備仰角＝10度 

 陸上移動局送信電力＝最大値、最近接離隔距離＝100ｍ 

 

 

 

 

  

帯域内干渉
帯域外干渉
（アンテナ正

面）
アンテナ正面 アンテナ指向方向外

送信幅：５ＭＨｚ 送信幅：２０ＭＨｚ 送信幅：５ＭＨｚ 送信幅：２０ＭＨｚ

陸上移動局

送信電力（ｄＢｍ） ２３．０

スプリアス（ｄＢｍ/ＲＢＷｓ）※１ －２４．６ －１９．６ －２４．６ －１９．６ ー

人体損（ｄＢ） －８．０

陸上移動局送信高（ｍ） １．５

伝搬損（ｄＢ） ７７．０

水平離隔距離（ｍ） １００．０

陸上移動局ー地上受信設備間角度（度） ９．７

地上受信設備局

受信高（ｍ） １．０

受信仰角（度） １０．０

アンテナ利得（ｄＢｉ）（給電損失含む） １５．７

アンテナ指向性減衰量（ｄＢ） ８．５ ２８．５ ８．５

許容干渉レベル（ｄＢｍ/ＲＢＷｓ） －１０８．５ －１０．５

干渉電力（ｄＢｍ/ＲＢＷｓ） －１０２．３ －９７．３ －１２２．３ －１１７．３ －５４．８

所要改善量（ｄＢ） ６．２ １１．２ －１３．８ ー８．８ －４４．３

※１ ＲＢＷｓ＝３．５ＭＨｚ
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＜ステップ２（実力値モデル）＞ 

干渉検討結果を表参３．３－４に示す。ステップ２ではアンテナ正対方向であって

も所要改善量を大きく下回る結果となった。 

 

表参３．３－４ ステップ２（実力値モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 ラジオゾンデ（RDF）を対象、地上受信設備仰角＝10度 

 陸上移動局送信電力＝最大値、最近接離隔距離＝100ｍ 

 
 

  

帯域内干渉
帯域外干渉
（アンテナ正

面）
アンテナ正面 アンテナ指向方向外

送信幅：５ＭＨｚ 送信幅：２０ＭＨｚ 送信幅：５ＭＨｚ 送信幅：２０ＭＨｚ

陸上移動局

送信電力（ｄＢｍ） ２３．０

スプリアス（ｄＢｍ/ＲＢＷｓ）※１ －２４．６ －１９．６ －２４．６ －１９．６ ー

人体損（ｄＢ） －８．０

陸上移動局送信高（ｍ） １．５

伝搬損（ｄＢ） ７７．０

水平離隔距離（ｍ） １００．０

陸上移動局ー地上受信設備間角度（度） ９．７

地上受信設備局

受信高（ｍ） １．０

受信仰角（度） １０．０

アンテナ利得（ｄＢｉ）（給電損失含む） １５．７

アンテナ指向性減衰量（ｄＢ） ８．５ ２８．５ ８．５

許容干渉レベル（ｄＢｍ/ＲＢＷｓ） －１０８．５ －１０．５

干渉電力（ｄＢｍ/ＲＢＷｓ） －１０２．３ －９７．３ －１２２．３ －１１７．３ －５４．８

所要改善量（ｄＢ） ６．２ １１．２ －１３．８ ー８．８ －４４．３

※１ ＲＢＷｓ＝３．５ＭＨｚ
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参考資料３－４ モデルⅣ（ラジオゾンデ（上空送信設備）⇒LTE-

Advanced基地局） 

 
（１）ITU-R 共用検討パラメータでの検討 

＜ステップ１（１対１対向モデル）＞ 

ステップ１（１対１対向モデル）では、帯域内、帯域外ともに所要改善量が残る結

果となった。これは、互いのアンテナ利得が正対するポイント（高度 30m地点）で干

渉計算を行っているためである。 

ラジオゾンデ送信設備は、打上１分後には数百m以上の離隔距離まで上昇するため、

所要改善量がマイナスとなる最低高度を計算したところ、101mで帯域内、帯域外とも

に所要改善量がマイナスとなった。 

 

表参３．４－１ ステップ１（１対１対向モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 ラジオゾンデ上空送信設備送信周波数＝1687MHz、上空送信設備高度＝30m※2 

 

 

  

帯域内 帯域外 帯域内 帯域外

上空送信
設備

送信周波数（ＭＨｚ） １６８７ １６８７

ＥＩＲＰ（ｄＢｍ）※１ ３３．０ ３３．０

送信帯域幅（ＭＨｚ） ６．０ ６．０

スプリアス（減衰量） （ｄＢ） ５３．０ ５３．０

高度 （ｍ） ３０．０※２ １０１．０※３

伝搬損（ｄＢ） ７７．０ ７８．４

水平離隔距離（ｍ） １００．０ １００．０

基地局

アンテナ利得（給電損失含む）
（ｄＢｉ）

１２．０ １２．０

アンテナ指向性減衰量（ｄＢ） ０．１ ３２．８

アンテナ高（ｍ） ４０．０ ４０．０

許容干渉レベル
－１１９．０
（ｄＢｍ/ＭＨｚ）

－４３．０
（ｄＢｍ）

－１１９．０
（ｄＢｍ/ＭＨｚ）

－４３．０
（ｄＢｍ）

干渉電力
－８５．１

（ｄＢｍ/ＭＨｚ）
－３２．１
（ｄＢｍ）

－１１９．２
（ｄＢｍ/ＭＨｚ）

－６６．２
（ｄＢｍ）

所要改善量 （ｄＢ） ３３．９ １０．９ －０．２ －２３．２

※１ 送信電力１Ｗ以下、アンテナ利得３ｄＢｉ、※２ 所要改善量が最大となる高度、※３ 所要改善量がマイナスとなる高度



209 
 

（２）ラジオゾンデ国内メジャー製品における実力値ベースでの検討 
＜ステップ１（１対１対向モデル）＞ 

ステップ１（１対１対向モデル）では、帯域内、帯域外ともに所要改善量が残る結

果となった。これは、互いのアンテナ利得が正対するポイント（高度 30m地点）で干

渉計算を行っているためである。 

ラジオゾンデ送信設備は、打上１分後には数百m以上の離隔距離まで上昇するため、

所要改善量がマイナスになる最低高度を計算したところ、40m で帯域内、帯域外とも

に所要改善量がマイナスとなった。 

 

表参３．４－２ ステップ１（１対１対向モデル）干渉検討結果 

＜計算の前提条件＞ 

 ラジオゾンデ上空送信設備送信周波数＝1687MHz、気球局高度＝30m※2 

 
 
 

帯域内 帯域外 帯域内 帯域外

上空送信
設備

送信周波数（ＭＨｚ） １６８７ １６８７

ＥＩＲＰ（ｄＢｍ）※１ ２９．９３ ２９．９３

送信帯域幅（ＭＨｚ） ２．０ ２．０

スプリアス（減衰量） （ｄＢ） ８８．５５ ８８．５５

高度 （ｍ） ３０．０※２ ４０．０※３

伝搬損（ｄＢ） ７７．０ ７７．０

水平離隔距離（ｍ） １００．０ １００．０

基地局

アンテナ利得（給電損失含む）
（ｄＢｉ）

１２．０ １２．０

アンテナ指向性減衰量（ｄＢ） ０．１ ９．２

アンテナ高（ｍ） ４０．０ ４０．０

許容干渉レベル
－１１９．０
（ｄＢｍ/ＭＨｚ）

－４３．０
（ｄＢｍ）

－１１９．０
（ｄＢｍ/ＭＨｚ）

－４３．０
（ｄＢｍ）

干渉電力
－１２３．７

（ｄＢｍ/ＭＨｚ）
－３５．２
（ｄＢｍ）

－１２５．７
（ｄＢｍ/ＭＨｚ）

－４４．２
（ｄＢｍ）

所要改善量 （ｄＢ） ー４．７ ７．８ －１３．８ －１．２

※１ 送信電力0.6Ｗ以下、アンテナ利得２．１５ｄＢｉ、※２ 所要改善量が最大となる高度、※３ 所要改善量がマイナスとなる高度
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